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クライアント・クリアリング導入等に伴う金利スワップ取引清算業務に関する 

業務方法書等の一部改正について 

 

 

Ⅰ．改正趣旨 

現在、金利スワップ取引に係る清算業務における清算委託者の範囲について、受託清算

参加者を含む同一の企業集団に含まれる会社（以下「アフィリエイト」という。）に限定し

ているところ、アフィリエイト以外も清算委託者として当社の金利スワップ取引清算業務

に参加することを可能とするとともに、約定から債務負担までの期間を短縮すべく債務負

担処理の見直し及び担保管理の方法の見直し等を行うことを予定していることを踏まえ、

金利スワップ取引清算業務に関する業務方法書等について、別紙１のとおり所要の制度改

正を行う。 

また、ＣＤＳ清算業務における当初証拠金及び変動証拠金等に係る授受の方法等につい

ても、金利スワップ清算業務との平仄を踏まえつつ、効率化の観点から見直しを行うこと

とし、ＣＤＳ清算業務に関する業務方法書等について、別紙２のとおり所要の制度改正を

行う。 

 

Ⅱ．改正概要 

１．金利スワップ取引清算業務に関する業務方法書等に関する改正

概要 

（１）クライアント・クリアリングの取扱いの承認及び廃止 

  ・清算参加者がアフィリエイト以外の清算委託者（以下「クラ

イアント」という。）からの委託に基づく有価証券等清算取

次ぎ（以下「クライアント・クリアリング」という。）の取

扱いをする場合には、当社の承認を要することとする。 

  ・クライアント・クリアリングの取扱いを廃止しようとする場

合には、あらかじめ清算委託者のポジションの解消等を行わ

なければならないものとする。 

 

 

 

 

 

（２）バックアップ受託者の指定 

  ・清算委託者は、自身が現に有価証券等清算取次ぎを行ってい

る受託清算参加者が破綻した場合における自身のポジショ

ンの承継先として、あらかじめ他の清算参加者をバックアッ

プ受託者として指定することができるものとする。 

 

（３）債務負担処理の見直し等 

①債務負担 

（備  考） 

 

 

 

･ 金利スワップ取引清算業

務に関する業務方法書

（以下「ＩＲＳ業務方法

書」という。）第１２条の

２、第２７条の２、第２

７条の３、第２７条の４

及び第２７条の５、金利

スワップ取引清算業務に

関する業務方法書の取扱

い（以下「ＩＲＳ業務方

法書の取扱い」という。）

第１５条の２及び第２２

条の２ 

・ ＩＲＳ業務方法書第４５

条の２、ＩＲＳ業務方法

書の取扱い第２６条の２ 
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  ・現行の債務負担処理を見直し、債務負担の申込みが行われる

都度、当該債務負担の申込みが行われた取引と債務負担済の

ポジションを合算したポジションについて証拠金を算出し、

債務負担の申込みを行った清算参加者が当該証拠金の額以

上の当初証拠金を預託している場合に、債務負担処理を行う

こととする。 

②任意解約制度の導入等 

  ・清算約定を期限前終了させる任意解約の制度を導入するもの

とする。 

  ・清算約定を削減することを目的として一括コンプレッション

制度を導入する。 

③有価証券等清算取次ぎの取扱い 

  ・クライアントの金利スワップ取引の有価証券等清算取次ぎを

行う場合は、当該取引に係るクライアントの受託清算参加者

の承諾を要するものとする。 

  ・クライアントの計算により成立している清算約定（委託分）

について、任意解約及び一括コンプレッションを行おうとす

る場合においても、当該クライアントの受託清算参加者の承

諾を要するものとする。 

④清算約定（委託分）の承継等 

  ・清算委託者は、自身が有価証券等清算取次ぎの委託先として

いる受託清算参加者から他の清算参加者へ、自身のポジショ

ンを承継させることを可能とする。 

 

 

  ・アフィリエイトは、他のアフィリエイト又は受託清算参加者

へ自身のポジションを承継させることを可能とする。 

 

（４）清算参加者口座等 

  ・清算約定及び証拠金等の管理は、自己取引口座及び委託取引

口座ごとに行うものとする。 

  

（５）証拠金の取扱い 

①当初証拠金の預託時限 

  ・当初証拠金の預託時限は、不足が生じた日（算出日）の翌当

社営業日の午前１１時とする。 

②変動証拠金等の預託時限 

  ・変動証拠金、変動証拠金に係る利息及び決済金額（以下「変

動証拠金等」という。）の預託時限は、変動証拠金等の算出日

の翌当社営業日の午前１１時とする。 

・ ＩＲＳ業務方法書第４８

条及び第４９条、ＩＲＳ

業務方法書の取扱い第２

７条、第２８条及び別表

２ 

 

 

・ ＩＲＳ業務方法書第５３

条等 

・ ＩＲＳ業務方法書第５３

条の２等 

 

・ ＩＲＳ業務方法書第５４

条の２及び第５５条の２ 

 

・ ＩＲＳ業務方法書第５７

条の２、ＩＲＳ業務方法

書の取扱い第３５条の２ 

 

 

・ ＩＲＳ業務方法書第５８

条の２及び第５８条の

３、ＩＲＳ業務方法書の

取扱い第３５条の３及び

第３５条の４ 

・ ＩＲＳ業務方法書第５８

条の４及び第５８条の５ 

 

 

・ ＩＲＳ業務方法書第５９

条及び第６０条 

 

 

 

・ ＩＲＳ業務方法書第６６

条 

 

・ ＩＲＳ業務方法書第８１

条 

 



 3 

③当初証拠金及び決済金額等の差引計算 

  ・清算参加者は、自己取引口座及び委託取引口座ごとに算出さ

れた決済金額、変動証拠金及び変動証拠金に係る利息につい

て差引計算した額（以下「決済金額等」という。）と当初証

拠金所要額について、当該自己取引口座及び委託取引口座毎

に差引計算を行い、差引計算の結果算出された金額が負の数

になる場合は、当該額を当社に預託するものとする。ただし、

決済金額等の支払い方である清算参加者は、当該決済金額等

に相当する額を現金により預託するものとする。 

  ・決済金額等の受領方である清算参加者が決済金額等を受領す

る場合には、自己取引口座及び委託取引口座ごとに、受領す

る金銭の額を当社に対し申請を行うものとする。申請が行わ

れなかった場合には、当該決済金額等は当初証拠金として預

託したものとみなす。 

  ・受託清算参加者及び清算委託者の間の決済金額等及び当初証

拠金の授受についても、同様に差引計算のうえ授受するもの

とする。 

④当初証拠金等に係る金銭の授受の方法 

  ・金利スワップ清算基金、当初証拠金及び破綻時証拠金に係る

金銭の授受を行う場合は、日本銀行金融ネットワークシステ

ムを利用して行うものとする。 

 

（６）清算参加者の決済不履行時の措置 

  ・クライアントは、受託清算参加者破綻時において、自身のポ

ジションを他の清算参加者に承継させることができる。 

 

（７）その他 

  ・想定元本が一定である取引に加え、取引開始時に想定元本の

逓減又は逓増方法を定め、当該方法が取引期間中に変わらな

い取引についても債務負担の対象取引とする。 

  ・清算委託者が破綻した場合に、受託清算参加者は当該清算委

託者のポジションから生じる損失を回避することを目的と

する取引を行うことを可能とする。 

  ・受託清算参加者破綻時において当該受託清算参加者及び各清

算委託者がそれぞれ負担する金額は、期限前終了手数料を当

該各受託清算参加者及び清算委託者の当初証拠金所要額に

応じて按分した額とする。 

  ・クライアント・クリアリングに係る清算手数料として、クラ

イアント・クリアリングに係る清算約定の想定元本に応じた

手数料及び口座開設手数料を設定する。 

 

・ ＩＲＳ業務方法書第８５

条の２及び第８５条の

３、清算受託契約第２６

条の２、第２６条の３及

び第２６条の４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ ＩＲＳ業務方法書の取扱

い第１８条 

 

 

 

・ ＩＲＳ業務方法書第９４

条 

 

 

・ ＩＲＳ業務方法書の取扱

い第９条 

 

・ 清算受託契約第３０条 

 

 

・ ＩＲＳ清算受託契約第３

５条 

 

 

・ 金利スワップ取引清算業

務に関する手数料に関す

る規則第５条の２及び第
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  ・その他、所要の改正を行うものとする。 

５条の３ 

２．ＣＤＳ清算業務に関する業務方法書等に関する改正概要 

（１）証拠金の取扱い 

①当初証拠金の預託時限 

  ・当初証拠金の預託時限を、不足が生じた日（算出日）の翌当

社営業日の午前１１時とする。 

 

②変動証拠金等の預託時限 

  ・変動証拠金、変動証拠金に係る利息、任意解約手数料、固定

金額、クレジットイベント発生時の固定金額及びクレジット

イベント決済額（以下「変動証拠金等」という。）の預託時

限を、算出日の翌当社営業日の午前１１時とする。 

  ・当社は、変動証拠金等の受領方となる清算参加者に対し、変

動証拠金等の算出日の翌当社営業日の午後１時３０分以降

遅滞なく支払うこととする。 

 

③当初証拠金及び決済金額等の差引計算 

  ・清算参加者は、決済金額及び変動証拠金（以下「決済金額等」

という。）と当初証拠金所要額について、自己取引口座及び

委託取引口座毎に差引計算を行い、差引計算の結果、支払い

方になる場合は、当該額を当社に預託するものとする。ただ

し、決済金額等の支払い方である清算参加者は、当該決済金

額等に相当する額を現金により預託するものとする。 

  ・決済金額等の受領方である清算参加者が当該決済金額等を受

領する場合には、自己取引口座及び委託取引口座ごとに、受

領する金銭の額を当社に対し申請を行うものとする。申請が

行われなかった場合には、当該決済金額等は当初証拠金とし

て預託したものとみなす。 

  ・受託清算参加者及び清算委託者の間の決済金額等及び当初証

拠金の授受についても、同様に差引計算のうえ授受するもの

とする。 

 

④当初証拠金等に係る金銭の授受の方法 

  ・ＣＤＳ清算基金、当初証拠金及び破綻時証拠金に係る金銭の

授受を行う場合は、日本銀行金融ネットワークシステムを利

用して行うものとする。 

 

（２）その他 

 

 

 

･ ＣＤＳ清算業務に関する

業務方法書第６６条 

 

 

・ ＣＤＳ清算業務に関する

業務方法書第５３条、第

７７条、ＣＤＳ清算業務

に関する業務方法書の取

扱い第３７条及び第５５

条 

 

 

 

・ ＣＤＳ清算業務に関する

業務方法書第８０条、第

８０条の２及び第８０条

の３、ＣＤＳ清算業務に

関する業務方法書の取扱

い第５２条、様式第３号 
ＣＤＳ清算受託契約書第

２３条の２、第２３条の３

及び第２３条の４ 
 

 

 

 

 

 

 

・ ＣＤＳ清算業務に関する

業務方法書の取扱い第２

２条 

 



 5 

  ・その他所要の改正を行うこととする。 

 

Ⅲ．施行日 

  平成２６年２月２４日から施行する。 

 

 

 

以   上 
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金利スワップ取引清算業務に関する業務方法書等の一部改正新旧対照表 
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別紙１ 
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金利スワップ取引清算業務に関する業務方法書の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（定義） （定義） 

第２条 本業務方法書等において使用する用語

は、金融商品取引法（昭和２３年法律第２５号）

及びＩＳＤＡ定義集において使用される用語の

例によるほか、次の各号に掲げる用語の意義は、

それぞれ当該各号に定めるところによる。 

（１） 「委託当初証拠金」とは、受託清算参

加者が、清算委託者の同意を得て、清算委託

者から交付を受けた金銭又は代用有価証券を

第６１条第１項第２号に掲げる当該清算委託

者の債務を担保する目的で自ら保管する場合

における当該金銭又は代用有価証券をいう。 

（２） （略） 

（２）の２ 「一括コンプレッション」とは、

第５３条の２の規定に基づき、清算参加者が

清算約定を削減することを目的として、当社

が定める方法により、清算約定を任意解約さ

せるとともに新たな清算約定を成立させるこ

とをいう。 

（３）～（５） （略） 

（６） 「期限前終了」とは、任意解約以外の

事由により清算約定がその終了日前に終了す

ることをいう。 

（７）～（１３） （略） 

（１３）の２ 「クライアント・クリアリング」

とは、受託清算参加者と同一の企業集団に含

まれる者以外の清算委託者からの委託に基づ

く有価証券等清算取次ぎをいう。 

（１４） 「決済金額」とは、清算約定に関し、

当社及び清算参加者の間で授受される金銭

（金利スワップ清算基金、当初証拠金、変動

証拠金及び変動証拠金に係る利息として授受

第２条 本業務方法書等において使用する用語

は、金融商品取引法（昭和２３年法律第２５号）

及びＩＳＤＡ定義集において使用される用語の

例によるほか、次の各号に掲げる用語の意義は、

それぞれ当該各号に定めるところによる。 

（１） 「委託当初証拠金」とは、受託清算参

加者が、清算委託者の同意を得て、清算委託

者から交付を受けた金銭又は有価証券を第６

１条第１項第２号に掲げる当該清算委託者の

債務を担保する目的で自ら保管する場合にお

ける当該金銭又は有価証券をいう。 

（２） （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

（３）～（５） （略） 

（６） 「期限前終了」とは、デクリアー以外

の事由により清算約定がその終了日前に終了

することをいう。 

（７）～（１３） （略） 

（新設） 

 

 

 

（１４） 「決済金額」とは、清算約定に関し、

当社及び清算参加者の間で授受される金銭

（金利スワップ清算基金及び当初証拠金とし

て授受される金銭を含まない。）の額（当該



 
 

2 

される金銭を含まない。）の額（当該金銭の

うち第８５条第２項の規定により差引計算さ

れるものについては、その差引計算後の額）

をいう。 

（１５）～（２４） （略） 

（２４）の２ 「承継」とは、本業務方法書等

の規定により、当社、承継清算参加者及び清

算委託者の間で清算約定（委託分）及び清算

委託取引に係る権利義務を新たに発生させる

とともに、それに伴う金銭の授受及び権利義

務の処理を行うことをいう。 

（２４）の３ 「承継清算参加者」とは、承継

により発生する権利義務の当事者となる清算

参加者をいう。 

（２５）～（４７） （略） 

（４８） 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４９）～（５４） （略） 

（５４）の２ 「任意解約」とは、清算約定及

びその反対清算約定を、当社並びに当該清算

約定及びその反対清算約定の当事者である清

算参加者の間の合意をもって、その終了日前

に終了させることをいう。 

（５４）の３ 「任意解約手数料」とは、清算

金銭のうち第８５条第２項の規定により差引

計算されるものについては、その差引計算後

の額）をいう。 

 

（１５）～（２４） （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

（２５）～（４７） （略） 

（４８） 「デクリアー」とは、第５３条の規

定に基づき、清算約定及びその反対清算約定

を、当社並びに当該清算約定及びその反対清

算約定の当事者である清算参加者の間の合意

をもって、その終了日前に終了させると同時

に、金利スワップ取引を当該清算約定及びそ

の反対清算約定の当事者である清算参加者間

（当該清算約定又は当該反対清算約定のいず

れか又はその両方が有価証券等清算取次ぎの

委託に基づくものであるときは、当該有価証

券等清算取次ぎの基となった清算取次原取引

の当事者である清算委託者及び清算参加者又

は他の清算委託者の間）で成立させることを

いう。 

（４９）～（５４） （略） 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 
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約定が任意解約された場合において、当該清

算約定の当事者間で授受される、当該清算約

定及びその反対清算約定の当事者である清算

参加者の間であらかじめ合意された額の金銭

をいう。 

（５４）の４ 「ノンヘッジ口座」とは、第５

９条第７項の規定によりノンヘッジ口座とし

て届出を受けた委託取引口座の種別をいう。 

（５５）～（６０） （略） 

（６０）の２ 「バックアップ受託者」とは、

清算委託者に対し現に有価証券等清算取次ぎ

を行っている受託清算参加者について破綻等

が認定された場合に、当該清算委託者の計算

において成立している清算約定（委託分）及

び清算委託取引に係る権利義務を承継する先

として、第４５条の２に定めるところにより

あらかじめ当該清算委託者から指定を受けて

いる受託清算参加者（第１２条の２に規定す

る承認を受けた清算参加者に限る。）をいう。 

（６１）・（６２） （略） 

（６２）の２ 「ヘッジ口座」とは、第５９条

第７項の規定によりヘッジ口座として届出を

受けた委託取引口座の種別をいう。 

（６３） （略） 

（６３）の２ 「変動証拠金等」とは、変動証

拠金、変動証拠金に係る利息、決済金額その

他清算約定に基づいて授受する金銭をいう。 

（６４）～（７２） （略） 

２・３ （略） 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

（５５）～（６０） （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６１）・（６２） （略） 

（新設） 

 

 

（６３） （略） 

（新設） 

 

 

（６４））～（７２） （略） 

２・３ （略） 

  

（金利スワップ清算資格の要件） （金利スワップ清算資格の要件） 

第９条 承認審査は、取得申請者に関する次に掲

げる事項その他当社による金利スワップ取引清

算業務の適切な遂行を確保する観点から必要と

認める事項について、当社が通知又は公示によ

り審査上の観点及び確認事項として定めるとこ

第９条 承認審査は、取得申請者に関する次に掲

げる事項その他当社による金利スワップ取引清

算業務の適切な遂行を確保する観点から必要と

認める事項について行うものとする。 
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ろにより行うものとする。 

（１）～（３） （略） 

 

（１）～（３） （略） 

２ （略） ２ （略） 

  

第２節 クライアント・クリアリングの取扱いの

承認 

（新設） 

  

（クライアント・クリアリングの取扱いの承認）  

第１２条の２ 清算参加者（取得申請者を含む。

以下本条において同じ。）は、クライアント・

クリアリングの取扱いを行おうとする場合に

は、あらかじめ、当社が定めるところにより、

当社にクライアント・クリアリングの取扱いに

係る申請を行い、当社の承認を受けなければな

らない。 

 

２ 当社は、前項の申請を受けた場合において、

前項の申請を行った清算参加者のクライアン

ト・クリアリングに係る清算約定の決済、損失

の危険の管理及び利益相反の防止について当社

が通知又は公示により確認上の観点及び確認事

項として定めるところにより確認を行い、適切

な業務執行体制を備えていると認めるときは、

クライアント・クリアリングの取扱いの承認を

行う。 

 

３ 当社は、前項の承認を行った場合には、速やかに

その旨を他の清算参加者に通知し、かつ公表する。 

 

  

第３節 （略） 第２節 （略） 

  

第４節 （略） 第３節 （略） 

  

（金利スワップ清算資格の喪失） （金利スワップ清算資格の喪失） 

第２３条 清算参加者が前条第１項の規定により

金利スワップ清算資格の喪失の申請をした場

合、当該清算参加者は、その申請の日の翌日か

ら起算して３０日目の日の当社が定める時点又

第２３条 清算参加者が前条第１項の規定により

金利スワップ清算資格の喪失の申請をした場

合、当該清算参加者は、その申請の日の翌日か

ら起算して３０日目の日の当社が定める時点又
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は当該清算参加者を当事者とする清算約定で未

決済のもののすべてが解消された時点のいずれ

か遅い時点（当該申請が破綻処理単位期間中に

行われた場合又は当該申請の日から当該清算参

加者について金利スワップ清算資格の喪失の効

力が生じるまでの間に破綻処理単位期間が開始

した場合には、破綻処理単位期間が終了する日

の当社が定める時点又は当該清算参加者を当事

者とする清算約定で未決済のもののすべてが解

消された時点のいずれか遅い時点）において、

金利スワップ清算資格を喪失する。 

は当該清算参加者を当事者とするすべての清算

約定が解消された時点のいずれか遅い時点（当

該申請が破綻処理単位期間中に行われた場合又

は当該申請の日から当該清算参加者について金

利スワップ清算資格の喪失の効力が生じるまで

の間に破綻処理単位期間が開始した場合には、

破綻処理単位期間が終了する日の当社が定める

時点又は当該清算参加者を当事者とするすべて

の清算約定が解消された時点のいずれか遅い時

点）において、金利スワップ清算資格を喪失す

る。 

２ （略） ２ （略） 

  

（金利スワップ清算資格の喪失申請者の合併等の

場合の特例） 

（金利スワップ清算資格の喪失申請者の合併等の

場合の特例） 

第２４条 金利スワップ清算資格の喪失申請者が

金利スワップ清算資格の喪失と同時に、金利ス

ワップ清算資格を取得する者又は金利スワップ

清算資格を有する者に合併され、分割により事

業を承継させ又は事業を譲渡する等の場合にお

いて、当該清算参加者の清算約定で未決済のも

ののすべてを解消させる必要がないと当社が認

めるとき（受託清算参加者にあっては、当該受

託清算参加者が締結している清算受託契約のす

べてを解約させる必要がないと当社が認めると

きを含む。）は、前条第１項の規定にかかわら

ず、当該喪失申請者は、当社がその都度定める

時点において、金利スワップ清算資格を喪失す

る。 

第２４条 金利スワップ清算資格の喪失申請者が

金利スワップ清算資格の喪失と同時に、金利ス

ワップ清算資格を取得する者又は金利スワップ

清算資格を有する者に合併され、分割により事

業を承継させ又は事業を譲渡する等の場合にお

いて、当該清算参加者の清算約定のすべてを解

消させる必要がないと当社が認めるとき（受託

清算参加者にあっては、当該受託清算参加者が

締結している清算受託契約のすべてを解約させ

る必要がないと当社が認めるときを含む。）は、

前条第１項の規定にかかわらず、当該喪失申請

者は、当社がその都度定める時点において、金

利スワップ清算資格を喪失する。 

  

第５節 クライアント・クリアリングの取扱いの

廃止 

（新設） 

  

（クライアント・クリアリングの取扱いの承認の

取消申請） 

 

第２７条の２ 清算参加者は、クライアント・ク  
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リアリングの取扱いを廃止しようとするとき

は、当社が定めるところにより、クライアント・

クリアリングの取扱いの承認の取消しの申請を

しなければならない。 

  

（クライアント・クリアリングの取扱いの承認の

取消申請者の未決済約定の取扱い） 

 

第２７条の３ 清算参加者は、クライアント・ク

リアリングの取扱いの承認の取消しの申請を行

う場合には、あらかじめ、第４章第４節の規定

による清算約定（委託分）の承継その他の方法

により清算約定（委託分）で未決済のものをす

べて解消するとともに、清算受託契約をすべて

解約しなければならない。 

 

  （クライアント・クリアリングの取扱いの承認の

取消申請者の合併等の場合の特例） 

 

第２７条の４ 清算参加者は、前条の場合におい

て、クライアント・クリアリングの取扱いの承

認の取消しと同時に、クライアント・クリアリ

ングの取扱いの承認を受ける者又はクライアン

ト・クリアリングの取扱いの承認を受けている

者に合併され、分割により事業を承継させ又は

事業を譲渡する等の場合で、清算約定（委託分）

で未決済のもののすべてを解消させ、又は当該

清算参加者が締結している清算受託契約のすべ

てを解約させる必要がないと当社が認めるとき

は、同条の規定にかかわらず、当社が認める範

囲において、当該清算約定で未決済のものを解

消し、又は当該清算受託契約を解約しないこと

ができる。 

 

  

（クライアント・クリアリングの取扱いの承認の

取消し） 

 

第２７条の５ 当社は、クライアント・クリアリン

グの取扱いの承認の取消しを承認した場合は、速

やかにその旨を他の清算参加者に通知し、かつ公
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表する。 

  

第６節 （略） 第４節 （略） 

  

（清算参加者に対する措置） （清算参加者に対する措置） 

第２８条 当社は、清算参加者（当該清算参加者

がその親会社等から親会社等保証を受けている

場合には、当該清算参加者又は当該親会社等）

が次に掲げるいずれかの事由に該当することと

なった場合において、当該事由の原因、再発生

の可能性、当社の金利スワップ取引清算業務に

及ぼし得る影響の程度その他の事情を勘案し、

金利スワップ取引清算業務の適正かつ確実な遂

行のため必要と認めるときは、当該清算参加者

を審問のうえ、理由を示して、その必要な限度

において、改善指示（当社の金利スワップ取引

清算業務の運営上必要かつ適当と認められる限

度において、当該清算参加者に対して行う業務

執行体制等の改善に係る指示をいう。以下同

じ。）、当該清算参加者を当事者とする清算対

象取引について新たな債務負担の全部若しくは

一部の停止、当該清算参加者の金利スワップ清

算資格の取消し又はクライアント・クリアリン

グの取扱いの承認の取消しの措置を行うことが

できる。この場合において、金利スワップ清算

資格の取消しの措置を行うときは、取締役会に

よる決議を要するものとする。 

（１）～（３） （略） 

第２８条 当社は、清算参加者（当該清算参加者

がその親会社等から親会社等保証を受けている

場合には、当該清算参加者又は当該親会社等）

が次に掲げるいずれかの事由に該当することと

なった場合において、当該事由の原因、再発生

の可能性、当社の金利スワップ取引清算業務に

及ぼし得る影響の程度その他の事情を勘案し、

金利スワップ取引清算業務の適正かつ確実な遂

行のため必要と認めるときは、当該清算参加者

を審問のうえ、理由を示して、その必要な限度

において、改善指示（当社の金利スワップ取引

清算業務の運営上必要かつ適当と認められる限

度において、当該清算参加者に対して行う業務

執行体制等の改善に係る指示をいう。以下同

じ。）、当該清算参加者を当事者とする清算対

象取引について新たな債務負担の全部若しくは

一部の停止又は当該清算参加者の金利スワップ

清算資格の取消しの措置を行うことができる。

この場合において、金利スワップ清算資格の取

消しの措置を行うときは、取締役会による決議

を要するものとする。 

 

（１）～（３） （略） 

２～７ （略） ２～７ （略） 

  

（ポジション保有状況の改善指示） （ポジション保有状況の改善指示） 

第３０条 （略） 第３０条 （略） 

２ 前項に規定するポジション保有状況の改善指

示を受けた清算参加者は、当社がその都度指定

する日までに、当該指示を受けた事由を解消す

ることを目的として、当該清算参加者の清算約

２ 前項に規定するポジション保有状況の改善指

示を受けた清算参加者は、当社がその都度指定

する日までに、当該指示を受けた事由を解消す

ることを目的として、当該清算参加者の清算約
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定の任意解約その他具体的な措置を講じなけれ

ばならない。 

定のデクリアーその他具体的な措置を講じなけ

ればならない。 

３ （略） ３ （略） 

  

（信用状況に応じた清算参加者に対する当初証拠

金の割増措置） 

（信用状況に応じた清算参加者に対する当初証拠

金の割増措置） 

第３２条 当社は、次の各号に掲げる場合に応じ

て、清算参加者が当該各号のいずれかの事由に

該当することとなったと認める場合には、当該

清算参加者に対し、当社の定めるところにより

清算約定（自己分）に係る当初証拠金所要額の

引上げの措置を行うことができる。 

（１）・（２） （略） 

第３２条 当社は、次の各号に掲げる場合に応じ

て、清算参加者が当該各号のいずれかの事由に

該当することとなったと認める場合には、当該

清算参加者に対し、当社の定めるところにより

当初証拠金所要額の引上げの措置を行うことが

できる。 

（１）・（２） （略） 

２ 前項の規定は清算約定（委託分）に係る当初

証拠金所要額について準用する。この場合にお

いて、当初証拠金所要額の引上げの措置は、清

算委託者がバックアップ受託者を指定している

ときには、当該清算委託者の清算約定（委託分）

に係る当初証拠金について、対象としないこと

とする。ただし、当該バックアップ受託者（清

算委託者が複数のバックアップ受託者を指定し

ているときには、当該バックアップ受託者のす

べて）が前項の規定による当初証拠金所要額の

引上げの措置を受けている場合は、この限りで

ない。 

（新設） 

 

  

（金利スワップ清算資格を喪失した場合における

清算約定の取扱い） 

（金利スワップ清算資格を喪失した場合における

清算約定の取扱い） 

第３８条 清算参加者は、金利スワップ清算資格

を取り消された場合には、当社がその都度定め

る期間内に、当該清算参加者の清算約定で未決

済のもののすべてを解消しなければならない。 

２ 前項の場合において、同項の清算参加者が同

項に規定する期間内に清算約定で未決済のもの

のすべてを解消することができないときは、当

該清算約定は、第９章第２節の規定（第９６条

第３８条 清算参加者は、金利スワップ清算資格

を取り消された場合には、当社がその都度定め

る期間内に、当該清算参加者のすべての清算約

定を解消しなければならない。 

２ 前項の場合において、同項の清算参加者が同

項に規定する期間内にすべての清算約定を解消

することができないときは、当該清算約定は、

第９章第２節の規定（第９６条から第９８条ま
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から第９８条までの規定を除く。）に準じて処

理されるものとする。この場合において、必要

な事項は当社がその都度定める。 

での規定を除く。）に準じて処理されるものと

する。この場合において、必要な事項は当社が

その都度定める。 

  

第７節 （略） 第５節 （略） 

  

（登録金融機関の登録を受けた支店を有する外国

法人の取扱い） 

（登録金融機関の登録を受けた支店を有する外国

法人の取扱い） 

第４１条 金融商品取引法第３３条の２の登録を

受けた支店を有する外国法人は、これを登録金

融機関とみなして本章の規定を適用する。 

第４１条 金融商品取引法第３３条の２の登録を

受けた支店を有する外国法人は、これを登録機

金融機関とみなして本章の規定を適用する。 

  

（バックアップ受託者の指定等）  

第４５条の２ 清算委託者は、当該清算委託者に

対し現に有価証券等清算取次ぎを行っている受

託清算参加者について破綻等が認定された場合

において、当該清算委託者の計算により成立し

ている清算約定（委託分）及び清算委託取引に

係る権利義務を円滑に他の一又は二以上の受託

清算参加者へ承継させる目的で、あらかじめ他

の受託清算参加者（当該清算委託者に対し現に

有価証券等清算取次ぎを行っている受託清算参

加者（破綻等が認定された受託清算参加者を除

く。）を含む。）をバックアップ受託者として

指定することができる。 

（新設） 

２ 前項の指定（以下「バックアップ受託者の指

定」という。）を行おうとする清算委託者及び

当該バックアップ受託者の指定を受けようとす

る受託清算参加者は、当該清算委託者に対し現

に有価証券等清算取次ぎを行っている受託清算

参加者について破綻等が認定された場合に、第

９４条の規定に基づき当該清算委託者の計算に

より成立している清算約定（委託分）及び清算

委託取引の全部又は一部に対応する権利義務を

一括して当該他の受託清算参加者に承継させる

ことについて、あらかじめ合意するものとする。 
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３ 第１項に規定するバックアップ受託者の指定

に係る届出は、当該指定を行おうとする清算委

託者が当該指定を受ける受託清算参加者を通じ

て、当社所定の届出書に当社が必要と認める書

類を添付して、当社に対して提出することで行

うものとする。 

 

４ バックアップ受託者は、清算委託者との承継

に係る合意に関し、当社の定めるところにより

当社に対して報告するものとする。 

 

５ 第１項の規定により指定を行った清算委託者

及びバックアップ受託者は、清算委託者が現に

有価証券等清算取次ぎの委託を行っている受託

清算参加者について破綻等の認定が行われた場

合に、清算委託者とバックアップ受託者が合意

するところに従い、円滑に清算約定（委託分）

及び清算委託取引を承継させることが可能とな

るよう、当社の定めるところにより事前の体制

整備に努めるものとする。 

 

６ バックアップ受託者の指定を取り消そうとす

るバックアップ受託者は、当該指定の取消しに

ついて当該指定を行った清算委託者と合意のう

え、当社所定の申請書を当社に対して届け出る

ものとする。 

 

  

（清算約定の区分管理） （清算約定の区分管理） 

第４７条 （略） 

２ 受託清算参加者は、清算約定（委託分）を、

清算取次口座ごとに区分して管理しなければな

らない。 

第４７条 （略） 

２ 受託清算参加者は、清算約定（委託分）を、

清算委託者ごとに区分して管理しなければなら

ない。 

  

（債務負担等の申込み） （債務負担等の申込み） 

第４８条 清算参加者は、当社に対して、当社が

定める方法で通知することにより、債務負担の

申込みをすることができる。当社は、当該通知

を、当社が定めるところにより受領する。 

第４８条 清算参加者は、当社に対して、当社が

定める方法で通知することにより、債務負担の

申込みをすることができる。 

２・３ （略） ２・３ （略） 
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４ 清算参加者が清算取次原取引の相手方である

場合において行う第１項の債務負担の申込みに

係る通知は、第５４条第４項各号（第５４条の

２第１項において準用する場合を含む。）に掲

げる条件を満たすことを停止条件として、当該

清算取次原取引を合意解約する旨の当該清算取

次原取引の当事者である清算委託者に対する意

思表示とみなす。 

４ 清算参加者が清算取次原取引の相手方である

場合において行う第１項の債務負担の申込みに

係る通知は、第５４条第４項各号に掲げる条件

を満たすことを停止条件として、当該清算取次

原取引を合意解約する旨の当該清算取次原取引

の当事者である清算委託者に対する意思表示と

みなす。 

５ （略） ５ （略） 

  

（債務負担による清算約定の成立） （債務負担による清算約定の成立） 

第４９条 当社は、適格金利スワップ取引の両当

事者である清算参加者から前条第１項の申込み

に係る通知を受領した場合には、その内容及び

当該適格金利スワップ取引が当社の定める条件

を満たすこと並びに当該清算参加者が当社の定

める方法により算出する証拠金（以下「債務負

担時所要証拠金」という。）を当社に預託又は

交付していること（以下これらの事項を「債務

負担要件」という。）を当社が定めるところに

より確認するものとし、当社が債務負担要件の

充足を確認することができた場合には、当社が

定める時点をもって、債務負担の対象となった

適格金利スワップ取引の一方の当事者であった

清算参加者（以下本条において「清算参加者Ｘ」

という。）と当社の間に、当社の取引ポジショ

ンを当該適格金利スワップ取引において清算参

加者Ｘの相手方当事者であった清算参加者（以

下本条において「清算参加者Ｙ」という。）と

同一とする金利スワップ取引が成立し、清算参

加者Ｙと当社の間に、当社の取引ポジションを

清算参加者Ｘと同一とする金利スワップ取引が

成立する。 

第４９条 当社は、適格金利スワップ取引の両当

事者である清算参加者から前条第１項の申込み

に係る通知を受領した場合には、その内容及び

当該適格金利スワップ取引が当社の定める条件

を満たすこと並びにすべての清算参加者が当社

の定める証拠金等（以下「債務負担時所要証拠

金等」という。）を当社に預託又は交付してい

ること（以下これらの事項を「債務負担要件」

という。）を当社が定めるところにより確認す

るものとし、当社が債務負担要件の充足を確認

することができた場合には、当社が定める時点

をもって、債務負担の対象となった適格金利ス

ワップ取引の一方の当事者であった清算参加者

（以下本条において「清算参加者Ｘ」という。）

と当社の間に、当社の取引ポジションを当該適

格金利スワップ取引において清算参加者Ｘの相

手方当事者であった清算参加者（以下本条にお

いて「清算参加者Ｙ」という。）と同一とする

金利スワップ取引が成立し、清算参加者Ｙと当

社の間に、当社の取引ポジションを清算参加者

Ｘと同一とする金利スワップ取引が成立する。 

２ 当社は、前項の規定により清算約定が成立し

た場合には、当該清算約定の相手方となる清算

参加者にその旨を、当社の定めるところにより

２ 当社は、前項の規定により清算約定が成立し

た場合には、当該清算約定の相手方となる清算

参加者にその旨を速やかに通知するものとす
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速やかに通知するものとする。 る。 

３ 第１項の場合において、当社が債務負担の申

込みに係る通知を受領した時点で債務負担の申

込みを行っている両当事者の清算参加者から債

務負担時所要証拠金の預託又は交付を受けてい

ることを確認することができない場合には、当

社は、当該申込みについて、債務負担を行わな

いものとし、その旨を当該清算参加者に対して

当社の定めるところにより速やかに通知するも

のとする。 

３ 第１項の場合において、当社が、当社が定め

る時点ですべての清算参加者から債務負担時所

要証拠金等の預託又は交付を受けていることを

確認することができない場合には、当社は、そ

の時点におけるすべての前条第１項に規定する

申込みについて、債務負担を行わないものとす

る。 

４ 当社は、清算参加者の破綻等を認定した場合

等において、金利スワップ取引清算業務の円滑

な遂行のため特に必要があると認めるときは、

第１項の規定にかかわらず、債務負担の申込み

に係る通知を受領する時間を臨時に変更するこ

とができる。この場合において、当社は、次に

掲げる事項をあらかじめ清算参加者に通知する

ものとする。 

（１） 本項の規定により債務負担の申込みに

係る通知を受領する時間を臨時に変更する旨 

（２） 変更後の当社が債務負担の申込みに係

る通知を受領する時間 

 

（削る） 

４ 当社は、清算参加者の破綻等を認定した場合

等において、金利スワップ取引清算業務の円滑

な遂行のため特に必要があると認めるときは、

第１項の規定にかかわらず、債務負担要件の確

認を臨時に行うことができる。この場合におい

て、当社は、次に掲げる事項をあらかじめ清算

参加者に通知するものとする。 

 

（１） 本項の規定により債務負担要件の確認

を臨時に行う旨 

（２） 前号の確認までに各清算参加者が当社

に預託又は交付すべき債務負担時所要証拠金

等の内容及び額 

（３） すべての清算参加者が前号の債務負担

時所要証拠金等を当社に預託又は交付すべき

時限 

５ （略） ５ （略） 

  

（清算約定の任意解約） （清算約定のデクリアー） 

第５３条 清算参加者は、清算約定について任意

解約を行おうとする場合には、当社に対し、当

社が定める方法によりその旨の申込みをするも

のとする。 

第５３条 清算参加者は、清算約定についてデク

リアーを行おうとする場合には、当社に対し、

当社が定める方法によりその旨の申込みをする

ものとする。 

２ 当社は、前項の規定により清算参加者から清

算約定の任意解約の申込みを受けた場合におい

て、当該清算約定の反対清算約定の当事者であ

２ 当社は、前項の規定により清算参加者から清

算約定のデクリアーの申込みを受けた場合にお

いて、当該清算約定の反対清算約定の当事者で
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る他の清算参加者から、当該反対清算約定の任

意解約の申込みを受けたときは、当該清算約定

及び当該反対清算約定が当社の定める条件を満

たすこと及びすべての清算参加者が当初証拠金

及び変動証拠金等について当社に預託又は交付

していること（以下これらの事項を「任意解約

要件」という。）を当社が定めるところにより

確認するものとし、当社が任意解約要件の充足

を確認することができた場合には、当該確認を

行った時点をもって、当社、当該清算参加者及

び当該他の清算参加者は、当該清算約定及び当

該反対清算約定を終了させる。 

ある他の清算参加者から、当該反対清算約定の

デクリアーの申込みを受けたときは、当該清算

約定及び当該反対清算約定が当社の定める条件

を満たすこと及びすべての清算参加者が債務負

担時所要証拠金等を当社に預託又は交付してい

ること（以下これらの事項を「デクリアー要件」

という。）を当社が定めるところにより確認す

るものとし、当社がデクリアー要件の充足を確

認することができた場合には、当社が定める時

点をもって、当社、当該清算参加者及び当該他

の清算参加者は、当該清算約定及び当該反対清

算約定を終了させる。この場合、当該清算約定

及び当該反対清算約定の終了と同時に、当該清

算約定及び当該反対清算約定の当事者である清

算参加者間（当該清算約定又は当該反対清算約

定のいずれか又はその両方が有価証券等清算取

次ぎの委託に基づくものであるときは、当該有

価証券等清算取次ぎの基となった清算取次原取

引の当事者である清算委託者及び清算参加者又

は他の清算委託者の間）において、当社が定め

る内容の金利スワップ取引が成立する。 

３ 前項の場合において、当社が、当社が定める

時点で任意解約要件の充足を確認することがで

きない場合には、その時点におけるすべての任

意解約の申込みについて、任意解約を行わない

ものとする。 

３ 前項の場合において、当社が、当社が定める

時点でデクリアー要件の充足を確認することが

できない場合には、その時点におけるすべての

デクリアーの申込みについて、デクリアーを行

わないものとする。 

４ 当社は、清算参加者の破綻等を認定した場合

等において、金利スワップ取引清算業務の円滑

な遂行のため特に必要があると認めるときは、

任意解約要件の確認を臨時に行うことができ

る。この場合において、当社は、次に掲げる事

項をあらかじめ清算参加者に通知するものとす

る。 

（１） 本項の規定により任意解約要件の確認

を臨時に行う旨 

（２） 前号の確認までに各清算参加者が当社

４ 当社は、清算参加者の破綻等を認定した場合

等において、金利スワップ取引清算業務の円滑

な遂行のため特に必要があると認めるときは、

デクリアー要件の確認を臨時に行うことができ

る。この場合において、当社は、次に掲げる事

項をあらかじめ清算参加者に通知するものとす

る。 

（１） 本項の規定によりデクリアー要件の確

認を臨時に行う旨 

（２） 前号の確認までに各清算参加者が当社
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に預託又は交付すべき当初証拠金及び変動証

拠金等の内容及び額 

（３） すべての清算参加者が前号の当初証拠

金及び変動証拠金等を当社に預託又は交付す

べき時限 

に預託又は交付すべき債務負担時所要証拠金

等の内容及び額 

（３） すべての清算参加者が前号の債務負担

時所要証拠金等を当社に預託又は交付すべき

時限 

５ 清算参加者は、当社が第２項に規定する任意

解約要件の充足を確認した場合、同項に規定す

る清算参加者と他の清算参加者が別に合意する

日において、任意解約に係る任意解約手数料の

授受を行う。 

（新設） 

６ 前各項に規定するほか、清算約定の任意解約

に必要な事項は、当社が定める。 

５ 前各項に規定するほか、清算約定のデクリア

ーに必要な事項は、当社が定める。 

  

（清算約定の一括コンプレッション）  

第５３条の２ 清算参加者は、清算約定について

一括コンプレッションを行おうとする場合に

は、当社が定めるところによりその旨の申込み

をするものとする。 

（新設） 

２ 当社は、前項の規定により清算参加者から清

算約定の一括コンプレッションの申込みを受け

た場合において、当該清算約定の反対清算約定

の当事者である他の清算参加者から、当該反対

清算約定の一括コンプレッションの申込みを受

けたときは、当該清算約定及び当該反対清算約

定並びに一括コンプレッションにより新たに成

立する清算約定が当社の定める条件を満たすこ

と及びすべての清算参加者が一括コンプレッシ

ョンが成立したと仮定して算出する日中証拠金

所要額について当社に預託又は交付しているこ

と（以下これらの事項を「一括コンプレッショ

ン成立要件」という。）を当社が定めるところ

により確認するものとし、当社が一括コンプレ

ッション成立要件の充足を確認することができ

た場合には、当社が当該確認を行った時点をも

って、当社、当該清算参加者及び当該他の清算

参加者は、当該清算約定及び当該反対清算約定
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を終了させ、当該一括コンプレッションの申込

みの内容に従い新たな清算約定を成立させる。 

３ 前項の場合において、当社が、当社が定める

時点で一括コンプレッション成立要件の充足を

確認することができない場合には、その時点に

おけるすべての一括コンプレッションの申込み

について、一括コンプレッションを行わないも

のとする。 

 

４ 第４８条第１項の規定にかかわらず、当社は、

一括コンプレッションの申込みが行われる日の

当社が定める時間において、債務負担の申込み

に係る通知を受領しない。 

 

５ 第２項の規定により終了した清算約定及び当

該清算約定の反対清算約定に係る当事者は、当

社が定めるところにより任意解約手数料として

金銭を授受するものとする。 

 

６ 前各項に規定するほか、清算約定の一括コン

プレッションに必要な事項は、当社が定める。 

 

  

（受託清算参加者と同一の企業集団に含まれる清

算委託者が行う有価証券等清算取次ぎの委託） 

（有価証券等清算取次ぎの委託） 

第５４条 清算委託者（受託清算参加者と同一の

企業集団に含まれる者に限る。以下本条におい

て同じ。）は、受託清算参加者に対して有価証

券等清算取次ぎの委託をしようとする場合に

は、当社が定めるところにより、有価証券等清

算取次ぎの委託によって受託清算参加者を一方

の当事者として成立することとなる金利スワッ

プ取引における相手方の清算参加者（以下「指

定相手方」という。）その他当社が定める事項

を当社に通知するものとする。 

第５４条 清算委託者は、受託清算参加者に対し

て有価証券等清算取次ぎの委託をしようとする

場合には、当社が定めるところにより、有価証

券等清算取次ぎの委託によって受託清算参加者

を一方の当事者として成立することとなる金利

スワップ取引における相手方の清算参加者（以

下「指定相手方」という。）その他当社が定め

る事項を当社に通知するものとする。 

２～５ （略） ２～５ （略） 

  

（受託清算参加者と同一の企業集団に含まれない

清算委託者が行う有価証券等清算取次ぎの委託） 

 

第５４条の２ 前条各項の規定は、受託清算参加 （新設） 
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者と同一の企業集団に含まれない清算委託者

が、受託清算参加者に有価証券等清算取次ぎの

委託をしようとする場合に準用する。この場合

において、前条第２項中「清算委託者が受託清

算参加者に対し同項の金利スワップ取引に係る

有価証券等清算取次ぎの委託を申込み、受託清

算参加者がこれを承諾したものとみなされるこ

と」とあるのは「清算委託者が受託清算参加者

に対し同項の金利スワップ取引に係る有価証券

等清算取次ぎの委託の申込みを行ったものとみ

なされること」と、前条第４項柱書中「当該通

知により成立したものとみなされる有価証券等

清算取次ぎの委託」とあるのは「当該通知によ

り申込みを行ったものとみなされる有価証券等

清算取次ぎの委託」と、前条第４項第１号中「第

２項の規定により成立したものとみなされる清

算委託者の受託清算参加者に対する有価証券等

清算取次ぎの委託」とあるのは「第２項の規定

により申込みを行ったものとみなされる清算委

託者の受託清算参加者に対する有価証券等清算

取次ぎの委託」と読み替えるものとする。 

２ 当社は、前項の規定により準用する前条第１

項に規定する通知を受領した場合は、当該通知

のうち当社が定める内容について受託清算参加

者に通知する。 

 

３ 前項に規定する通知を受領した受託清算参加

者は、当該通知に係る金利スワップ取引の有価

証券等清算取次ぎの委託の申込みに対する諾否

について、当社に対して通知することとする。 

 

  

（受託清算参加者と同一の企業集団に含まれる清

算委託者が行う有価証券等清算取次ぎの委託に基

づく清算約定の成立） 

（有価証券等清算取次ぎの委託に基づく清算約定

の成立） 

第５５条 （略） 第５５条 （略） 

２～６ （略） ２～６ （略） 
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（受託清算参加者と同一の企業集団に含まれない

清算委託者が行う有価証券等清算取次ぎの委託に

基づく清算約定の成立） 

 

第５５条の２ 前条各項の規定は、第５４条の２

の規定において準用する第５４条第１項に規定

する通知が当社に到達した場合に準用する。こ

の場合において、前条第１項中「第５４条第１

項の通知が当社に到達した場合において、同条

第２項の規定により有価証券等清算取次ぎの申

込み及び承諾があったものとみなされるとき」

とあるのは「第５４条の２第３項の規定により

有価証券等清算取次ぎの委託の申込みに対して

承諾する旨を、当社に対して通知したとき」と

読み替えるものとする。 

（新設） 

  

（受託清算参加者と同一の企業集団に含まれる清

算委託者が行う清算約定（委託分）に関する任意

解約又は一括コンプレッションの申込み） 

（清算約定（委託分）に関するデクリアーの申込

み） 

第５７条 清算委託者（受託清算参加者と同一の

企業集団に含まれる者に限る。以下、本条にお

いて同じ。）は、受託清算参加者に対して任意

解約の申込みの指図をしようとする場合には、

当社が定める方法により、その旨を当社に通知

するものとする。 

第５７条 清算委託者は、本業務方法書等及び清

算受託契約の定めるところにより、受託清算参

加者を代理して、清算約定（委託分）に関する

デクリアーの申込みを自ら行うものとする。 

２ 清算委託者は、受託清算参加者に対して一括

コンプレッションの申込みの指図をしようとす

る場合には、当社が定める方法により、その旨

を当社に通知するものとする。 

（新設） 

３ 受託清算参加者及び清算委託者は、前２項の

通知が当社に到達した場合には、その時点で、

清算委託者が受託清算参加者に対し任意解約又

は一括コンプレッションの申込みの指図を行

い、受託清算参加者がこれを承諾し申込みを行

ったものとみなされることについてあらかじめ

同意する。 

（新設） 
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（受託清算参加者と同一の企業集団に含まれない

清算委託者が行う清算約定（委託分）に関する任

意解約又は一括コンプレッションの申込み） 

 

第５７条の２ 前条各項の規定は、受託清算参加

者と同一の企業集団に含まれない清算委託者

が、受託清算参加者に対して、任意解約又は一

括コンプレッションの申込みの指図を行おうと

する場合に準用する。この場合において、前条

第３項中「清算委託者が受託清算参加者に対し

任意解約又は一括コンプレッションの申込みの

指図を行い、受託清算参加者がこれを承諾し申

込みを行ったものとみなされること」とあるの

は「清算委託者が受託清算参加者に対し任意解

約又は一括コンプレッションの申込みの指図を

行ったものとみなされること」と読み替えるも

のとする。 

（新設） 

２ 当社は、前項の規定により準用する前条第１

項又は第２項に規定する通知を受領した場合

は、当該通知のうち当社が定める内容について

受託清算参加者に通知する。 

 

３ 前項に規定する通知を受領した受託清算参加

者は、当該通知に係る任意解約又は一括コンプ

レッションの申込みの指図に対する諾否につい

て、当社に対して通知することとする。 

 

  

（清算取次原取引の合意解約） （清算取次原取引の合意解約） 

第５８条 第５４条第４項（第５４条の２第１項

において準用する場合を含む。以下同じ。）の

清算取次原取引及び当該清算取次原取引に基づ

く債権債務（次に掲げるものを除く。）は、第

５４条第４項の規定その他本業務方法書の定め

るところにより当該清算取次原取引の当事者で

ある清算委託者及び清算取次原取引相手方の間

で合意解約が成立したことによって、同項第３

号の清算約定の成立と同時に将来に向かって消

滅する。 

第５８条 第５４条第４項の清算取次原取引及び

当該清算取次原取引に基づく債権債務（次に掲

げるものを除く。）は、第５４条第４項の規定

その他本業務方法書の定めるところにより当該

清算取次原取引の当事者である清算委託者及び

清算取次原取引相手方の間で合意解約が成立し

たことによって、同項第３号の清算約定の成立

と同時に将来に向かって消滅する。 
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（１） （略） 

（２） 前号に掲げるもののほか、当該清算約

定の成立時に既に発生している債務であっ

て、当社が定めるもの 

（１） （略） 

（２） 前２号に掲げるもののほか、当該清算

約定の成立時に既に発生している債務であっ

て、当社が定めるもの 

２・３ （略） ２・３ （略） 

  

第４節 清算約定（委託分）の承継等 （新設） 

  

（清算約定（委託分）の承継の申込み）  

第５８条の２ 清算委託者（清算受託契約に規定

する期限の利益喪失事由が発生していない者に

限る。以下本条において同じ。）は、自らの計

算により成立している清算約定（委託分）の全

部又は一部について、本条及び次条に規定する

ところにより、当該清算約定（委託分）及び清

算委託取引の当事者となっている受託清算参加

者から承継清算参加者へ承継させることができ

る。 

 

２ 承継清算参加者は、承継の当事者となる清算

委託者と清算受託契約を締結していることを要

する。 

 

３ 清算委託者は、第１項の規定により当社に対

して承継の申込みをする場合には、あらかじめ、

承継清算参加者に対して当該承継の申込みを

し、当該承継清算参加者の承諾を得るとともに、

当該清算委託者が承継清算参加者への承継を希

望する清算約定（委託分）（以下本節において

「対象清算約定」という。）の当事者となって

いる受託清算参加者（以下「承継元清算参加者」

という。）に対して当該承継の申込みを行う旨

を通知するものとする。 

 

４ 承継清算参加者は、前項に規定する承継の承

諾をし、かつ当該承継に係る清算委託者から承

継申込書の交付を受けた場合には、承継を希望

する日の前当社営業日の午後１時までに、当社

に対して、当該承継申込書（承継清算参加者が
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当該承継の申込みを受けた旨及び当該承諾をし

た旨、当該清算委託者が承継元清算参加者に対

して当該承継の申込みを行う旨を通知した旨及

び当社に当該承継の申込みをする旨並びに承継

清算参加者が当社に当該承継の申込みをする旨

が記載されていることを要する。）を提出しな

ければならない。 

  

（清算約定（委託分）の承継の成立）  

第５８条の３ 当社は、前条の規定により行われ

た承継の申込みを受領した場合には、当該申込

みを受領した日（以下「承継申込日」という。）

において、対象清算約定の承継が行われたと仮

定して第６４条、第６５条及び第７８条の規定

に基づき当初証拠金及び変動証拠金等を算出す

るとともに、当社の定めるところにより期限前

終了手数料及び承継時支払金額を算出すること

とし、当該承継申込日の翌当社営業日の午前１

１時までに当該承継清算参加者及び承継元清算

参加者が当社に対して当該当初証拠金（第４項

第４号の規定により承継清算参加者を代理人と

して当社に預託されたものとみなされる当初証

拠金を控除した額とする。）、変動証拠金等、

期限前終了手数料及び承継時支払金額を預託又

は交付されたことを確認したときは、当社は当

該承継の申込みを承諾することとする。 

 

２ 前条第１項に規定する承継は、前項に規定す

る当社が承諾を行った時点において、対象清算

約定に対応する次に掲げる権利義務を一括して

承継清算参加者に承継させることとする。 

（１） 承継元清算参加者及び当社の間の対象

清算約定に係る権利義務（次項の規定により

対象清算約定が終了する直前のもの）と当社

が定める条件が同一となる権利義務 

（２） 承継元清算参加者及び当該清算委託者

の間の清算委託取引に係る権利義務（次項の
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規定により対象清算約定に係る清算委託取引

が終了する直前のもの）と当社が定める条件

が同一となる権利義務 

３ 前２項の規定により対象清算約定の承継が行

われた場合には、当該対象清算約定及び当該対

象清算約定に係る清算委託取引は、前項に規定

する権利義務の成立と同時に当然に終了する。 

 

４ 当社が前条の規定による承継の申込みを第１

項の規定に基づき承諾した場合、次に定めると

ころにより前項の規定により終了した対象清算

約定の決済及び承継が行われるものとする。 

（１） 当該承諾の日（以下当社が承継の申込

みを承諾する日を「承継日」という。）に、

当社、承継清算参加者及び当該承諾に係る清

算委託者の間において、第２項各号の権利義

務が発生する。 

（２） 前号の規定により発生する権利義務は、

当該承諾に係る清算委託者の承継清算参加者

に対する有価証券等清算取次ぎの委託に基づ

き、承継清算参加者が当該清算委託者の計算

により対象清算約定の終了時に成立させた清

算約定（委託分）及びその清算委託取引に係

る権利義務とみなす。 

（３） 当社、承継清算参加者、承継元清算参

加者及び当該承諾に係る清算委託者は、第３

項の対象清算約定及び当該対象清算約定に係

る清算委託取引の終了並びに第１号の規定に

よる権利義務の発生に伴い、当社が定めると

ころにより、承継時支払金額、期限前終了手

数料及び変動証拠金の授受を行う。 

（４） 第７６条の規定により当該承諾に係る

清算委託者が返還請求権を有する当初証拠金

（第２項各号に掲げる権利義務の全部につい

て承継された場合で、第７２条の規定により

預託されたものに限る。）は、承継清算参加

者を代理人として当社に預託された当初証拠
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金とみなす。 

５ 第２項の規定により成立した当社及び承継清

算参加者間の権利義務については、これを清算

約定（委託分）とみなして、本業務方法書等の

規定を適用する。 

 

  

（清算委託者の清算委託取引の移管の申込み）  

第５８条の４ 清算委託者（受託清算参加者と同

一の企業集団に含まれる者であり、清算受託契

約に規定する期限の利益喪失事由が発生してい

ない者に限る。以下本条及び次条において「移

管元清算委託者」という。）は、受託清算参加

者との間で成立している清算委託取引の全部又

は一部について、本条及び次条に規定するとこ

ろにより、受託清算参加者を同一とする他の清

算委託者（受託清算参加者と同一の企業集団に

含まれる者であり、移管元清算委託者以外の者

に限る。以下「移管先清算委託者」という。）

又は当該受託清算参加者に移管（移管元清算委

託者及び当該受託清算参加者の間の清算委託取

引を次条第４項の定めるところにより将来に向

かって消滅させること又は移管元清算委託者及

び当該受託清算参加者の間の清算委託取引を次

条第４項の定めるところにより将来に向かって

消滅させると同時に、移管先清算委託者及び当

該受託清算参加者の間に当該清算委託取引と同

一内容の新たな清算委託取引を成立させること

をいう。以下本条及び次条において同じ。）さ

せることができる。 

（新設） 

２ 清算委託者は、前項の規定により当社に対し

て清算委託取引の移管の申込みをする場合に

は、あらかじめ、受託清算参加者（他の清算委

託者に対して移管する場合には当該他の清算委

託者を含む。以下本項及び次項において同じ。）

に対して当該移管の申込みをし、当該受託清算

参加者の承諾を得るものとする。 
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３ 受託清算参加者は、前項に規定する清算委託

取引の移管の承諾をし、かつ清算委託者から当

該移管に係る申込書の交付を受けた場合には、

移管を希望する日の前当社営業日の午後１時ま

でに、当社に対して、当該申込書（移管元清算

委託者及び受託清算参加者が移管に合意するこ

とが記載されていることを要する。）を提出し

なければならない。 

 

  

（清算委託取引の移管の成立）  

第５８条の５ 当社は、前条の規定により行われ

た移管の申込みを受領した場合には、当該申込

みを受領した日（以下「移管申込日」という。）

において、清算委託取引の移管が行われたと仮

定して第６４条、第６５条及び第７８条の規定

に基づき当初証拠金及び変動証拠金等を算出す

ることとし、当該移管申込日の翌当社営業日の

午前１１時までに当該受託清算参加者が当社に

対して当該当初証拠金（第３項の規定により移

管先清算委託者が受託清算参加者を代理人とし

て当社に預託されたものとみなされる当初証拠

金又は受託清算参加者が当社に預託したものと

みなされる当初証拠金を控除した額とする。）

及び変動証拠金等が預託又は交付されたことを

確認したときは、当社は当該移管の申込みを承

諾することとする。 

（新設） 

２ 清算委託取引の移管は、前項に規定により移

管の申込みを当社が承諾した時点で成立するも

のとする。 

 

３ 前項の規定により清算委託取引の移管が成立

した場合には、第７６条の規定により移管元清

算委託者が返還請求権を有する当初証拠金（清

算委託取引の全部について移管された場合で、

第７２条の規定により預託されたものに限る。）

は、移管先清算委託者が受託清算参加者を代理

人として当社に預託した当初証拠金（清算委託
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取引を受託清算参加者に移管した場合には、当

該受託清算参加者が当社に預託した当初証拠

金）とみなす。 

４ 移管の対象となった移管元清算委託者及び受

託清算参加者間の清算委託取引は、第２項に規

定する移管が行われた時点において将来に向か

って消滅するものとする。この場合において、

移管先清算委託者へ移管するときは、移管の対

象となった移管元清算委託者及び受託清算参加

者間の清算委託取引は、第２項に規定する移管

が行われた時点において将来に向かって消滅す

ると同時に、移管先清算委託者及び受託清算参

加者間において、当該清算委託取引と同一内容

の法律関係が発生するものとする。 

 

５ 清算委託取引の移管に伴う移管元清算委託

者、移管先清算委託者及び受託清算参加者の間

の債権債務の清算は、これらの者の間において、

その合意に従って行う。 

 

６ 第４項の規定により発生する移管先清算委託

者及び受託清算参加者間の清算委託取引は、移

管先清算委託者の受託清算参加者に対する有価

証券等清算取次ぎの委託により成立した清算委

託取引とみなして、本業務方法書等の規定を適

用する。 

 

  

（清算参加者口座） （清算参加者口座） 

第５９条 （略） 第５９条 （略） 

２ 清算参加者口座は、清算参加者の自己の計算

による清算約定を記録する口座（以下「自己取

引口座」という。）と清算委託者の計算による

清算約定を清算受託契約ごとに記録する口座

（以下「委託取引口座」という。）に区分する。

この場合、複数の清算委託者又は同一の清算委

託者を当事者とする複数の清算受託契約につい

て同一の委託取引口座を設定することはできな

い。 

２ 清算参加者口座は、清算参加者の自己の計算

による清算約定を記録する口座（以下「自己取

引口座」という。）と清算委託者の計算による

清算約定を清算委託者ごとに記録する口座（以

下「委託取引口座」という。）に区分する。 
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３～５ （略） ３～５ （略） 

６ 各清算約定並びにこれに係る当初証拠金及び

変動証拠金に係る当社と清算参加者の間の債権

債務及び当社と清算委託者の間の債権債務は、

自己取引口座及び各委託取引口座ごとに生じる

ものとする。 

（新設） 

７ 清算参加者は、当社の定めるところにより、

清算委託者から委託取引口座に係るヘッジ口座

又はノンヘッジ口座の種別について申告を受

け、当該申告の内容を当社に届け出るものとす

る。委託取引口座の種別を変更する場合も同様

とする。 

（新設） 

  

（清算取次口座） （清算取次口座） 

第６０条 受託清算参加者は、清算委託者との間

で締結された清算受託契約ごとに、各清算受託

契約に基づく清算委託取引の内容、当該清算委

託取引に係る当初証拠金、委託当初証拠金、変

動証拠金その他当該各清算受託契約並びに本業

務方法書等に基づいて清算委託者との間で授受

される金銭等を管理するための口座（以下「清

算取次口座」という。）を開設する。 

第６０条 受託清算参加者は、清算委託者ごとに、

各清算委託者を当事者とする清算委託取引の内

容、当該清算委託取引に係る当初証拠金、委託

当初証拠金、変動証拠金その他清算受託契約並

びに本業務方法書等に基づいて清算委託者との

間で授受される金銭等を管理するための口座

（以下「清算取次口座」という。）を開設する。 

２ （略） ２ （略） 

３ 各清算委託取引並びにこれに係る当初証拠金

及び変動証拠金に係る受託清算参加者と清算委

託者の間の債権債務は、清算取次口座ごとに生

じるものとする。 

（新設） 

  

（清算参加者の当初証拠金所要額） （清算参加者の当初証拠金所要額） 

第６４条 （略） 第６４条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 清算約定（委託分）に係る各委託取引口座の

当初証拠金所要額は、当該各委託取引口座につ

いて算出した額とする。 

３ 清算約定（委託分）に係る当初証拠金所要額

は、各委託取引口座について算出した額の合計

額とする。 

４ （略） ４ （略） 
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（当初証拠金の預託時限） （当初証拠金の預託時限） 

第６６条 清算参加者及び清算委託者は、当初証

拠金として当社に預託した金銭及び代用有価証

券の代用価格の合計額（以下「当初証拠金預託

額」という。）が、当社に預託すべき自己取引

口座又は委託取引口座ごとの当初証拠金所要額

に不足する場合には、その不足が生じた日の翌

当社営業日午前１１時までに、その不足額を当

社に預託しなければならない。 

第６６条 清算参加者及び清算委託者は、当初証

拠金として当社に預託した金銭及び代用有価証

券の代用価格の合計額（以下「当初証拠金預託

額」という。）が、当社に預託すべき当初証拠

金所要額に不足する場合には、その不足が生じ

た日の翌当社営業日（当該清算委託者が非居住

者である場合には、当該不足が生じた日の翌々

当社営業日）正午までに、その不足額を当社に

預託しなければならない。 

２ 前項に規定する時限までに清算委託者が不足

額を預託するための業務執行手順を構築するこ

とが実務上困難であると清算参加者と清算委託

者との間であらかじめ合意した場合には、当該

清算委託者は、不足が生じた日の翌々当社営業

日の午前１１時までに当該不足額を当社に預託

するものとする。 

（新設） 

  

（清算参加者の日中証拠金所要額） （清算参加者の日中証拠金所要額） 

第６８条 （略） 第６８条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 清算約定（委託分）に係る各委託取引口座の

日中証拠金所要額は、当該各委託取引口座につ

いて算出した額とする。 

３ 清算約定（委託分）に係る日中証拠金所要額

は、各委託取引口座について算出した額の合計

額とする。 

４ （略） ４ （略） 

  

（日中証拠金の預託時限） （日中証拠金の預託時限） 

第７０条 （略） 第７０条 （略） 

２ 前項に規定する時限までに清算委託者が不足

額を預託するための業務執行手順を構築するこ

とが実務上困難であると清算参加者と清算委託

者との間であらかじめ合意した場合には、当該

清算委託者は、不足が生じた日の翌々当社営業

日の午後３時３０分までに当該不足額を当社に

預託するものとする。 

（新設） 

３ 当初証拠金預託額が、債務負担により再計算 （新設） 
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された債務負担時所要証拠金の額以上となった

場合には、日中証拠金所要額の不足は解消され

たものとする。 

  

（清算委託者による当初証拠金の預託） （清算委託者による当初証拠金の預託） 

第７２条 （略） 第７２条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 受託清算参加者は、清算委託者から当初証拠

金として交付を受けた金銭及び代用有価証券に

ついて、清算取次口座ごとに帳簿を作成及び記

帳するなどの区分管理を行わなければならな

い。 

３ 受託清算参加者は、清算委託者から当初証拠

金として交付を受けた金銭及び代用有価証券に

ついて、清算委託者ごとに帳簿を作成及び記帳

するなどの区分管理を行わなければならない。 

４ 清算委託者が受託清算参加者に対し当初証拠

金として交付した金銭及び代用有価証券の代用

価格の合計額が、当該清算委託者が当社に預託

すべき当初証拠金所要額及び日中証拠金所要額

を下回っている場合、当該受託清算参加者は、

その不足額以上の金銭又は代用有価証券を、第

６６条第１項又は第７０条第１項に規定する日

時までに、自己の負担で当社に預託しなければ

ならない。 

４ 清算委託者が受託清算参加者に対し当初証拠

金として交付した金銭及び代用有価証券の代用

価格の合計額が、当該清算委託者が当社に預託

すべき当初証拠金所要額及び日中証拠金所要額

を下回っている場合、当該受託清算参加者は、

その不足額以上の金銭又は代用有価証券を、自

己の負担で当社に預託しなければならない。 

５ （略） ５ （略） 

  

（差換預託） （差換預託） 

第７３条 （略） 第７３条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前項の場合において、受託清算参加者は、清

算委託者から委託当初証拠金として預託を受け

た金銭及び代用有価証券について、清算取次口

座ごとに帳簿を作成及び記帳するなどの区分管

理しなければならない。 

３ 前項の場合において、受託清算参加者は、清

算委託者から委託当初証拠金として預託を受け

た金銭及び代用有価証券について、清算委託者

ごとに帳簿を作成及び記帳するなどの区分管理

しなければならない。 

  

（当初証拠金の区分及び管理方法） （当初証拠金の区分及び管理方法） 

第７５条 清算参加者は、当社に対して当初証拠

金として金銭又は代用有価証券を交付する場合

には、当該金銭又は代用有価証券を、次に掲げ

第７５条 清算参加者は、当社に対して当初証拠

金として金銭又は代用有価証券を交付する場合

には、当該金銭又は代用有価証券を、次に掲げ
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る当初証拠金に区分して預託するものとする。 

（１） （略） 

（２） 各清算委託者の清算約定（委託分）に

係る当初証拠金のうち清算委託者の代理人と

して預託するもの 

（３） 各清算委託者の清算約定（委託分）に

係る当初証拠金のうち差換当初証拠金として

預託するもの 

る当初証拠金に区分して預託するものとする。 

（１） （略） 

（２） 清算約定（委託分）に係る当初証拠金

のうち清算委託者の代理人として預託するも

の 

（３） 清算約定（委託分）に係る当初証拠金

のうち差換当初証拠金として預託するもの 

 

２ （略） ２ （略） 

３ 第１項第３号に掲げる差換当初証拠金につい

ては、清算参加者は、委託当初証拠金の額（代

用有価証券の場合にはその代用価格の合計額）

を、毎当社営業日、当社に報告を行うものとし、

当社は当該額と差換当初証拠金の差額を区分し

て管理するものとする。 

（新設） 

  

（当初証拠金の返還請求権） （当初証拠金の返還請求権） 

第７６条 清算参加者及び清算委託者は、次の各

号に掲げる当初証拠金の区分に応じ、当該各号

に定めるところにより当社に対する当初証拠金

の返還請求権を有する。 

（１） 清算約定（委託分）に係る当初証拠金 

ａ 清算委託者は、当該清算委託者が当社に

預託した清算約定（委託分）（当該清算委

託者が受託清算参加者との間で締結した清

算受託契約に基づく有価証券等清算取次ぎ

の委託により成立するものに限る。以下本

号において同じ。）に係る当初証拠金の額

及び当該受託清算参加者が当該清算約定

（委託分）に関して当社に預託した差換当

初証拠金の額の合計額から当該清算参加者

が当該清算約定（委託分）に関して当社に

対して負担する未履行債務（当該清算参加

者の破綻等その他の事由による当該清算約

定（委託分）の処理に伴って生じる債務の

うち未履行であるものを含む。以下本号に

第７６条 清算参加者及び清算委託者は、次の各

号に掲げる当初証拠金の区分に応じ、当該各号

に定めるところにより当社に対する当初証拠金

の返還請求権を有する。 

（１） 清算約定（委託分）に係る当初証拠金 

ａ 清算委託者は、当該清算委託者が当社に

預託した当初証拠金の額及び当該清算委託

者が清算受託契約を締結している受託清算

参加者が当社に預託した差換当初証拠金の

額のうち清算委託者が当該受託清算参加者

に預託した委託当初証拠金の額（当該受託

清算参加者が当社に預託した差換当初証拠

金の額が当該受託清算参加者と清算受託契

約を締結しているすべての清算委託者が当

該受託清算参加者に預託した委託当初証拠

金の合計額に満たない場合には、各清算委

託者が当該受託清算参加者に預託した委託

当初証拠金の額に応じて按分した額）の合

計額から、当該清算委託者が清算委託取引
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おいて同じ。）を控除した額の範囲内で、

当該清算委託者が当社に預託した当該清算

約定（委託分）に係る当初証拠金の額及び

当該受託清算参加者が当該清算約定（委託

分）に関して当社に預託した差換当初証拠

金の額のうち当該清算委託者が当該受託清

算参加者に預託した清算委託取引（当該清

算受託契約に基づく有価証券等清算取次ぎ

の委託により成立するものに限る。）に係

る委託当初証拠金の額の合計額から、当該

清算委託者が当該清算委託取引に関して当

該受託清算参加者に対して負担する未履行

債務（当該清算委託取引の終了に伴って生

じる債務のうち未履行であるものを含む。）

の額を控除した額に相当する部分につい

て、当初証拠金の返還請求権を有する。 

ｂ 清算参加者は、当該清算参加者と清算受

託契約を締結している前ａに規定する清算

委託者が当社に預託した清算約定（委託分）

に係る当初証拠金及び当該清算参加者が当

該清算約定（委託分）に関して当社に預託

した差換当初証拠金の合計額から、当該清

算参加者が当該清算約定（委託分）に関し

て当社に対して負担する未履行債務の額及

び当該清算委託者が当初証拠金の返還請求

権を有する額の合計額を控除した額に相当

する部分について、当初証拠金の返還請求

権を有する。 

 

 

（２） （略） 

に関して当該受託清算参加者に対して負担

する未履行債務（当該清算委託取引の終了

に伴って生じる債務のうち未履行であるも

のを含む。）の額を控除した額に相当する

部分について、当初証拠金の返還請求権を

有する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ 清算参加者は、当該清算参加者と清算受

託契約を締結している清算委託者が当社に

預託した当初証拠金及び当該清算参加者が

清算約定（委託分）に関して当社に預託し

た差換当初証拠金の合計額から、当該清算

参加者が清算約定（委託分）に関して当社

に対して負担する未履行債務（当該清算参

加者の破綻等その他の事由による清算約定

（委託分）の処理に伴って生じる債務のう

ち未履行であるものを含む。）の額及び前

ａに規定する清算委託者が当初証拠金の返

還請求権を有する額の合計額を控除した額

に相当する部分について、当初証拠金の返

還請求権を有する。 

（２） （略） 

２～５ （略） ２～５ （略） 

  

（変動証拠金所要額） （変動証拠金所要額） 

第７８条 （略） 第７８条 （略） 

２ 当社は、清算約定（委託分）の変動証拠金所 ２ 当社は、清算約定（委託分）の変動証拠金所
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要額を、当社が定める方法により委託取引口座

ごとに算出し、その金額を当該清算委託者と清

算受託契約を締結している受託清算参加者に通

知する。 

要額を、当社が定める方法により清算委託者ご

とに算出し、その金額を当該清算委託者と清算

受託契約を締結している受託清算参加者に通知

する。 

  

（変動証拠金の預託時限） （変動証拠金の預託時限） 

第８１条 清算参加者は、変動証拠金の授受にお

いて支払方となる場合には、当該変動証拠金の

算出日の翌当社営業日の午前１１時までに、変

動証拠金所要額に相当する金銭を当社に預託し

なければならない。 

第８１条 清算参加者は、変動証拠金の授受にお

いて支払方となる場合には、当該変動証拠金の

算出日の翌当社営業日の正午までに、変動証拠

金所要額に相当する金銭を当社に預託しなけれ

ばならない。 

２ （略） ２ （略） 

  

（変動証拠金に係る利息の取扱い） （変動証拠金に係る利息の取扱い） 

第８３条 （略） 第８３条 （略） 

２ 清算参加者は、変動証拠金に係る利息を、翌

当社営業日の午前１１時までに、当社に支払わ

なければならない。 

２ 清算参加者は、変動証拠金に係る利息を、翌

当社営業日の正午までに、当社に支払わなけれ

ばならない。 

３ （略） ３ （略） 

  

（変動証拠金の返還請求権） （変動証拠金の返還請求権） 

第８４条 当社及び清算参加者は、本業務方法書

等の定めるところにより授受を行う場合及び清

算約定の任意解約又は期限前終了に伴い返還す

る場合を除くほか、相手方に対し、変動証拠金

の返還を請求することができない。 

第８４条 当社及び清算参加者は、本業務方法書

等の定めるところにより授受を行う場合及び清

算約定のデクリアー又は期限前終了に伴い返還

する場合を除くほか、相手方に対し、変動証拠

金の返還を請求することができない。 

  

第７章 資金決済等 第７章 資金決済 

  

（資金決済の方法） （資金決済の方法） 

第８５条 （略） 第８５条 （略） 

２ 当社は、清算参加者との間で授受する金銭を、

当社が定めるところにより、自己取引口座及び

委託取引口座ごとに、差引計算して授受するこ

とができる。 

２ 当社は、清算参加者との間で授受する金銭を、

当社が定めるところにより、差引計算して授受

することができる。 
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（当初証拠金及び決済金額等の差引計算）  

第８５条の２ 前条第２項の規定により差引計算

した結果、清算参加者が当社に対して決済金額

等（決済金額、変動証拠金及び変動証拠金に係

る利息を差引計算した後の額をいう。以下本条

及び次条において同じ。）を支払うこととなる

場合には、当該決済金額等の支払い及び第６６

条に規定する当初証拠金の預託については、自

己取引口座及び委託取引口座ごとに、次に掲げ

る計算式の順序に従って差引計算するものと

し、それぞれ算出された額が負の数になる場合

には、清算参加者は当社に対し当該額を預託す

るものとする。ただし、第１号に係る預託につ

いては、現金により預託しなければならない。 

（１） （前当社営業日末時点における当初証

拠金預託額のうち現金による預託額）－（同

時点において清算参加者が支払うこととなる

決済金額等） 

（２） （前当社営業日末時点における当初証

拠金預託額－充当現金預託額（前号による差

引計算の結果、清算参加者が支払うこととな

る決済金額等に充当された当初証拠金預託額

のうち現金による預託額をいう。））－（同

時点における当初証拠金所要額） 

（新設） 

２ 前条第２項の規定により差引計算した結果、

清算参加者が当社から決済金額等を受領するこ

ととなる場合には、当該決済金額等の支払い及

び第６６条に規定する当初証拠金の預託につい

ては、自己取引口座及び委託取引口座ごとに、

次に掲げる計算式に従って差引計算するものと

し、算出された額が負の数になる場合には、清

算参加者は当社に対し当該額を預託するものと

する。 

（前当社営業日末時点における当初証拠金預託

額＋同時点において清算参加者が受領するこ

ととなる決済金額等）－（前当社営業日末時
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点における当初証拠金所要額） 

  

（返戻の申請及び当初証拠金のみなし預託）  

第８５条の３ 前条の差引計算の結果、決済金額

等を受領することとなる清算参加者は、当社に

対し、自己取引口座及び委託取引口座ごとに受

領する金銭の額を明らかにしたうえで申請を行

うことにより、当該金銭を受領するものとする。 

（新設） 

２ 前項の申請がなされなかった場合、自己取引

口座又は委託取引口座ごとに算出された決済金

額等は、当該口座に係る当初証拠金として預託

されたものとみなす。 

 

  

（清算預託金の管理及び運用） （清算預託金の管理及び運用） 

第８７条 当社は、前条の清算預託金の全額を、

清算預託金を預託した清算参加者又は清算委託

者のために、当社が定める方法により分別して

管理するものとする。 

第８７条 当社は、前条の清算預託金を、清算預

託金を預託した清算参加者のために、当社が定

める方法により分別して管理するものとする。 

２～４ （略） ２～４ （略） 

  

（清算預託金等の目的外利用の禁止） （清算預託金等の目的外利用の禁止） 

第８８条 当社は、本業務方法書等の定めるとこ

ろにより清算預託金を管理又は運用（清算参加

者に前条第４項の利息を支払うことを含む。）

する場合及び本業務方法書等の定めるところに

より清算預託金を清算参加者又は清算委託者に

返還する場合を除き、清算預託金の利用、振替、

振込み若しくは払出しを行い、又は清算預託金

を第三者に譲渡し、若しくは第三者のために質

権その他の担保権を設定するなどの処分行為を

してはならない。 

第８８条 当社は、本業務方法書等の定めるとこ

ろにより清算預託金を管理又は運用（清算参加

者に前条第４項の利息を支払うことを含む。）

する場合及び本業務方法書等の定めるところに

より清算預託金を清算参加者又は清算委託者に

返還する場合を除き、清算預託金の利用、振替、

振込み若しくは払出しを行い、又は清算預託金

を第三者に譲渡し、若しくは第三者のために質

権その他の担保権を設定するなどの処分行為を

してはならない。 

  

（受託清算参加者破綻時における清算約定（委託

分）等の承継） 

（清算約定（委託分）等の承継） 

第９４条 清算委託者（当社が規則で定める清算

委託者のうち、清算受託契約に規定する期限の

第９４条 清算委託者は、第９１条の規定により

当該清算委託者の計算により成立した清算約定
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利益喪失事由が発生していない者に限る。以下、

本条において同じ。）は、第９１条の規定によ

り当該清算委託者の計算により成立した清算約

定（委託分）が終了した場合には、当社が規則

で定める期間内に限り、承継清算参加者を経由

して当社に当社所定の承継申込書を交付するこ

とにより、当該清算約定（委託分）に対応する

次に掲げる権利義務を一括して一又は二以上の

承継清算参加者に承継させることができる。 

 

 

 

 

 

（１）・（２） （略） 

（委託分）が終了した場合には、当社が規則で

定める期間内に限り、承継清算参加者（本項に

規定する承継清算参加者をいう。）を経由して

当社に当社所定の承継申込書を交付することに

より、当該清算約定（委託分）に対応する次に

掲げる権利義務を一括して破綻清算参加者以外

の清算参加者（当該清算委託者と清算受託契約

を締結している清算参加者に限る。以下「承継

清算参加者」という。）に承継（本条の定める

ところにより、当社、承継清算参加者及び清算

委託者の間で当該権利義務を新たに発生させる

とともに、それに伴う金銭の授受及び権利義務

の処理を行うことをいう。以下同じ。）させる

ことができる。 

（１）・（２） （略） 

２ 承継清算参加者は、承継の当事者となる清算

委託者と清算受託契約を締結していることを要

する。 

（新設） 

３ （略） ２ （略） 

４ （略） ３ （略） 

５ 当社は、前項の規定により行われた承継の申

込みを受領した場合には、承継申込日において、

第９１条の規定により終了した清算約定（委託

分）のうち、清算委託者が承継を希望するもの

（以下本条において「対象清算約定」という。）

の承継が行われたと仮定して第６４条及び第６

５条の規定に基づき当初証拠金を算出するとと

もに、当社が規則で定めるところにより承継時

支払金額、未払債務（破綻清算参加者の破綻等

が認定された時点で当社及び破綻清算参加者の

間の弁済期が到来している債務を除く。以下本

条において同じ。）及び変動証拠金を算出する

こととし、当該承継申込日の翌当社営業日の午

前１１時までに当該承継清算参加者が当社に対

して当該当初証拠金、承継時支払金額、未払債

務及び変動証拠金を預託又は交付したことを確

（新設） 
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認したときは、当社は当該承継の申込みを承諾

することとする。 

６ 当社が前項の規定による承諾を行った場合、

次に定めるところにより対象清算約定の決済及

び承継が行われるものとする。 

 

 

 

（１） 承継日に、当社、承継清算参加者及び

当該承諾に係る清算委託者の間において、第

１項各号の権利義務が発生する。 

 

（２） 前号の規定により発生する権利義務は、

当該承諾に係る清算委託者の承継清算参加者

に対する有価証券等清算取次ぎの委託に基づ

き、承継清算参加者が当該清算委託者の計算

により対象清算約定の終了時に遡及して成立

させた清算約定（委託分）及びその清算委託

取引に係る権利義務とみなす。 

（３） 当社、承継清算参加者及び当該承諾に

係る清算委託者は、第１号の規定による権利

義務の発生に伴い、当社が規則で定めるとこ

ろにより、承継時支払金額、未払債務及び変

動証拠金の授受を行う。 

 

 

 

（４）・（５） （略） 

（６） 第９１条第２項の規定にかかわらず、

当該対象清算約定の期限前終了手数料は、そ

の終了の日における当該各清算約定の正味現

在価値を基準として当社が規則で定めるとこ

ろにより算出する。 

４ 当社が第１項及び前項の規定による承継の申

込みを承諾した場合、次に定めるところにより

第９１条の規定により終了した清算約定（委託

分）（以下本項において「対象清算約定（委託

分）」という。）の決済及び承継が行われるも

のとする。 

（１） 当該承諾の日（以下「承継日」という。）

に、当社、承継清算参加者及び当該承諾に係

る清算委託者の間において、第１項各号の権

利義務が発生する。 

（２） 前号の規定により発生する権利義務は、

当該承諾に係る清算委託者の承継清算参加者

に対する有価証券等清算取次ぎの委託に基づ

き、承継清算参加者が当該清算委託者の計算

により対象清算約定（委託分）の終了時に遡

及して成立させた清算約定（委託分）及びそ

の清算委託取引に係る権利義務とみなす。 

（３） 当社、承継清算参加者及び当該承諾に

係る清算委託者は、第１号の規定による権利

義務の発生に伴い、当社が規則で定めるとこ

ろにより、承継時支払金額、未払債務（破綻

清算参加者の破綻等が認定された時点で当社

及び破綻清算参加者の間の弁済期が到来して

いる債務を除く。）及び変動証拠金の授受を

行う。 

（４）・（５） （略） 

（６） 第９１条第２項の規定にかかわらず、

当該対象清算約定（委託分）の期限前終了手

数料は、その終了の日における当該各清算約

定の正味現在価値を基準として当社が規則で

定めるところにより算出する。 

７ （略） ５ （略） 

８ （略） ６ （略） 
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（第四階層特別清算料による損失の補填） （第四階層特別清算料による損失の補填） 

第１０６条 破綻処理損失について、前条に定め

るところによってもなお補填することができな

い損失がある場合には、破綻認定日における破

綻清算参加者以外の清算参加者のうち、破綻認

定日から当初損失確定日までのすべての清算約

定（破綻認定日後に成立した清算約定及び当初

損失確定日までに任意解約その他の事由により

終了した清算約定を含む。以下同じ。）に係る

変動証拠金等の受け取るべき額の総額が支払う

べき額の総額を上回る者（以下本条において「第

四階層特別清算料負担参加者」という。）は、

当社が規則で定めるところにより、第四階層特

別清算料を当社に支払う義務を負う。この場合

において、当社は、第四階層特別清算料負担参

加者から支払いを受けた第四階層特別清算料を

もって、当該損失を補填する。 

第１０６条 破綻処理損失について、前条に定め

るところによってもなお補填することができな

い損失がある場合には、破綻認定日における破

綻清算参加者以外の清算参加者のうち、破綻認

定日から当初損失確定日までのすべての清算約

定（破綻認定日後に成立した清算約定及び当初

損失確定日までにデクリアーその他の事由によ

り終了した清算約定を含む。以下同じ。）に係

る変動証拠金等（変動証拠金、変動証拠金に係

る利息、決済金額その他清算約定に基づいて授

受した金銭をいう。以下同じ。）の受け取るべ

き額の総額が支払うべき額の総額を上回る者

（以下本条において「第四階層特別清算料負担

参加者」という。）は、当社が規則で定めると

ころにより、第四階層特別清算料を当社に支払

う義務を負う。この場合において、当社は、第

四階層特別清算料負担参加者から支払いを受け

た第四階層特別清算料をもって、当該損失を補

填する。 

２ （略） ２ （略） 

  

（破綻時証拠金の預託） （破綻時証拠金の預託） 

第１０８条 （略） 第１０８条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 清算参加者は、破綻時証拠金として当社に預

託した金銭及び代用有価証券の代用価格の合計

額が、当社に預託すべき破綻時証拠金所要額に

不足する場合には、その不足が生じた日の翌当

社営業日の午前１１時までに、その不足額を当

社に預託しなければならない。 

５ 清算参加者は、破綻時証拠金として当社に預

託した金銭及び代用有価証券の代用価格の合計

額が、当社に預託すべき破綻時証拠金所要額に

不足する場合には、その不足が生じた日の翌当

社営業日の正午までに、その不足額を当社に預

託しなければならない。 

６・７ （略） ６・７ （略） 

  

（金利スワップ運営委員会） （金利スワップ運営委員会） 

第１２２条 当社は、前条に規定する本業務方法

書等の変更を行おうとする場合において、当該

第１２２条 当社は、前条に規定する本業務方法

書等の変更を行おうとする場合において、当該
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変更が次の各号に掲げる事項に該当するとき

は、当該変更を行うことの適否につき、金利ス

ワップ運営委員会に諮問し、その意見を尊重す

るものとする。ただし、当該変更の内容が軽微

なものである場合は、この限りでない。 

（１）～（３） （略） 

（４） 第２章第４節に規定する清算参加者の

申請による金利スワップ清算資格の喪失に関

する事項 

（５） 第２章第６節に規定する清算参加者に

対する措置等に関する事項 

（６）～（１１） （略） 

２ （略） 

変更が次の各号に掲げる事項に該当するとき

は、当該変更を行うことの適否につき、金利ス

ワップ運営委員会に諮問し、その意見を尊重す

るものとする。ただし、当該変更の内容が軽微

なものである場合は、この限りでない。 

（１）～（３） （略） 

（４） 第２章第３節に規定する清算参加者の

申請による金利スワップ清算資格の喪失に関

する事項 

（５） 第２章第４節に規定する清算参加者に

対する措置等に関する事項 

（６）～（１１） （略） 

２ （略） 

  

  

 

 

付  則 

１ この改正規定は、平成２６年２月２４日から

施行する。 

２ この業務方法書の施行時における債務負担の

取扱いその他必要な事項については、当社がそ

の都度定める。 
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金利スワップ取引清算業務に関する業務方法書の取扱いの一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（定義） （定義） 

第２条 本規則において使用する用語は、本規則

に別段の定めがある場合を除き、業務方法書に

おいて使用する用語の例によるほか、次の各号

に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

（１）・（２） （略） 

（２）の２ 「ＣＦＴＣ Ｒｅｇｕｌａｔｉｏｎ」

とは、Ｃｏｄｅ ｏｆ Ｆｅｄｅｒａｌ Ｒｅｇ

ｕｌａｔｉｏｎｓ ＴＩＴＬＥ １７ Ｃｏｍ

ｍｏｄｉｔｙ ａｎｄ Ｓｅｃｕｒｉｔｉｅｓ 

Ｅｘｃｈａｎｇｅｓ ＣＨＡＰＴＥＲ Ｉ Ｃ

ＯＭＭＯＤＩＴＹ ＦＵＴＵＲＥＳ ＴＲＡＤ

ＩＮＧ ＣＯＭＭＩＳＳＩＯＮをいう。 

（３） （略） 

（削る） 

 

 

 

 

（４） （略） 

第２条 本規則において使用する用語は、本規則

に別段の定めがある場合を除き、業務方法書に

おいて使用する用語の例によるほか、次の各号

に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

（１）・（２） （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（３） （略） 

（４） 「バックロード取引」とは、当社が清

算参加者から債務負担の申込みを受けた適格

金利スワップ取引であって、当該申込みの日

において取引日から１０営業日が経過してい

るものをいう。 

（５） （略） 

  

（清算委託者） （清算委託者） 

第５条 業務方法書第２条第１項第２７号に規定

する当社が定める要件は、第９条第２号に規定

する当社が通知又は公示により定める照合方法

又は電子取引基盤の利用者であることとする。 

第５条 業務方法書第２条第１項第２７号に規定

する当社が定める要件は、次に掲げる事項とす

る。 

（１） 受託清算参加者の属する企業集団に含

まれる者であること。 

（２） ＭａｒｋｉｔＳＥＲＶ，ＬＬＣの提供

するＭａｒｋｉｔＷｉｒｅの利用者であるこ

と。 

（削る） ２ 前項第１号の要件は、当社が受託清算参加者
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の破綻等を認定した場合において、当該受託清

算参加者と清算受託契約を締結している清算委

託者が業務方法書第９４条第１項各号に掲げる

権利義務を承継清算参加者に承継（同項に規定

する承継をいう。）させる場合には、これを適

用しない。 

  

（適格金利スワップ取引の要件） （適格金利スワップ取引の要件） 

第９条 業務方法書第２条第１項第４７号に規定

する当社が定める要件は、次に掲げるすべての

要件（有価証券等清算取次ぎの委託に基づいて

成立する清算参加者間の金利スワップ取引及び

損失回避取引については、第１号及び第２号を

除くすべての要件）とする。 

（１） （略） 

（２） 当社が通知又は公示により定める照合

方法又は電子取引基盤において成立した金利

スワップ取引であること。 

（３）～（９） （略） 

（１０） 想定元本が以下に掲げる事項のすべ

てを満たすこと。 

ａ １円以上４兆円未満であり、かつ、小数

点以下の桁がすべて０であること。 

ｂ 金額が一定であること又は金利スワップ

取引の開始時に想定元本の逓減若しくは逓

増方法を定め、当該方法による想定元本の

逓減若しくは逓増の金額が当該金利スワッ

プ取引の期間中には変わらないものである

こと。 

（１１）～（１５） （略） 

第９条 業務方法書第２条第１項第４７号に規定

する当社が定める要件は、次に掲げるすべての

要件（有価証券等清算取次ぎの委託に基づいて

成立する清算参加者間の金利スワップ取引及び

損失回避取引については、第１号及び第２号を

除くすべての要件）とする。 

（１） （略） 

（２） ＭａｒｋｉｔＳＥＲＶ，ＬＬＣの提供

するＭａｒｋｉｔＷｉｒｅにより照合された

金利スワップ取引であること。 

（３）～（９） （略） 

（１０） 想定元本が１円以上４兆円未満であ

り、かつ、小数点以下の桁がすべて０である

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

（１１））～（１５） （略） 

  

（ＩＳＤＡ関連取扱文書の指定） （ＩＳＤＡ関連取扱文書の指定） 

第１０条 業務方法書第２条第１項第７０号に規

定する当社が定める文書は、次の各号に掲げる

本規則の規定に基づき、当該各号に掲げる事項

に関し、当社が清算参加者への通知又は公示に

第１０条 業務方法書第２条第１項第７０号に規

定する当社が定める文書は、次の各号に掲げる

本規則の規定に基づき、当該各号に掲げる事項

に関し、当社が清算参加者への通知又は公示に
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より定めた文書とする。 

（１） 第２９条第２項第１号 スケジュール

（ＩＳＤＡ基本契約に規定するＳｃｈｅｄｕ

ｌｅをいう。以下同じ。）に規定された事項

とみなされる事項 

（２） 第２９条第２項第２号 清算約定に対

してＩＳＤＡ基本契約及びＩＳＤＡ定義集を

適用するにあたり必要な読替えに関する事項 

より定めた文書とする。 

（１） 第２９条第２項第１号 スケジュール

（ＩＳＤＡ基本契約に規定するＳｃｈｅｄｕ

ｌｅをいう。以下同じ。）に規定された事項

とみなされる事項 

（２） 第２９条第２項第２号 清算約定に対

してＩＳＤＡ基本契約及びＩＳＤＡ定義集を

適用するにあたり必要な読替えに関する事項 

  

（代用有価証券） （代用有価証券） 

第１３条 （略） 第１３条 （略） 

２ 業務方法書第７条第２項に規定する代用有価

証券の預託の方法その他代用有価証券に関する

事項は、次に定めるとおりとする。 

（１） 国債証券の預託方法その他の取扱い 

ａ （略） 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ （略） 

（２） アメリカ合衆国財務省証券の預託方法

その他の取扱い 

ａ～ｃ （略） 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

２ 業務方法書第７条第２項に規定する代用有価

証券の預託の方法その他代用有価証券に関する

事項は、次に定めるとおりとする。 

（１） 国債証券の預託方法その他の取扱い 

ａ （略） 

ｂ 清算委託者は、代用有価証券として国債

証券を受託清算参加者に交付し、又は預託

する場合には、社債、株式等の振替に関す

る法律に基づき日本銀行又はその下位機関

（同法第２条第９項に規定する下位機関を

いう。以下同じ。）に設けられた受託清算

参加者名義の口座への振替により当該交付

又は預託を行うものとする。 

ｃ （略） 

（２） アメリカ合衆国財務省証券の預託方法

その他の取扱い 

ａ～ｃ （略） 

ｄ 清算委託者が代用有価証券として財務省

証券を受託清算参加者に交付し、又は預託

する場合には、受託清算参加者から当社へ

の預託時限（差入日の前日のアメリカ合衆

国東部時間の午後２時）までの受託清算参

加者が指定する時刻までに、受託清算参加

者が指定する口座への振替により当該交付

又は預託を行うものとする。 
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ｄ （略） 

（３）・（４） （略） 

ｅ （略） 

（３）・（４） （略） 

  

（クライアント・クリアリングの取扱いの承認申

請） 

 

第１５条の２ 業務方法書第１２条の２第１項の

クライアント・クリアリングの取扱いの承認の

申請は、次に掲げる事項を記載した当社所定の

申請書を当社に提出して行うものとする。 

（１） 商号又は名称（英文の商号又は名称を

含む。） 

（２） 本店又は主たる事務所の所在地 

（３） 代表者の氏名 

（４） その他当社がクライアント・クリアリ

ングの取扱いの承認を行うにあたり必要と認

める事項 

（新設） 

２ 前項のクライアント・クリアリングの取扱い

の承認申請書には、クライアント・クリアリン

グに係る次に掲げる事項を記載した書類を添付

しなければならない。 

（１） 清算約定及び清算委託取引の決済に係

る体制 

（２） 清算委託者に対するリスク管理に係る

体制 

（３） 利益相反を防止するための体制 

 

  

（金銭等の授受の方法） （金銭等の授受の方法） 

第１８条 業務方法書第１７条第１項、第７１条

又は第１０７条第１項第１号の規定により金銭

の授受を行う場合は、日本銀行金融ネットワー

クシステムを利用して、当社名義の日本銀行当

座勘定と当該清算参加者名義の日本銀行当座勘

定の間の振替により行うものとする。 

 

第１８条 業務方法書第１７条第１項、第７１条

又は第１０７条第１項第１号の規定により金銭

の授受を行う場合は、次に定めるところにより

行うものとする。 

（１） 金銭を支払う清算参加者は、当社が通

知により指定する銀行（以下本条において「指

定銀行」という。）のうちから清算参加者が

選定した銀行に設けられた当社名義の口座に

振り込むものとする。 
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（２） 金銭を受領する清算参加者は、清算参

加者が選定した銀行に口座を設け、当該口座

において受領するものとする。 

２ 清算参加者は、当社が定める事項を記載した

書面を当社に提出し、あらかじめ当社の承認を

得た場合には、前項に規定する金銭の授受を、

代理人を通じて行うことができる。この場合に

おいて、当該授受は、当該代理人名義の日本銀

行当座勘定を通じて行うこととする。 

２ 清算参加者は、当社が定める事項を記載した

書面を当社に提出し、あらかじめ当社の承認を

得た場合には、前項に規定する金銭の授受を、

代理人を通じて行うことができる。この場合に

おいて、当該授受は、指定銀行に設けられた当

該代理人名義の口座を通じて行うこととする。 

  

（金利スワップ清算資格の喪失時期） （金利スワップ清算資格の喪失時期） 

第２２条 業務方法書第２３条第１項に規定する

当社が定める時点は、第２７条第２項に定める

ところにより当社が受領した債務負担の申込み

に係る通知のすべてについて、第２８条第２項

に定めるところにより債務負担要件の確認を行

った時点とする。 

第２２条 業務方法書第２３条第１項に規定する

当社が定める時点は、第２８条第２項第１号に

掲げる債務負担の申込みに関し、当社が債務負

担要件の確認を行った時点とする。 

  

（クライアント・クリアリングの取扱いの承認の

取消申請） 

 

第２２条の２ 業務方法書第２７条の２のクライ

アント・クリアリングの取扱いの承認の取消申

請は、クライアント・クリアリングの取扱いを

廃止しようとする清算参加者が、次に掲げる事

項を記載した当社所定のクライアント・クリア

リングの取扱いの承認の取消申請書を当社に提

出して行うものとする。 

（１） 商号又は名称（英文の商号又は名称を

含む。） 

（２） 本店又は主たる事務所の所在地 

（３） 代表者の氏名 

（新設） 

２ 前項のクライアント・クリアリングの取扱い

の承認の取消申請書には、当社が必要と認める

書類を添付しなければならない。 

 

  

（バックアップ受託者の指定等）  
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第２６条の２ 業務方法書第４５条の２第４項に

規定する当社に対する報告は、次に定めるとお

りとする。 

（１） 次のａ又はｂに掲げる事項についてバ

ックアップ受託者の指定の当事者となる清算

委託者及び受託清算参加者が合意をしている

場合は、当該ａ又はｂに定める内容について

速やかに当社に対して報告することとする。 

ａ バックアップ受託者の指定の当事者とな

る清算委託者及び受託清算参加者の間にお

いて、当該清算委託者の計算により成立し

ている清算約定（委託分）及び清算委託取

引の全部又は一部を当該受託清算参加者へ

承継させるための条件 

当該承継させるための条件 

ｂ 当該清算委託者の計算により成立してい

る清算約定（委託分）及び清算委託取引の

全部又は一部を当該受託清算参加者へ円滑

に承継させるための体制整備を行うこと 

当該体制整備の内容 

（２） 前号ａ又はｂに掲げる事項について合

意していたバックアップ受託者が、当該合意

の内容を変更又は当該合意を解消した場合

は、その旨（前号ｂに掲げる事項を変更した

場合は、変更後の内容を含む。）を速やかに

当社に対して報告することとする。 

（新設） 

２ 業務方法書第４５条の２第５項に規定する当

社の定める体制整備の内容は、次の各号に定め

るすべての内容とする。 

（１） 前項１号ａに定める条件についてあら

かじめ合意すること 

（２） 前号に規定する合意に従ってバックア

ップ受託者へ清算約定（委託分）及び清算委

託取引を承継させることが可能かについて、

清算委託者及びバックアップ受託者の双方が

定期的に確認を行うこと 
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（３） 清算約定（委託分）及び清算委託取引

を承継させた後に日々行うこととなる証拠金

等の授受に係るオペレーションを確立するこ

と（清算約定（委託分）及び清算委託取引に

係る情報の授受方法、証拠金等の授受に利用

する口座情報の確認を含む。） 

（４） 第１号に規定する合意に基づき、清算

約定（委託分）及び清算委託取引の承継を実

際に行ったと仮定した場合における定期的な

訓練を実施すること 

  

（債務負担等の申込方法等） （債務負担等の申込方法等） 

第２７条 業務方法書第４８条第１項に規定する

当社が定める方法は、次の各号に掲げる区分に

応じて、当該各号に定めるとおりとする。 

（１） 清算委託者（受託清算参加者と同一の

企業集団に含まれる者を除く。）の計算によ

り成立した適格金利スワップ取引について債

務負担の申込みを行う場合 

受託清算参加者が当該清算委託者の適格金

利スワップ取引について業務方法書第５４条

の２第３項に規定する承諾を行う方法 

（２） 前号に掲げる適格金利スワップ取引以

外について債務負担の申込みを行う場合 

第９条第２号に規定する当社が通知又は公

示により定める照合方法又は電子取引基盤を

用いる方法 

第２７条 業務方法書第４８条第１項に規定する

当社が定める方法は、ＭａｒｋｉｔＷｉｒｅを

用いる方法とする。 

２ 当社は、業務方法書第４８条第１項に規定す

る通知の受領を、当社営業日の午前１１時から

正午まで及び午後１時から午後４時までの間、

順次行うものとする。 

（新設） 

  

（債務負担に係る条件等） （債務負担に係る条件等） 

第２８条 （略） 第２８条 （略） 

２ 当社は、業務方法書第４９条第１項の規定に

よる債務負担要件の確認を、当社が債務負担の

２ 当社は、業務方法書第４９条第１項の規定に

よる債務負担要件の確認を、次の各号に掲げる
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申込みに係る通知を受領した後速やかに行うも

のとする。 

債務負担の申込みの区分に応じて、当該各号に

定める時点までに行うものとする。 

（１） 前当社営業日の午後４時の後、当社営

業日の正午までに行われた債務負担の申込み

（バックロード取引に係る債務負担の申込み

を除く。） 

当該当社営業日の午後３時３０分 

（２） 当社営業日の正午の後、同日の午後４

時までに行われた債務負担の申込み及びバッ

クロード取引に係る債務負担の申込み 

当該当社営業日の翌当社営業日の正午 

３ （略） ３ （略） 

４ 業務方法書第４９条第１項に規定する当社の

定める算出方法は、別表２に規定する方法とす

る。 

 

 

４ 業務方法書第４９条第１項に規定する当社の

定める証拠金等は、次の各号に掲げる債務負担

の申込みの区分に応じて、当該各号に掲げるも

のとする。 

（１） 第２項第１号に掲げる債務負担の申込

み 同号に規定する時点までに清算参加者が

当社に預託すべき日中証拠金 

（２） 第２項第２号に掲げる債務負担の申込

み 同号に規定する時点までに清算参加者が

当社に預託すべき当初証拠金及び交付すべき

決済金額 

５ 業務方法書第４９条第２項及び第３項に規定

する当社の通知は、ＣＦＴＣ Ｒｅｇｕｌａｔｉ

ｏｎ ３９．１２（ｂ）（７）（ⅱ）の規定に即

して、可能な限り速やかに行うものとする。 

５ 業務方法書第４９条第３項に規定する当社が

定める時点は、第２項各号に掲げる債務負担の

申込みの区分に応じて、当該各号に定める時点

とする。 

６ 当社は、金利スワップ取引清算業務システム

その他の金利スワップ取引清算業務を行うため

に必要な当社又は当社以外の機関が設置するシ

ステムの稼働に支障が生じた場合その他のやむ

を得ない事由により必要があると認める場合に

は、債務負担の申込みに係る通知を受領する時

間を変更することができる。この場合において、

当社は、当該変更を行ったときは、遅滞なく、

変更後の時間を清算参加者に通知するものとす

６ 当社は、金利スワップ取引清算業務システム

その他の金利スワップ取引清算業務を行うため

に必要な当社又は当社以外の機関が設置するシ

ステムの稼働に支障が生じた場合その他のやむ

を得ない事由により必要があると認める場合に

は、第２項又は前項の時点を変更することがで

きる。この場合において、当社は、当該時点の

変更を行ったときは、遅滞なく、変更後の時点

を清算参加者に通知するものとする。 
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る。 

  

（清算約定の任意解約の申込みの方法等） （清算約定のデクリアーの申込みの方法等） 

第３０条 業務方法書第５３条第１項に規定する

当社が定める方法は、次の各号に掲げる区分に

応じて、当該各号に定めるとおりとする。 

（１） 清算委託者（受託清算参加者と同一の

企業集団に含まれる者を除く。）の計算によ

り成立した清算約定（委託分）について任意

解約の申込みをする場合 

受託清算参加者が当該清算委託者の清算約

定（委託分）について業務方法書第５７条の

２第３項に規定する承諾を行う方法 

（２） 前号に掲げる清算約定（委託分）以外

について任意解約の申込みをする場合 

第９条第２号に規定する当社が通知又は公

示により定める照合方法又は電子取引基盤を

用いる方法 

第３０条 業務方法書第５３条第１項に規定する

当社が定める方法は、ＭａｒｋｉｔＷｉｒｅを

用いる方法とする。 

２ 業務方法書第５３条第２項に規定する当社が

定める条件は、任意解約要件の確認を行う日又

はその翌営業日が利払日又はアップフロントフ

ィーの決済日にあたらないこと及び任意解約手

数料の決済日が任意解約要件の確認を行う日以

降であることとする。 

２ 業務方法書第５３条第１項に規定する当社が

定める条件は、デクリアー要件の確認を行う日

又はその翌営業日が利払日又はアップフロント

フィーの決済日にあたらないこととする。 

３ 当社は、業務方法書第５３条第１項に規定す

る任意解約の申込みが当社営業日の午後４時ま

でに行われたものについて、同条第２項の規定

による任意解約要件の確認を翌当社営業日の午

前１１時までに行うものとする。 

 

３ 当社は、業務方法書第５３条第２項の規定に

よるデクリアー要件の確認を、次の各号に掲げ

る場合に応じて、当該各号に定める時点までに

行うものとする。 

（１） 清算約定及びその反対清算約定のデク

リアーの申込みが、前当社営業日の午後４時

の後、当社営業日の午前１１時３０分までに

行われた場合 

当該当社営業日の午後３時３０分 

（２） 清算約定及びその反対清算約定のデク

リアーの申込みが、当社営業日の午前１１時

３０分の後、同日の午後４時までに行われた
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場合 

当該当社営業日の翌当社営業日の正午 

（削る） 

 

４ 業務方法書第５３条第２項に規定する当社が

定める時点は、当社が同項の規定によりデクリ

アー要件の確認（同条第４項の規定による臨時

の確認を含む。）を行った時点とする。 

（削る） 

 

５ 業務方法書第５３条第２項に規定する当社が

定める内容は、当社が公示により定める。 

４ 業務方法書第５３条第３項に規定する当社が

定める時点は、当社が同条第２項に規定する任

意解約要件の確認（同条第４項の規定による臨

時の確認を含む。）を行う日の午前１１時とす

る。 

６ 業務方法書第５３条第３項に規定する当社が

定める時点は、第３項各号に掲げるデクリアー

の申込みの区分に応じて、当該各号に定める時

点とする。 

  

（清算約定の一括コンプレッションの申込み）  

第３０条の２ 業務方法書第５３条の２第１項に

規定する当社が定める一括コンプレッションの

申込みは、清算約定の解約についてはＴｒｉＯ

ｐｔｉｍａ ＡＢの提供するｔｒｉＲｅｄｕｃ

ｅを用いて申込みをするものとし、新たな清算

約定の成立については第９条第２号に規定する

当社が通知又は公示により定める照合方法又は

電子取引基盤を用いて申込みをするものとす

る。 

（新設） 

２ 業務方法書第５３条の２第２項に規定する当

社が定める条件は、次に定めるとおりとする。 

（１） 一括コンプレッション成立要件の確認

を行う日又はその翌営業日が、一括コンプレ

ッションの申込みに係る清算約定及び反対清

算約定並びに一括コンプレッションにより新

たに成立する清算約定の利払日又はアップフ

ロントフィーの決済日にあたらないこと。 

（２） 一括コンプレッションにより新たに成

立する清算約定が第９条に規定する適格金利

スワップ取引の要件を満たすこと。 

 

３ 当社は、業務方法書第５３条の２第２項の規  
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定による一括コンプレッション成立要件の確認

を当該申込みが行われた日の午後３時３０分ま

でに行うものとする。 

４ 業務方法書第５３条の２第３項に規定する当

社が定める時点は、一括コンプレッション成立

要件の確認を行う日の午後３時３０分とする。 

 

５ 業務方法書第５３条の２第４項に規定する当

社が定める債務負担の申込みに係る通知を受領

しない時間は、一括コンプレッションが行われ

る日の午後１時から午後３時３０分までとす

る。ただし、当該時間帯の途中において当社が

一括コンプレッションの成立を確認した場合

は、すみやかに当該債務負担の申込みに係る通

知の受領を再開するものとする。 

 

６ 業務方法書第５３条の２第５項に規定する任

意解約手数料は、一括コンプレッションを行う

清算参加者が合意した額を、一括コンプレッシ

ョンが成立した翌々当社営業日に授受するもの

とする。 

 

７ 第３項から第５項の規定にかかわらず、当社

が必要と認める場合には、同各項に規定する時

限を臨時に変更することができる。この場合に

おいて、当社は臨時に時限を変更する旨及び変

更後の時限を、全清算参加者に対して通知する。 

 

  

（有価証券等清算取次ぎの委託に係る通知） （有価証券等清算取次ぎの委託に係る通知） 

第３１条 業務方法書第５４条第１項（業務方法

書第５４条の２第１項において準用する場合を

含む。）の規定による有価証券等清算取次ぎの

委託に係る通知は、第９条第２号に規定する当

社が通知又は公示により定める照合方法又は電

子取引基盤を用いる方法により行うものとす

る。 

第３１条 業務方法書第５４条第１項の規定によ

る有価証券等清算取次ぎの委託に係る通知は、

ＭａｒｋｉｔＷｉｒｅを用いる方法により行う

ものとする。 

２ 業務方法書第５４条第１項（業務方法書第５

４条の２第１項において準用する場合を含む。）

に規定する当社が定める事項は、当社が通知又

２ 業務方法書第５４条第１項に規定する当社が

定める事項は、当社が通知又は公示により指定

する事項とする。 
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は公示により指定する事項とする。 

  

（清算取次原取引の要件） （清算取次原取引の要件） 

第３２条 業務方法書第５４条第３項第１号ｃ

（業務方法書第５４条の２第１項において準用

する場合を含む。）に規定する当社の定める清

算取次原取引の要件は、次のすべての要件とす

る。 

（１）・（２） （略） 

第３２条 業務方法書第５４条第３項第１号ｃに

規定する当社の定める清算取次原取引の要件

は、次のすべての要件とする。 

 

 

（１）・（２） （略） 

  

（有価証券等清算取次ぎの委託に基づく金利スワ

ップ取引の成立） 

（有価証券等清算取次ぎの委託に基づく金利スワ

ップ取引の成立） 

第３３条 業務方法書第５５条第１項（業務方法

書第５５条の２において準用する場合を含む。）

に規定する清算委託者から有価証券等清算取次

ぎの委託を受けた受託清算参加者と当該委託に

係る指定相手方との間の金利スワップ取引は、

当該清算委託者及び当該指定相手方（当該指定

相手方が有価証券等清算取次ぎの委託を受けた

受託清算参加者であるときは、当該委託をした

清算委託者）が第９条第２号に規定する当社が

通知又は公示により定める照合方法又は電子取

引基盤を用いる方法により当社が通知又は公示

により指定する事項を当社に通知し、当社にお

いて債務負担要件が充足されたことを確認した

ことを停止条件として、当該確認の時点におい

て同項の規定に従って成立するものとする。 

第３３条 業務方法書第５５条第１項に規定する

清算委託者から有価証券等清算取次ぎの委託を

受けた受託清算参加者と当該委託に係る指定相

手方との間の金利スワップ取引は、当該清算委

託者及び当該指定相手方（当該指定相手方が有

価証券等清算取次ぎの委託を受けた受託清算参

加者であるときは、当該委託をした清算委託者）

がＭａｒｋｉｔＷｉｒｅを用いる方法により当

社が通知又は公示により指定する事項を当社に

通知し、当社において債務負担要件が充足され

たことを確認したことを停止条件として、当該

確認の時点において同項の規定に従って成立す

るものとする。 

  

（清算取次原取引と同一である条件） （清算取次原取引と同一である条件） 

第３４条 業務方法書第５４条第３項第２号（業

務方法書第５４条の２第１項において準用する

場合を含む。）に規定する当社が定める制限は、

当社が通知で定める委託取引口座毎のリスクに

係る制限とする。 

第３４条 業務方法書第５４条第３項第２号に規

定する当社が定める制限は、当社が通知で定め

る委託取引口座毎のリスクに係る制限とする。 

２ 業務方法書第５４条第４項第１号（業務方法

書第５４条の２第１項において準用する場合を

２ 業務方法書第５４条第４項第１号及び第５５

条第１項に規定する当社が定める条件は、当社
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含む。）及び第５５条第１項（業務方法書第５

５条の２において準用する場合を含む。）に規

定する当社が定める条件は、当社が公示により

定める。 

が公示により定める。 

  

（清算委託取引終了時の清算約定（委託分）の取

扱い） 

（清算委託取引終了時の清算約定（委託分）の取

扱い） 

第３５条 業務方法書第５５条第４項（業務方法

書第５５条の２において準用する場合を含む。）

に規定する当社が定める場合は、清算受託契約

の定めるところによりすべての清算委託取引が

終了した場合とする。 

第３５条 業務方法書第５５条第４項に規定する

当社が定める場合は、清算受託契約の定めると

ころによりすべての清算委託取引が終了した場

合とする。 

２ 業務方法書第５５条第４項（業務方法書第５

５条の２において準用する場合を含む。）に規

定する当社が定める時点は、清算委託取引の終

了について受託清算参加者から当社に届出があ

った日の翌当社営業日とする。 

２ 業務方法書第５５条第４項に規定する当社が

定める時点は、清算委託取引の終了について受

託清算参加者から当社に届出があった日の翌当

社営業日とする。 

  

（清算約定（委託分）に関する任意解約又は一括

コンプレッションの申込み） 

 

第３５条の２ 業務方法書第５７条第１項に規定

する当社が定める方法は、第９条第２号に規定

する当社が通知又は公示により定める照合方法

又は電子取引基盤を用いる方法とする。 

（新設） 

２ 業務方法書第５７条第２項に規定する当社が

定める方法は、当社が通知又は公示により定め

る。 

 

３ 業務方法書第５７条の２第２項に規定する当

社が定める内容は、当社が通知又は公示により

定める。 

 

  

（清算約定（委託分）の承継時に授受する金銭等

に関する事項） 

 

第３５条の３ 業務方法書第５８条の３第１項に

規定する期限前終了手数料及び承継時支払金額

は、次に定めるところにより算出するものとす

（新設） 
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る。 

（１） 期限前終了手数料の額は、当該各清算

約定について当該終了の日の前当社営業日ま

でに当社から清算参加者に預託すべき変動証

拠金の差引累計額（変動証拠金の総支払額か

ら総受取額を控除した額をいう。以下本条に

おいて同じ。）と同額とし、差引累計額が正

数の場合には当社から清算参加者に期限前終

了手数料を支払い、差引累計額が負数の場合

には清算参加者から当社に期限前終了手数料

を支払うものとする。 

（２） 当社、承継清算参加者及び清算委託者

は、対象清算約定（業務方法書第５８条の２

第３項に規定する対象清算約定をいう。）の

終了日の前当社営業日までに清算委託者が承

継元清算参加者に預託した変動証拠金の差引

累計額と同額の承継時支払金額を授受するも

のとする。この場合において、当該差引累計

額が正数の場合には当社から承継清算参加者

及び承継清算参加者から清算委託者に承継時

支払金額を支払い、差引累計額が負数の場合

には清算委託者から承継清算参加者及び承継

清算参加者から当社に承継時支払金額を支払

う。 

２ 当社、承継清算参加者、承継元清算参加者及

び清算委託者は、前項の規定による承継時支払

金額、期限前終了手数料及び変動証拠金の授受

を行う（業務方法書第５８条の３第１項の規定

により当社に預託又は交付されたものを除

く。）。 

 

  

（承継により新たに発生する権利義務に関する事

項） 

 

第３５条の４ 業務方法書第５８条の３第２項第

１号及び第２号に規定する当社が定める条件

は、当社が通知又は公示により定める。 

（新設） 
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（ヘッジ口座及びノンヘッジ口座の区分）  

第３５条の５ 清算参加者は、業務方法書第５９

条第７項の申告及び届出は、清算委託者が主と

してヘッジ取引（ＣＦＴＣ Ｒｅｇｕｌａｔｉｏ

ｎ １．３（ｋｋｋ）及び（ｚ）に規定するＨｅ

ｄｇｉｎｇに係る取引をいう。以下同じ。）を

行っている場合は、当該口座をヘッジ口座とし

て、主としてヘッジ取引以外の目的で取引を行

っている場合は、当該口座をノンヘッジ口座と

して行うものとする。 

（新設） 

  

（変動証拠金所要額） （変動証拠金所要額） 

第３８条 業務方法書第７８条第１項に規定する

当社が定める変動証拠金所要額の算出方法及び

同条第２項に規定する当社が定める清算約定

（委託分）の変動証拠金所要額の算出方法は、

算出日の前当社営業日の午後３時２分における

清算イールド・カーブに基づいて当該当社営業

日の午後４時の時点における清算約定（当該時

点までに業務方法書第５３条に規定する任意解

約の申込みがなされた適格金利スワップ取引を

除く。）について算出した正味現在価値と、算

出日の午後３時２分における清算イールド・カ

ーブに基づいて当該算出日の午後４時の時点に

おける各清算約定（当該時点までに業務方法書

第５３条に規定する任意解約の申込みがなされ

た適格金利スワップ取引を除く。）について算

出した正味現在価値の差額に相当する額を求め

る方法とする。 

第３８条 業務方法書第７８条第１項に規定する

当社が定める変動証拠金所要額の算出方法及び

同条第２項に規定する当社が定める清算約定

（委託分）の変動証拠金所要額の算出方法は、

算出日の前当社営業日の午後３時２分における

清算イールド・カーブに基づいて当該当社営業

日の午後４時の時点における清算約定（当該時

点までに債務負担の申込みがなされた適格金利

スワップ取引を含む。）について算出した正味

現在価値と、算出日の午後３時２分における清

算イールド・カーブに基づいて当該算出日の午

後４時の時点における各清算約定（当該時点ま

でに債務負担の申込みがなされた適格金利スワ

ップ取引を含む。）について算出した正味現在

価値の差額に相当する額を求める方法とする。 

２ （略） ２ （略） 

  

（資金決済の方法） （資金決済の方法） 

第４３条 業務方法書第８５条第１項に規定する

当社が定める金銭の授受は、次に掲げる金銭の

授受とする。 

第４３条 業務方法書第８５条第１項に規定する

当社が定める金銭の授受は、次に掲げる金銭の

授受とする。 
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（１）～（９） （略） 

（１０） 任意解約手数料 

（１）～（９） （略） 

（新設） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

  

（清算預託金の管理） （清算預託金の管理） 

第４４条 業務方法書第８７条第１項に規定する

当社が定める方法は、次の各号に掲げる清算預

託金（清算委託者が預託した当初証拠金を除

く。）の資産区分に応じて、当該各号に定める

方法とする。 

（１） 金銭 

次に掲げる方法により当社の固有資産、他

の清算業務に係る預かり資産及び清算委託者

の当初証拠金とは分別して保管し、清算参加

者ごとに、清算預託金の種類（金利スワップ

清算基金、当初証拠金、第三階層特別清算料

担保金及び破綻時証拠金の種類をいう。以下

本条において同じ。）に区分して帳簿により

管理する。 

ａ・ｂ （略） 

（２） （略） 

（３） 財務省証券 

次に掲げる方法により当社の固有財産、他

の清算業務に係る預かり資産及び清算委託者

の当初証拠金とは分別して保管し、清算参加

者ごとに、清算預託金の種類に区分して帳簿

により管理する。 

ａ・ｂ （略） 

第４４条 業務方法書第８７条第１項に規定する

当社が定める方法は、次の各号に掲げる清算預

託金の資産区分に応じて、当該各号に定める方

法とする。 

 

（１） 金銭 

次に掲げる方法により当社の固有資産及び

他の清算業務に係る預かり資産とは分別して

保管し、清算参加者ごとに、清算預託金の種

類（金利スワップ清算基金、当初証拠金、第

三階層特別清算料担保金及び破綻時証拠金の

種類をいう。以下本条において同じ。）に区

分して帳簿により管理する。 

 

ａ・ｂ （略） 

（２） （略） 

（３） 財務省証券 

次に掲げる方法により当社の固有財産とは

分別して保管し、清算参加者ごとに、清算預

託金の種類に区分して帳簿により管理する。 

 

 

ａ・ｂ （略） 

２ 清算委託者（次項に規定する清算委託者を除

く。以下本項において同じ。）の当初証拠金に

係る業務方法書第８７条第１項に規定する当社

が定める方法は、次の各号に掲げる清算委託者

の当初証拠金の資産区分に応じて、当該各号に

定める方法とする。 

（１） 金銭 

次に掲げる方法により当社の固有資産、他

（新設） 
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の清算業務に係る預かり資産及び清算参加者

が預託した清算預託金とは分別して保管し、

清算委託者ごとに区分して帳簿により管理す

る。 

ａ 当社名義の決済性預金口座への預金 

ｂ 信託業務を営む銀行への金銭信託 

（２） 国債証券 

次に掲げる方法により当社の固有財産とは

分別して保管し、清算委託者ごとに区分して

帳簿により管理する。 

ａ 日本銀行の国債振替決済制度において日

本銀行に開設された当社名義の分別管理口

への記録 

ｂ 信託業務を営む銀行への信託 

（３） 財務省証券 

次に掲げる方法により当社の固有財産、他

の清算業務に係る預かり資産及び清算参加者

が預託した清算預託金とは分別して保管し、

清算委託者ごとに区分して帳簿により管理す

る。 

ａ アメリカ合衆国ニューヨーク州ニューヨ

ーク市に所在する銀行に開設された当社名

義の口座への記録 

ｂ 信託業務を営む銀行への信託 

３ ＦＣＭ清算参加者（Ｕ．Ｓ．Ｃｏｍｍｏｄｉ

ｔｙ Ｅｘｃｈａｎｇｅ Ａｃｔ に規定された

Ｆｕｔｕｒｅｓ Ｃｏｍｍｉｓｓｉｏｎ Ｍｅｒ

ｃｈａｎｔ（以下「ＦＣＭ」という。以下同じ。）

である清算参加者をいう。）と清算受託契約を

締結した清算委託者の当初証拠金に係る業務方

法書第８７条第１項に規定する当社が定める方

法は、ＣＦＴＣ Ｒｅｇｕｌａｔｉｏｎ １．４

９に基づき信託業務を営む銀行への信託日本銀

行に預託により当社の固有資産、他の清算業務

に係る預かり資産、清算参加者が預託した清算

預託金及び前項の清算委託者が預託した当初証

（新設） 
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拠金とは分別して保管し、清算委託者ごとに区

分して帳簿により管理する方法とする。 

  

（清算預託金の運用）  

第４４条の２ 業務方法書第８７条第２項に規定

する運用は、ＦＣＭ清算参加者と清算受託契約

を締結している清算委託者に係る当初証拠金以

外の清算預託金を対象とする。 

（新設） 

  

（ＦＣＭの登録に関する届出）  

第４７条の２ 清算参加者は、ＦＣＭとして登録

しようとする場合又はＦＣＭとしての登録を抹

消しようとする場合には、あらかじめその旨を

当社に届け出るものとする。 

（新設） 

  

（ＦＣＭ清算参加者の報告事項）  

第４７条の３ ＦＣＭ清算参加者は、ＣＦＴＣ Ｒ

ｅｇｕｌａｔｉｏｎ２２．１４ （ｃ） （２）

に基づき当社に報告するものとする。 

（新設） 

２ ＦＣＭ清算参加者は、ＣＦＴＣ Ｒｅｇｕｌａ

ｔｉｏｎ Ｐａｒｔ １７及びＰａｒｔ ２０に

基づきＵ．Ｓ． Ｃｏｍｍｏｄｉｔｙ Ｆｕｔｕ

ｒｅｓ Ｔｒａｄｉｎｇ Ｃｏｍｍｉｓｓｉｏｎ

に対して報告した場合は、当該報告に係る写し

を提出することにより当社に報告するものとす

る。 

 

  

 

 

付  則 

 この改正規定は、平成２６年２月２４日から施

行する。 

 

 

  

  

別表２ 当初証拠金所要額の算出方法 別表２ 当初証拠金所要額の算出方法 
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１ 当初証拠金所要額 

（１）清算約定（自己分）に係る当初証拠金所

要額 

ａ 清算約定（自己分）に係る当初証拠金所

要額は、自己取引口座の算出日の午後４時

時点における清算約定（当該時点までに業

務方法書第５３条に規定する任意解約の申

込みがなされた清算約定を除く。以下本号

において同じ。）の同日午後３時２分時点

の清算イールド・カーブに基づき算出した

正味現在価値について、想定変動イール

ド・カーブにより算出した正味現在価値の

変動額を算出し、当該変動額が負の数とな

るものについてその絶対値が最も大きい額

をいう。ただし、当社が市場環境の急激な

変化が生じた場合その他当社の金利スワッ

プ取引清算業務の適切な遂行を確保する観

点から必要と認める場合には、当該額を臨

時に変更することができる。 

ｂ （略） 

（２） 清算約定（委託分）（業務方法書第９

４条に定める清算委託者以外の清算委託者に

係るものに限る。）に係る当初証拠金所要額 

前号の規定は、清算約定（委託分）に係

る当初証拠金所要額の算出について準用す

る。この場合において、同号中「自己取引

口座の」とあるのは「各委託取引口座の」

と読み替えるものとする。 

 

 

 

 

 

（３） 清算約定（委託分）（業務方法書第９

４条に定める清算委託者に係るものに限る。）

１ 当初証拠金所要額 

（１）清算約定（自己分）に係る当初証拠金所

要額 

ａ 清算約定（自己分）に係る当初証拠金所

要額は、自己取引口座の算出日の午後４時

時点における清算約定（当該時点までに債

務負担の申込みがなされた適格金利スワッ

プ取引を含む。以下本号において同じ。）

の同日午後３時２分時点の清算イールド・

カーブに基づき算出した正味現在価値につ

いて、想定変動イールド・カーブにより算

出した正味現在価値の変動額を算出し、当

該変動額が負の数となるものについてその

絶対値が最も大きい額をいう。ただし、当

社が市場環境の急激な変化が生じた場合そ

の他当社の金利スワップ取引清算業務の適

切な遂行を確保する観点から必要と認める

場合には、当該額を臨時に変更することが

できる。 

ｂ （略） 

（２） 清算約定（委託分）に係る当初証拠金

所要額 

 

前号の規定は、清算約定（委託分）に係

る当初証拠金所要額の算出について準用す

る。この場合において、同号中「自己取引

口座の」とあるのは「各委託取引口座の」

と読み替えるものとする。ただし、当社が

市場環境の急激な変化が生じた場合その他

当社の金利スワップ取引清算業務の適切な

遂行を確保する観点から必要と認める場合

には、当該額を臨時に変更することができ

る。 

（新設） 
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に係る当初証拠金所要額（ノンヘッジ口座に

係るものを除く。） 

第１号の規定は、本号に規定する当初証

拠金所要額の算出について準用する。この

場合において、同号中「自己取引口座の」

とあるのは「各委託取引口座の」と、「５

日間の変動率」とあるのは「７日間の変動

率」と読み替えるものとする（以下、本号

における想定変動イールド・カーブを「特

別想定変動イールド・カーブ」という。）。 

（４） ノンヘッジ口座に係る当初証拠金所要

額 

前号本文の規定により算出した当初証拠

金所要額に１．１を乗じた額とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

２ 日中証拠金所要額 

（１） 清算約定（自己分）に係る日中証拠金

所要額 

ａ 清算約定（自己分）に係る日中証拠金所

要額は、自己取引口座の算出日の正午時点

における清算約定について算出した当初証

拠金相当額に変動証拠金相当額を加減した

額とする。ただし、当社が市場環境の急激

な変化が生じた場合その他当社の金利スワ

ップ取引清算業務の適切な遂行を確保する

観点から必要と認める場合には、当該額を

臨時に変更することができる。 

 

 

 

ｂ （略） 

ｃ 上記ａに規定する「変動証拠金相当額」

とは、算出日の前当社営業日の午後４時の

時点における清算約定（当該時点までに業

務方法書第５３条に規定する任意解約の申

込みがなされた適格金利スワップ取引を除

く。）について、同日の午後３時２分時点

２ 日中証拠金所要額 

（１） 清算約定（自己分）に係る日中証拠金

所要額 

ａ 清算約定（自己分）に係る日中証拠金所

要額は、自己取引口座の算出日の正午時点

における清算約定（当該時点までに債務負

担の申込みがなされた適格金利スワップ取

引を含む。以下本号において同じ。）につ

いて算出した当初証拠金相当額に変動証拠

金相当額を加減した額とする。ただし、当

社が市場環境の急激な変化が生じた場合そ

の他当社の金利スワップ取引清算業務の適

切な遂行を確保する観点から必要と認める

場合には、当該額を臨時に変更することが

できる。 

ｂ （略） 

ｃ 上記ａに規定する「変動証拠金相当額」

とは、算出日の前当社営業日の午後４時の

時点における清算約定（当該時点までに債

務負担の申込みがなされた適格金利スワッ

プ取引を含む。）について、同日の午後３

時２分時点の清算イールド・カーブに基づ
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の清算イールド・カーブに基づいて算出し

た正味現在価値と、前ａに規定する清算約

定について、算出日の午前１１時２分時点

の清算イールド・カーブに基づいて算出し

た正味現在価値の差額に相当する額とす

る。 

（２） 清算約定（委託分）（業務方法書第９

４条に定める清算委託者以外の清算委託者に

係るものに限る。）に係る日中証拠金所要額 

前号の規定は、清算約定（委託分）に係

る日中証拠金所要額の算出について準用す

る。この場合において、同号中「自己取引

口座の」とあるのは「各委託取引口座の」

と読み替えるものとする。 

 

 

 

 

 

（３） 清算約定（委託分）（業務方法書第９

４条に定める清算委託者に係るものに限る。）

に係る日中証拠金所要額（ノンヘッジ口座に

係るものを除く。） 

第１号の規定は、本号に規定する日中証

拠金所要額の算出について準用する。この

場合において、同号中「自己取引口座の」

とあるのは「各委託取引口座の」と、「前

項第１号ｂに定める「想定変動イールド・

カーブ」とあるのは、「前項第３号に定め

る特別想定変動イールド・カーブ」と読み

替えるものとする。 

（４） ノンヘッジ口座に係る日中証拠金所要

額 

前号の規定により算出した日中証拠金所

要額に１．１を乗じた額とする。 

いて算出した正味現在価値と、前ａに規定

する清算約定について、算出日の午前１１

時２分時点の清算イールド・カーブに基づ

いて算出した正味現在価値の差額に相当す

る額とする。 

 

（２） 清算約定（委託分）に係る日中証拠金

所要額 

 

前号の規定は、清算約定（委託分）に係

る日中証拠金所要額の算出について準用す

る。この場合において、同号中「自己取引

口座の」とあるのは「各委託取引口座の」

と読み替えるものとする。ただし、当社が

市場環境の急激な変化が生じた場合その他

当社の金利スワップ取引清算業務の適切な

遂行を確保する観点から必要と認める場合

には、当該額を臨時に変更することができ

る。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

３ 債務負担時所要証拠金 （新設） 
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（１） 清算約定（自己分）に係る債務負担時

所要証拠金 

ａ 清算約定（自己分）に係る債務負担時所

要証拠金は、当社が業務方法書第４８条第

１項に規定する債務負担の申込みに係る通

知を受領した時点における自己取引口座の

清算約定に当該申込みに係る適格金利スワ

ップ取引を加えた清算約定について算出し

た当初証拠金相当額に変動証拠金相当額を

加減した額とする。ただし、当社が市場環

境の急激な変化が生じた場合その他当社の

金利スワップ取引清算業務の適切な遂行を

確保する観点から必要と認める場合には、

当該額を臨時に変更することができる。 

ｂ 前ａに規定する「当初証拠金相当額」と

は、前ａの債務負担の申込みを受領した日

（以下本項において「申込受領日」という。）

の午前１１時２分時点（午前１１時から正

午までの間に債務負担の申込みを受領した

場合は、当該申込受領日の前当社営業日の

午後３時２分時点）における気配値を基に

作成した清算イールド・カーブに基づいて

算出した正味現在価値について、第１項第

１号ｂに定める想定変動イールド・カーブ

により算出した正味現在価値の変動額を算

出し、当該変動額が負の数となるものにつ

いてその絶対値が最も大きい額とする。 

ｃ 上記ａに規定する「変動証拠金相当額」

とは、申込受領日の午前１１時の時点にお

ける清算約定について、申込受領日の前当

社営業日の午後３時２分時点の清算イール

ド・カーブに基づいて算出した正味現在価

値と、前ａに規定する清算約定について、

申込受領日の午前１１時２分時点の清算イ

ールド・カーブ（午前１１時から正午まで

の間に債務負担の申込みを受領した場合
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は、当該申込受領日の前当社営業日の午後

３時２分時点における気配値を基に作成し

た清算イールド・カーブ）に基づいて算出

した正味現在価値の差額に相当する額とす

る。 

（２） 清算約定（委託分）（業務方法書第９

４条に定める清算委託者以外の清算委託者に

係るものに限る。）に係る債務負担時所要証

拠金 

前号の規定は、清算約定（委託分）に係

る債務負担時所要証拠金の算出について準

用する。この場合において、同号中「自己

取引口座の」とあるのは「各委託取引口座

の」と読み替えるものとする。 

（３） 清算約定（委託分）（業務方法書第９

４条に定める清算委託者に係るものに限る。）

に係る債務負担時所要証拠金（ノンヘッジ口

座に係るものを除く。） 

第１号の規定は、本号に規定する債務負

担時所要証拠金の算出について準用する。

この場合において、同号中「自己取引口座

の」とあるのは「各委託取引口座の」と、

「第１項第１号ｂに定める想定変動イール

ド・カーブ」とあるのは、「第１項第３号

に定める特別想定変動イールド・カーブ」

と読み替えるものとする。 

（４） ノンヘッジ口座に係る債務負担時所要

証拠金 

前号の規定により算出した債務負担時所

要証拠金に１．１を乗じた額とする。 

  

様式第３号 清算受託契約の様式 様式第３号 清算受託契約の様式 

  

（定義） （定義） 

第２条 本契約において使用する用語は、金融商

品取引法（昭和２３年法律第２５号）及び業務

第２条 本契約において使用する用語は、金融商

品取引法（昭和２３年法律第２５号）及び業務
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方法書等において使用される用語の例によるほ

か、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

（１） 「委託清算約定」とは、本契約に基づ

く乙の有価証券等清算取次ぎの委託に基づ

き、甲とクリアリング機構の間に成立する清

算約定をいう。 

（２） （略） 

（３） 「期限前終了金額」とは、第３０条の

規定によりすべての本清算委託取引が終了し

た場合に甲乙間で授受すべき金銭をいう。 

（４）～（７） （略） 

（８） 「承継」とは、業務方法書等の定める

ところにより、クリアリング機構、承継清算

参加者及び乙の間で乙を当事者とする清算委

託取引及び当該清算委託取引に係る清算約定

（委託分）に係る権利義務を新たに発生させ

るとともに、それに伴う金銭の授受及び権利

義務の処理を行うことをいう。 

（９） 「承継清算参加者」とは、承継により

発生する権利義務の当事者となる甲以外の清

算参加者をいう。 

（１０） 「本清算委託取引」とは、本契約に

基づく個別の有価証券等清算取次ぎの委託に

より成立する甲乙間の法律関係であって、当

該委託により成立する委託清算約定と同一の

経済的効果を有するものをいう。 

方法書等において使用される用語の例によるほ

か、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

（１） 「委託清算約定」とは、乙の有価証券

等清算取次ぎの委託に基づき、甲とクリアリ

ング機構の間に成立する清算約定をいう。 

 

（２） （略） 

（３） 「期限前終了金額」とは、第３０条の

規定によりすべての委託清算約定が終了した

場合に甲乙間で授受すべき金銭をいう。 

（４）～（７） （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

  

（有価証券等清算取次ぎの委託） （有価証券等清算取次ぎの委託） 

第４条 （略） 第４条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前項の規定にかかわらず、乙が甲と同一の企

業集団に含まれない者である場合、前項の規定

中「委託を申込み、甲がこれを承諾したもの」

とあるのは、「委託の申込みを行ったもの」と

読み替えられるものとする。 

（新設） 
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４ 前２項の規定は、次のいずれかに該当する場

合には、適用しない。 

（１）・（２） （略） 

３ 前項の規定は、次のいずれかに該当する場合

には、適用しない。 

（１）・（２） （略） 

５ 第３項の規定による読替え後の第２項の規定

により甲に対して有価証券等清算取次ぎの委託

の申込みが行われたものとみなされ、業務方法

書等の規定に従いクリアリング機構が甲に対し

て当該申込みに係る通知を行った場合には、甲

は、当該通知に係る金利スワップ取引の有価証

券等清算取次ぎの委託の申込みに対する諾否に

ついて、クリアリング機構に対して通知するも

のとする。 

（新設） 

  

（委託清算約定の成立） （委託清算約定の成立） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、乙が甲と同一の企

業集団に含まれない者である場合、前項の規定

中「同条第２項の規定により有価証券等清算取

次ぎの申込み及び承諾があったものとみなされ

るとき」とあるのは、「甲が同条第５項の規定

により有価証券等清算取次ぎの委託の申込みに

ついて承諾する旨をクリアリング機構に対して

通知したとき」と読み替えられるものとする。 

（新設） 

３ 前２項の規定により甲及び指定相手方との間

で金利スワップ取引が成立した場合には、業務

方法書等の定めるところにより、甲及び当該指

定相手方が、クリアリング機構に対して当該金

利スワップ取引に係る債務負担の申込みに係る

通知をしたものとみなされる。 

２ 前項の規定により甲及び指定相手方との間で

金利スワップ取引が成立した場合には、業務方

法書等の定めるところにより、甲及び当該指定

相手方が、クリアリング機構に対して当該金利

スワップ取引に係る債務負担の申込みに係る通

知をしたものとみなされる。 

４ （略） ３ （略） 

  

 （デクリアーの申込みに係る代理権の付与） 

第７条 削除 第７条 甲は、乙に対して、本契約及び業務方法

書等の定めるところにより、甲を代理し、クリ

アリング機構に対し委託清算約定に関するデク

リアーの申込みをする権限を付与する。 
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（決済金額の授受） （決済金額の授受） 

第８条 乙は、甲が委託清算約定について決済金

額をクリアリング機構に交付すべき場合には、

当該決済金額に相当する金銭を、クリアリング

機構への交付時限（乙による交付が実務上困難

な場合には、翌々ＪＳＣＣ営業日における当該

時限）までの甲乙間で合意する時限までに、甲

乙が合意する方法により甲に交付する。 

第８条 乙は、甲が委託清算約定について決済金

額をクリアリング機構に交付すべき場合には、

当該決済金額に相当する金銭を、クリアリング

機構への交付時限までの甲が定める時限まで

に、甲が定める方法により甲に交付する。 

２ （略） ２ （略） 

  

（清算取次口座） （清算取次口座） 

第９条 甲は、本清算委託取引の内容、本清算委

託取引に係る当初証拠金、委託当初証拠金、変

動証拠金その他本契約並びに業務方法書等に基

づいて乙との間で授受される金銭等を管理する

ための口座（以下「本清算取次口座」という。）

を開設する。 

第９条 甲は、清算委託取引の内容、清算委託取

引に係る当初証拠金、委託当初証拠金、変動証

拠金その他本契約並びに業務方法書等に基づい

て乙との間で授受される金銭等を管理するため

の口座（以下「清算取次口座」という。）を開

設する。 

２ 甲は、乙の請求があった場合には、乙のため

に開設した本清算取次口座を複数に区分する口

座を開設することができる。 

２ 甲は、乙の請求があった場合には、乙のため

に開設した清算取次口座を複数に区分する口座

を開設することができる。 

  

（ヘッジ口座・ノンヘッジ口座に関する申告）  

第９条の２ 乙は、業務方法書等の定めるところ

により、甲に対し、本清算取次口座に対応する

委託取引口座に係るヘッジ口座又はノンヘッジ

口座の種別について申告を行うものとする。当

該種別を変更する場合も同様とする。 

（新設） 

  

（当初証拠金の預託義務） （当初証拠金の預託義務） 

第１１条 （略） 第１１条 （略） 

２ 委託清算約定に係る当初証拠金所要額は、業

務方法書等の定めるところにより、クリアリン

グ機構が算出するものとし、甲は当該所要額を

乙に対して通知するものとする。 

２ 委託清算約定に係る当初証拠金所要額は、業

務方法書等の定めるところにより、クリアリン

グ機構が算出するものとする。 

３ （略） ３ （略） 
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（当初証拠金の預託時限） （当初証拠金の預託時限） 

第１３条 乙は、各ＪＳＣＣ営業日において、委

託清算約定に係る当初証拠金（以下単に「当初

証拠金」という。）としてクリアリング機構に

預託した金銭及び代用有価証券の額並びに本清

算委託取引に係る委託当初証拠金（以下単に「委

託当初証拠金」という。）として甲に預託した

金銭及び代用有価証券の額の合計額（以下「当

初証拠金等預託額」という。）が当初証拠金預

託必要額に不足する場合には、その不足が生じ

た日の翌ＪＳＣＣ営業日（乙が不足額を預託す

るための業務執行手順を構築することが実務上

困難であると甲乙間であらかじめ合意した場合

は、当該不足額が発生した日の翌々ＪＳＣＣ営

業日）のクリアリング機構への預託時限までの

甲乙間で合意する日時までに、その不足額を甲

に交付するものとする。 

第１３条 乙は、各ＪＳＣＣ営業日において、当

初証拠金としてクリアリング機構に預託した金

銭及び代用有価証券の額並びに委託当初証拠金

として甲に預託した金銭及び代用有価証券の額

の合計額（以下「当初証拠金預託額」という。）

が当初証拠金預託必要額に不足する場合には、

その不足が生じた日の翌ＪＳＣＣ営業日（乙が

非居住者である場合は、当該不足額が発生した

日から起算して３ＪＳＣＣ営業日目）までの甲

が指定する日時までに、その不足額を甲に交付

するものとする。 

  

（日中証拠金の預託義務） （日中証拠金の預託義務） 

第１４条 （略） 第１４条 （略） 

２ 委託清算約定に係る日中証拠金所要額は、業

務方法書等の定めるところにより、クリアリン

グ機構が算出するものとし、甲は当該所要額を

乙に対して通知するものとする。 

２ 委託清算約定に係る日中証拠金所要額は、業

務方法書等の定めるところにより、クリアリン

グ機構が算出するものとする。 

  

（日中証拠金の預託時限） （日中証拠金の預託時限） 

第１５条 乙は、当初証拠金等預託額が、クリア

リング機構に預託すべき日中証拠金預託必要額

に不足する場合には、その不足が生じた日（乙

が不足額を預託するための業務執行手順を構築

することが実務上困難であると甲乙間であらか

じめ合意した場合は、当該不足額が発生した日

の翌々ＪＳＣＣ営業日まで）のクリアリング機

構への預託時限までの甲乙間で合意する日時ま

でに、その不足額を甲に交付するものとする。 

第１５条 乙は、当初証拠金預託額が、当社に預

託すべき日中証拠金預託必要額に不足する場合

には、その不足が生じた日（乙が非居住者であ

る場合は、当該不足額が発生した日の翌ＪＳＣ

Ｃ営業日まで）の甲が指定する日時までに、そ

の不足額を甲に交付するものとする。 
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２ 当初証拠金等預託額が、クリアリング機構の

債務負担により再計算された債務負担時所要証

拠金の額以上となった場合には、日中証拠金預

託必要額（日中証拠金について甲乙間に別段の

合意がない場合に限る。）の不足は解消された

ものとする。 

（新設） 

  

（差換預託） （差換預託） 

第１６条 第１２条の規定にかかわらず、甲は、

あらかじめ乙の書面による同意を得て、乙から

交付を受けた金銭又は代用有価証券を委託当初

証拠金として保管することができる。 

第１６条 第１１条、第１２条及び第１２の３の

規定にかかわらず、甲は、あらかじめ乙の書面

による同意を得て、乙から交付を受けた金銭又

は有価証券を委託当初証拠金として保管するこ

とができる。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

  

（当初証拠金の返還請求権） （当初証拠金の返還請求権） 

第１７条 クリアリング機構に対する当初証拠金

の返還請求権は、次の各号に掲げる者が、当該

各号に定める金額に相当する部分について有す

るものとする。 

（１） 乙 

乙がクリアリング機構に預託した当初証拠

金の額及び甲が委託清算約定に関してクリア

リング機構に預託した差換当初証拠金の合計

額（以下「当初証拠金預託総計額」という。）

から甲が委託清算約定に関してクリアリング

機構に対して負担する未履行債務（甲の破綻

等その他の事由による当該委託清算約定の処

理に伴って生じる債務のうち未履行であるも

のを含む。以下本項において同じ。）の額を

控除した額の範囲内で、乙がクリアリング機

構に預託した当初証拠金の額及び甲が委託清

算約定に関してクリアリング機構に預託した

差換当初証拠金の額のうち乙が甲に預託した

委託当初証拠金の額の合計額から、乙が本清

算委託取引に関して甲に対して負担する未履

第１７条 クリアリング機構に対する当初証拠金

に関する返還請求権は、次の各号に掲げる者が、

当該各号に定める金額に相当する部分について

有するものとする。 

（１） 乙 

乙がクリアリング機構に預託した当初証拠

金の額及び甲がクリアリング機構に預託した

差換当初証拠金の額のうち乙が甲に預託した

委託当初証拠金の額を限度として業務方法書

等で定める額の合計額から、乙が清算委託取

引に関して甲に対して負担する未履行債務

（当該清算委託取引の終了に伴って生じる債

務のうち未履行であるものを含む。）の額又

は未払いの期限前終了金額を控除した額 
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行債務（当該本清算委託取引の終了に伴って

生じる債務のうち未履行であるものを含む。）

の額又は未払いの期限前終了金額を控除した

額 

（２） 甲 

当初証拠金預託総計額から、甲が委託清算

約定に関してクリアリング機構に対して負担

する未履行債務の額及び第１号の額の合計額

を控除した額 

 

 

 

 

（２） 甲 

乙がクリアリング機構に預託した当初証拠

金の額及び甲がクリアリング機構に預託した

差換当初証拠金の額の合計額から、甲が委託

清算約定に関してクリアリング機構に対して

負担する未履行債務（甲の破綻等その他の事

由による委託清算約定の処理に伴って生じる

債務のうち未履行であるものを含む。）の額

及び第１号の額の合計額を控除した額 

２～６ （略） ２～６ （略） 

  

（変動証拠金） （変動証拠金） 

第２０条 （略） 第２０条 （略） 

２ 委託清算約定に係る変動証拠金所要額は、業

務方法書等の定めるところにより、クリアリン

グ機構が算出するものとし、甲は当該所要額を

乙に対して通知するものとする。 

（新設） 

  

（変動証拠金の授受） （変動証拠金の授受） 

第２１条 乙は、甲が委託清算約定に係る変動証

拠金をクリアリング機構に交付すべき場合に

は、当該変動証拠金に相当する金銭を、当該変

動証拠金の算出日の翌ＪＳＣＣ営業日（乙が交

付するための業務執行手順を構築することにつ

いて実務上困難であると甲乙間であらかじめ合

意した場合は、変動証拠金算出日から起算して

翌々ＪＳＣＣ営業日）のクリアリング機構への

交付時限までの甲乙間で合意する時限までに、

甲乙間で合意する方法により甲に交付する。 

第２１条 乙は、甲が委託清算約定に係る変動証

拠金をクリアリング機構に交付すべき場合に

は、当該変動証拠金に相当する金銭を、当該変

動証拠金の算出日の翌ＪＳＣＣ営業日（乙が非

居住者である場合は、変動証拠金算出日から起

算して３ＪＳＣＣ営業日目）のクリアリング機

構への交付時限までの甲が定める時限までに、

甲が定める方法により甲に交付する。 

２ （略） ２ （略） 

  

（変動証拠金に係る利息の授受） （変動証拠金に係る利息の授受） 
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第２２条 （略） 第２２条 （略） 

２ 乙は、甲が変動証拠金に係る利息をクリアリ

ング機構に交付すべき場合には、当該利息に相

当する金銭を、クリアリング機構への交付時限

までの甲乙間で合意する時限（乙による交付が

実務上困難な場合には、翌々ＪＳＣＣ営業日に

おける当該時限）までに、甲乙間で合意する方

法により甲に交付する。 

２ 乙は、甲が変動証拠金に係る利息をクリアリ

ング機構に交付すべき場合には、当該利息に相

当する金銭を、クリアリング機構への交付時限

までの甲が定める時限までに、甲が定める方法

により甲に交付する。 

３ （略） ３ （略） 

  

（変動証拠金の返還請求権） （変動証拠金の返還請求権） 

第２３条 甲及び乙は、本契約及び業務方法書等

の定めるところにより授受及び返還を行う場合

を除くほか、相手方に対し、本清算委託取引に

係る変動証拠金の返還を請求することができな

い。 

第２３条 甲及び乙は、本契約及び業務方法書等

の定めるところにより授受及び返還を行う場合

を除くほか、相手方に対し、変動証拠金の返還

を請求することができない。 

  

（期限の利益喪失事由が発生している場合等の証

拠金の返還請求権の取扱い） 

（期限の利益喪失事由が発生している場合等の証

拠金の返還請求権の取扱い） 

第２６条 乙は、次に掲げる場合には、すべての

本清算委託取引の決済が完了するまでの間、ク

リアリング機構及び甲に対し、本契約に基づい

て預託又は交付した証拠金（以下単に「証拠金」

という。）の返還請求権を行使することができ

ない。 

（１）・（２） （略） 

第２６条 乙は、次に掲げる場合には、すべての

清算委託取引の決済が完了するまでの間、クリ

アリング機構及び甲に対し、証拠金の返還請求

権を行使することができない。 

 

 

（１）・（２） （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

  

（変動証拠金等に相当する金銭の決済の方法）  

第２６条の２ 甲及び乙は、変動証拠金等に相当

する金銭の総受取額と総支払額を差引計算して

授受することができる。 

（新設） 

  

（当初証拠金及び変動証拠金等の差引計算）  

第２６条の３ 前条の規定により差引計算した結

果、乙が甲に対し変動証拠金等に相当する金銭

（新設） 
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を支払うこととなる場合には、当該金銭の支払

い及び第１１条に規定する当初証拠金の預託に

ついては、次に掲げる計算式の順序に従って差

引計算するものとし、それぞれ算出された額が

負の数になる場合には、乙は甲に対し当該額を

預託するものとする。ただし、第１号に係る預

託については、金銭により預託しなければなら

ない。 

（１） （前ＪＳＣＣ営業日末時点における当

初証拠金等預託額のうち金銭による預託額）

－（同時点において乙が甲に支払うこととな

る変動証拠金等に相当する金銭の額） 

（２） （前ＪＳＣＣ営業日末時点における当

初証拠金等預託額－充当金銭預託額（前号に

よる差引計算の結果、乙が甲に支払うことと

なる変動証拠金等に相当する金銭に充当され

た当初証拠金等預託額のうち金銭による預託

額をいう。））－（同時点における当初証拠

金預託必要額） 

２ 前条の規定により差引計算した結果、乙が甲

から変動証拠金等に相当する金銭を受領するこ

ととなる場合には、当該金銭の支払い及び第１

１条に規定する当初証拠金の預託については、

次に掲げる計算式に従って差引計算するものと

し、算出された額が負の数になる場合には、乙

は甲に対し当該額を預託するものとする。 

（前ＪＳＣＣ営業日末時点における当初証拠金

等預託額＋同時点において乙が甲から受領す

ることとなる変動証拠金等に相当する金銭の

額）－（前ＪＳＣＣ営業日末時点における当

初証拠金預託必要額） 

 

  

（返戻の申請及び当初証拠金のみなし預託）  

第２６条の４ 前条の差引計算の結果、乙が変動

証拠金等に相当する金銭を受領することとなる

場合には、甲に対し、受領する金銭の額を明ら

（新設） 



 
 

32 

かにしたうえで申請を行うことにより、当該金

銭を受領するものとする。 

２ 前項の申請がなされなかった場合、乙が受領

することとなる変動証拠金等に相当する金銭

は、当初証拠金として預託されたものとみなす。 

 

  

第４章 委託清算約定の任意解約及び一括コンプ

レッション 

第４章 委託清算約定のデクリアー 

  

（委託清算約定に関する任意解約又は一括コンプ

レッションの申込み） 

（委託清算約定に関するデクリアーの申込み） 

第２７条 乙は、甲に対して任意解約又は一括コ

ンプレッションの申込みの指図をしようとする

場合には、業務方法書等の定めるところにより、

その旨をクリアリング機構に通知するものとす

る。 

第２７条 乙は、甲を代理して、クリアリング機

構に対して委託清算約定のデクリアーの申込み

をすることができる。 

２ 甲及び乙は、前項の通知がクリアリング機構

に到達した場合には、業務方法書等の定めると

ころにより、乙が甲に対し任意解約又は一括コ

ンプレッションの申込みの指図を行い、甲がこ

れを承諾し申込みを行ったものとみなされるこ

とについて本契約をもってあらかじめ同意す

る。 

（新設） 

３ 前項の規定にかかわらず、乙が甲と同一の企

業集団に含まれない者である場合、前項の規定

中「申込みの指図を行い、甲がこれを承諾し申

込みを行ったもの」とあるのは、「申込みの指

図を行ったもの」と読み替えられるものとする。 

（新設） 

４ 前項の規定による読替え後の第２項の規定に

より甲に対して任意解約又は一括コンプレッシ

ョンの申込みの指図が行われたものとみなさ

れ、業務方法書等の規定に従いクリアリング機

構が甲に対して当該申込みの指図に係る通知を

行った場合には、甲は、当該通知に係る任意解

約及び一括コンプレッションの申込みの指図に

対する諾否について、クリアリング機構に対し

（新設） 
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て通知するものとする。 

  

（任意解約又は一括コンプレッションによる本清

算委託取引の終了） 

（デクリアーによる清算委託取引の終了） 

第２８条 任意解約又は一括コンプレッションに

より委託清算約定が終了した場合には、当該委

託清算約定に係る本清算委託取引も当然に終了

するものとする。この場合において、当該本清

算委託取引に関し、甲乙間に未決済の金銭があ

る場合には、甲及び乙は、速やかに当該金銭の

授受を行うものとする。 

第２８条 デクリアーにより委託清算約定が終了

した場合には、当該委託清算約定に係る清算委

託取引も当然に終了するものとする。この場合

において、当該清算委託取引に関し、甲乙間に

未決済の金銭がある場合には、甲及び乙は、速

やかに当該金銭の授受を行うものとする。 

（削る） ２ 前項の場合、デクリアーによる委託清算約定

及びその反対清算約定の終了と同時に、乙及び

当該反対清算約定の当事者である清算参加者

（当該反対清算約定が有価証券等清算取次ぎの

委託に基づくものであるときは、当該有価証券

等清算取次ぎの基となった清算取次原取引の当

事者である清算委託者）の間において、業務方

法書等の定めるところにより、クリアリング機

構が定める内容の金利スワップ取引が成立す

る。 

  

（一括コンプレッションによる本清算委託取引の

成立） 

 

第２８条の２ 一括コンプレッションにより甲と

クリアリング機構の間に新たな委託清算約定が

成立した場合には、甲乙間において当該委託清

算約定に係る本清算委託取引が同時に成立する

ものとする。 

（新設） 

  

第４章の２ 清算委託取引等の承継等 （新設） 

  

（他の清算参加者への本清算委託取引等の承継）  

第２８条の３ 乙は、業務方法書等の定めに従い、

承継清算参加者を経由してクリアリング機構に

クリアリング機構所定の承継申込書を交付し、
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当該承継の申込みをクリアリング機構が承諾し

た場合には、乙が承継清算参加者への承継を希

望する委託清算約定（以下「対象委託清算約定」

という。）に係る次に掲げる権利義務を一括し

て承継清算参加者に承継させることができる。 

（１） 甲及びクリアリング機構の間の対象委

託清算約定に係る権利義務（第５項の規定に

より対象委託清算約定が終了する直前のも

の）と業務方法書等の定める条件が同一とな

る権利義務 

（２） 甲及び乙の間の本清算委託取引に係る

権利義務（第５項の規定により対象委託清算

約定に係る本清算委託取引が終了する直前の

もの）と業務方法書等の定める条件が同一と

なる権利義務 

２ 甲及び乙は、前項の規定により承継清算参加

者が前項に掲げる権利義務を承継した場合（乙

のすべての委託清算約定に係る権利義務を承継

した場合に限る。）には、当該承継の時点で、

第１７条の規定により乙が返還請求権を有する

当初証拠金が承継清算参加者を代理人としてク

リアリング機構に預託された当初証拠金とみな

されることについて、本契約をもってあらかじ

め同意する。 

 

３ 乙は、第１項の規定によりクリアリング機構

に対して承継の申込みをする場合には、あらか

じめ、承継清算参加者に対して当該承継の申込

みをし、その承諾を得るとともに、甲に対して

当該承継の申込みを行う旨を通知するものとす

る。この場合において、業務方法書等の定める

ところにより当該承継が行われたと仮定してク

リアリング機構が算出する委託清算約定に係る

当初証拠金及び変動証拠金所要額その他委託清

算約定に関して甲乙間で授受すべき金額（前項

の規定により承継先清算参加者を代理人として

クリアリング機構に預託されたものとみなされ
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る当初証拠金を除く。）について、クリアリン

グ機構への交付時限までの甲乙間で合意する日

時までに、甲乙間で合意する方法により、甲に

対して交付するものとする。 

４ 第１項の規定により行われた承継の申込みに

ついて、クリアリング機構が承諾した場合には、

当該承諾の時点をもって第１項に掲げる権利義

務がクリアリング機構、承継清算参加者及び乙

の間でそれぞれ発生するものとする。 

 

５ 業務方法書等の定めるところによりクリアリ

ング機構、承継清算参加者及び乙の間で承継が

成立した場合には、当該成立と同時にクリアリ

ング機構と甲の間の対象委託清算約定及び甲乙

間の対象委託清算約定に係る本清算委託取引

は、当然に終了する。 

 

  

（他の清算参加者からの清算委託取引等の承継）  

第２８条の４ 乙の有価証券等清算取次ぎの委託

に基づき乙の計算において成立している他の清

算参加者（乙との間で清算受託契約を締結して

いる清算参加者に限る。以下本条において「承

継元清算参加者」という。）の清算約定（委託

分）その他業務方法書等に定める権利義務（以

下「承継対象清算約定等」という。）について、

業務方法書等の定めるところにより、乙が甲に

対して当該承継対象清算約定等の承継の申込み

をし、甲がこれを承諾しクリアリング機構に対

して承継申込書を提出した場合には、甲は、業

務方法書等の定めるところにより、当該承継対

象清算約定等を承継する。 

 

２ 甲は、前項の規定により承継元清算参加者の

承継対象清算約定等を承継する旨を承諾し、か

つ乙から業務方法書等の定めるところにより承

継申込書の交付を受けた場合には、承継を希望

する日の前ＪＳＣＣ営業日の午後１時までに、

クリアリング機構に対して、当該承継申込書（甲
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が当該承継の申込みを受けた旨、当該承諾をし

た旨及びクリアリング機構に承継の申込みをす

る旨並びに乙が承継元清算参加者に対して当該

承継について通知をした旨及びクリアリング機

構に承継の申込みをする旨が記載されているこ

とを要する。）を提出しなければならない。 

３ 第１項の規定により甲が承継元清算参加者の

承継対象清算約定等を承継した場合、承継した

承継元清算参加者の承継対象清算約定等を本契

約における委託清算約定及び本清算委託取引と

みなして、本契約の規定を適用する。 

 

４ 甲及び乙は、第１項の規定により甲が承継元

清算参加者の承継対象清算約定等を承継した場

合（甲を当事者とする乙のすべての清算約定（委

託分）に係る権利義務を承継した場合に限る。）

には、当該承継の時点で、乙と承継元清算参加

者の間の清算受託契約の規定により乙が返還請

求権を有する当初証拠金が甲を代理人としてク

リアリング機構に預託された当初証拠金とみな

されることについて、本契約をもってあらかじ

め同意する。 

 

  

（甲又は他の清算委託者への本清算委託取引の移

管） 

 

第２８条の５ 乙は、業務方法書等の定めに従い、

本清算委託取引を甲又は他の清算委託者（以下

「移管先清算委託者」という。）に移管（本清

算委託取引を業務方法書等の定めるところによ

り将来に向かって消滅させること又は本清算委

託取引を業務方法書等の定めるところにより将

来に向かって消滅させると同時に、甲に対して

有価証券等清算取次ぎの委託を行っている他の

清算委託者及び甲の間に当該本清算委託取引と

同一内容の新たな清算委託取引を成立させるこ

とをいう。以下本条及び次条において同じ。）

することができる。 
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２ 乙は、本清算委託取引を移管しようとする場

合には、あらかじめ甲（移管先清算委託者に本

清算委託取引を移管する場合には、当該移管先

清算委託者を含む。以下本項において同じ。）

との間で、当該移管に伴う甲及び乙の間の債権

債務の清算その他必要事項に関し、合意してお

かなければならない。 

 

  

（他の清算委託者からの清算委託取引の移管）  

第２８条の６ 乙は、業務方法書等の定めに従い、

甲に対して有価証券等清算取次ぎを行っている

他の清算委託者（以下「移管元清算委託者」と

いう。）から移管元清算委託者と甲との間の法

律関係（清算委託取引と同様の法律関係に限る。

以下「移管対象清算委託取引」という。）の移

管を受けることができる。 

 

２ 乙は、移管元清算委託者から移管対象清算委

託取引の移管を受けようとする場合には、あら

かじめ甲及び移管元清算委託者との間で、当該

移管に伴う乙、甲及び移管元清算委託者の間の

債権債務の清算その他必要事項に関し、合意し

ておかなければならない。 

 

  

（期限の利益喪失事由が発生した場合における本

清算委託取引の終了） 

（期限の利益喪失事由が発生した場合における清

算委託取引の終了） 

第３０条 甲は、乙について期限の利益喪失事由

が発生し、継続している場合には、本清算委託

取引の期限前終了日（本条の定めるところによ

りすべての本清算委託取引が委託清算約定の終

了日の到来によらずに終了する日をいう。以下

同じ。）を指定することができる。期限前終了

日の指定は、該当する期限の利益喪失事由を記

載した２０日以内の事前通知を乙に送付するこ

とにより、その効力を生じるものとする。ただ

し、甲乙間において、期限の利益喪失事由の全

部又は一部について、あらかじめ一定の日を期

第３０条 甲は、乙について期限の利益喪失事由

が発生し、継続している場合には、清算委託取

引の期限前終了日（本条の定めるところにより

すべての清算委託取引が委託清算約定の終了日

の到来によらずに終了する日をいう。以下同

じ。）を指定することができる。期限前終了日

の指定は、該当する期限の利益喪失事由を記載

した２０日以内の事前通知を乙に送付すること

により、その効力を生じるものとする。ただし、

甲乙間において、期限の利益喪失事由の全部又

は一部について、あらかじめ一定の日を期限前
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限前終了日として指定する旨の別段の合意があ

る場合には、当該合意に従う。 

終了日として指定する旨の別段の合意がある場

合には、当該合意に従う。 

２ 期限前終了日時点におけるすべての本清算委

託取引は、甲又は乙から別段の意思表示を要す

ることなく、期限前終了日において当然に終了

する。 

２ 期限前終了日時点におけるすべての清算委託

取引は、甲又は乙から別段の意思表示を要する

ことなく、期限前終了日において当然に終了す

る。 

３ 前２項の規定にかかわらず、乙について前条

第１項第３号ｄに掲げる期限の利益喪失事由が

発生した場合、すべての本清算委託取引は、甲

又は乙から別段の意思表示を要することなく、

当該期限の利益喪失事由が発生する直前におい

て当然に終了するものとし、その終了の日を期

限前終了日とする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、乙について前条

第１項第３号ｄに掲げる期限の利益喪失事由が

発生した場合、すべての清算委託取引は、甲又

は乙から別段の意思表示を要することなく、当

該期限の利益喪失事由が発生する直前において

当然に終了するものとし、その終了の日を期限

前終了日とする。 

４ 甲又は乙は、前２項の規定により本清算委託

取引が終了する場合には、あらかじめ、又はそ

の終了後遅滞なく、クリアリング機構に対し届

出を行うものとする。 

４ 甲又は乙は、前２項の規定により清算委託取

引が終了する場合には、あらかじめ、又はその

終了後遅滞なく、クリアリング機構に対し届出

を行うものとする。 

５ 第２項又は第３項の規定によりすべての本清

算委託取引が終了した場合、当該各本清算委託

取引に係る委託清算約定は、甲の自己の計算に

よる清算約定としてクリアリング機構との間で

存続するものとする。 

５ 第２項又は第３項の規定によりすべての清算

委託取引が終了した場合、当該各清算委託取引

に係る委託清算約定は、甲の自己の計算による

清算約定としてクリアリング機構との間で存続

するものとする。 

６ 甲は、期限前終了日以降、前項の規定により

自己の計算として存続する清算約定から甲に生

じ得る損失の全部又は一部を回避することを目

的とする取引（以下「リスク軽減取引」という。）

を行うことができる。この場合において、リス

ク軽減取引は、クリアリング機構の他の清算参

加者又は当該他の清算参加者の清算委託者を相

手方として、当該清算約定の全部又は一部から

甲に生じ得る損失を対象に行われる金利スワッ

プ取引（金利スワップ取引清算業務に関する業

務方法書の取扱い第９条各号の要件を満たすも

のに限る。）とする。 

（新設） 

７ 第２項又は第３項の規定によりすべての本清

算委託取引が終了した場合、甲及び乙は、当該

６ 第２項又は第３項の規定によりすべての清算

委託取引が終了した場合、甲及び乙は、当該各
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各本清算委託取引に関して期限前終了金額を授

受するものとする。この場合において、当該期

限前終了金額は、次の各号に掲げる額の第１号

から第３号まで金額の合計額から第４号の金額

を控除した金額とし、当該金額が正数の場合に

は甲から乙に期限前終了金額を支払い、当該金

額が負数の場合には乙から甲に期限前終了金額

を支払うものとする。 

 

 

 

 

 

（１） 甲が行ったリスク軽減取引に関して甲

が受領したアップフロントフィーの合計額か

ら、当該リスク軽減取引に関して甲が支払っ

たアップフロントフィーの合計額を控除した

額 

（２） 次のａ及びｂに掲げる取引について、

当該ａ及びｂに定める日において算出した正

味現在価値の合計額 

ａ リスク軽減取引及び委託清算約定のうち

リスク軽減取引の対象となった取引 

当該リスク軽減取引が行われた日 

ｂ 委託清算約定のうち、前ａに掲げる取引

以外の取引 

次項に規定する通知を行った日の前ＪＳ

ＣＣ営業日 

（３） 次のａからｃに掲げる取引について、

当該ａからｃに定める金額の合計額 

ａ 甲乙間に成立していた本清算委託取引 

当該本清算委託取引について、期限前終

了日までに甲が乙に対して支払うべき固定

金額、変動金額及びその他支払金額の合計

額のうち未払いの額から、期限前終了日ま

でに乙が甲に対して支払うべき固定金額、

清算委託取引に係る委託清算約定の期限前終了

日における当該各清算約定の正味現在価値に基

づく期限前終了金額を授受するものとする。こ

の場合において、当該各清算委託取引に係る期

限前終了金額は、当該各清算委託取引に係る委

託清算約定について期限前終了日の翌ＪＳＣＣ

営業日までに甲からクリアリング機構に預託す

べき変動証拠金の差引累計額（変動証拠金の総

支払額から総受取額を控除した額をいう。以下

同じ。）に相当する額とし、差引累計額が正数

の場合には乙から甲に期限前終了金額を支払

い、差引累計額が負数の場合には甲から乙に期

限前終了金額を支払う。 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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変動金額及びその他支払金額の合計額のう

ち未払いの額を控除した額 

ｂ 委託清算約定のうち、リスク軽減取引の

対象となった取引 

当該委託清算約定について、期限前終了

日から当該リスク軽減取引を行った日まで

に、甲が受領すべき固定金額、変動金額及

びその他支払金額の合計額から甲が支払う

べき固定金額、変動金額及びその他支払金

額の合計額を控除した額 

ｃ 委託清算約定のうち、前ｂに掲げる取引

以外の取引 

当該委託清算約定について、期限前終了

日から次項に規定する通知を行った日まで

に、甲が受領すべき固定金額、変動金額及

びその他支払金額の合計額から甲が支払う

べき固定金額、変動金額及びその他支払金

額の合計額を控除した額 

（４） 前３号に掲げるもののほか、委託清算

約定の処理に関し、甲が損失を被り、又は費

用若しくは債務を負担した場合には、当該損

失又は費用若しくは債務に相当する金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

８ 甲は、期限前終了日以降可能な限り速やかに、

第６項に規定するリスク軽減取引の執行及び前

項に規定する期限前終了金額の算出を行うもの

とし、当該期限前終了金額を算出した場合には、

当該期限前終了金額の明細（リスク軽減取引の

詳細及び当該リスク軽減取引から生じた損益の

内容、前項の規定に従い算出した期限前終了金

額の算出に利用した情報の内容を含む。）につ

いて、乙に対して通知するものとする。 

（新設） 

９ 甲及び乙が前条第３項の規定により同条第１

項第３号ｄに掲げる事由を変更する旨の合意を

した場合、第３項の規定は次のとおり読み替え

られるものとする。 

「前２項の規定にかかわらず、甲は、乙について

７ 甲及び乙が前条第３項の規定により同条第１

項第３号ｄに掲げる事由を変更する旨の合意を

した場合、第３項の規定は次のとおり読み替え

られるものとする。 

「前２項の規定にかかわらず、甲は、乙について
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前条第１項第３号ｄに掲げる期限の利益喪失事

由が発生し、継続している場合には、当該事由

の発生日から２０日間（以下本項において「期

限前終了日指定期間」という。）に限り、本清

算委託取引の期限前終了日を指定することがで

きる。この場合の期限前終了日の指定方法及び

その効力は前２項の規定に従う。甲が期限前終

了日指定期間内に期限前終了日の指定を行わな

かった場合、すべての本清算委託取引は、甲又

は乙から別段の意思表示を要することなく、当

該期限前終了日指定期間の満了時において当然

に終了する。」 

前条第１項第３号ｄに掲げる期限の利益喪失事

由が発生し、継続している場合には、当該事由

の発生日から２０日間（以下本項において「期

限前終了日指定期間」という。）に限り、清算

委託取引の期限前終了日を指定することができ

る。この場合の期限前終了日の指定方法及びそ

の効力は前２項の規定に従う。甲が期限前終了

日指定期間内に期限前終了日の指定を行わなか

った場合、すべての清算委託取引は、甲又は乙

から別段の意思表示を要することなく、当該期

限前終了日指定期間の満了時において当然に終

了する。」 

  

（本清算委託取引終了時における委託当初証拠金

等の返還） 

（清算委託取引終了時における委託当初証拠金等

の返還） 

第３１条 前条第２項又は第３項の規定によりす

べての本清算委託取引が終了した場合、甲は、

乙から預託を受けた委託当初証拠金を直ちに乙

に返還するものとする。ただし、次条の規定に

より当該委託当初証拠金に係る債権債務が清算

される場合を除き、乙は、第２６条第１項の規

定に基づき、すべての本清算委託取引の決済が

完了するまでの間、甲に対し、当該委託当初証

拠金の返還を請求することができない。 

第３１条 前条第２項又は第３項の規定によりす

べての清算委託取引が終了した場合、甲は、乙

から預託を受けた委託当初証拠金を直ちに乙に

返還するものとする。ただし、次条の規定によ

り当該委託当初証拠金に係る債権債務が清算さ

れる場合を除き、乙は、第２６条第１項の規定

に基づき、すべての清算委託取引の決済が完了

するまでの間、甲に対し、当該委託当初証拠金

の返還を請求することができない。 

２ （略） ２ （略） 

３ 前条第２項又は第３項の規定によりすべての

本清算委託取引が終了した場合、甲及び乙は、

本契約に基づき相手方から預託を受けた変動証

拠金を直ちに相手方に返還するものとする。た

だし、次条の規定により当該変動証拠金に係る

債権債務が清算される場合を除き、乙は、第２

６条第１項の規定に基づき、すべての本清算委

託取引の決済が完了するまでの間、甲に対し、

当該変動証拠金の返還を請求することができな

い。 

３ 前条第２項又は第３項の規定によりすべての

清算委託取引が終了した場合、甲及び乙は、相

手方から預託を受けた変動証拠金を直ちに相手

方に返還するものとする。ただし、次条の規定

により当該変動証拠金に係る債権債務が清算さ

れる場合を除き、乙は、第２６条第１項の規定

に基づき、すべての清算委託取引の決済が完了

するまでの間、甲に対し、当該変動証拠金の返

還を請求することができない。 
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（本清算委託取引終了時における債権債務の一括

清算） 

（清算委託取引終了時における債権債務の一括清

算） 

第３２条 第３０条第２項又は第３項の規定によ

りすべての本清算委託取引が終了した場合、期

限前終了日において甲乙間に存在するすべての

本契約に基づく金銭債務（同条第７項の規定に

よる本清算委託取引の終了に伴う期限前終了金

額の支払債務、前条の規定による委託当初証拠

金及び変動証拠金の返還債務、未払いの固定金

額及び変動金額の支払債務その他甲乙間の一切

の金銭債務を含む。）は、次に定めるところに

より清算されるものとする。 

（１） 第３０条第２項又は第３項の規定によ

り終了したすべての本清算委託取引について

甲から乙に支払うべき期限前終了金額の総額

及び甲から乙に返還すべき変動証拠金の総額

その他期限前終了日において存在する甲の乙

に対する金銭債務（前条の規定による委託当

初証拠金の返還債務を除き、以下「期限前終

了日甲負担債務」という。）と、当該本清算

委託取引について乙から甲に支払うべき期限

前終了金額の総額及び乙から甲に返還すべき

変動証拠金の総額その他期限前終了日におい

て存在する乙の甲に対する金銭債務（以下「期

限前終了日乙負担債務」という。）とを差引

計算する。 

（２）・（３） （略） 

（４） 前号の規定による差引計算の結果、な

お期限前終了日乙負担債務がある場合には、

その金額をもってすべての本清算委託取引の

終了に伴う乙の甲に対する債務（以下本条に

おいて「乙最終債務」という。）とし、乙最

終債務に係る債権を甲の乙に対する債権とす

る。 

（５） 第１号の規定による差引計算の結果、

期限前終了日甲負担債務がある場合には、そ

第３２条 第３０条第２項又は第３項の規定によ

りすべての清算委託取引が終了した場合、期限

前終了日において甲乙間に存在するすべての本

契約に基づく金銭債務（同条第６項の規定によ

る清算委託取引の終了に伴う期限前終了金額の

支払債務、前条の規定による委託当初証拠金及

び変動証拠金の返還債務、未払いの固定金額及

び変動金額の支払債務その他甲乙間の一切の金

銭債務を含む。）は、次に定めるところにより

清算されるものとする。 

（１） 第３０条第２項又は第３項の規定によ

り終了したすべての清算委託取引について甲

から乙に支払うべき期限前終了金額の総額、

甲から乙に返還すべき変動証拠金の総額その

他期限前終了日において存在する甲の乙に対

する金銭債務（前条の規定による委託当初証

拠金の返還債務を除き、以下「期限前終了日

甲負担債務」という。）と、当該清算委託取

引について乙から甲に支払うべき期限前終了

金額の総額、乙から甲に返還すべき変動証拠

金の総額その他期限前終了日において存在す

る乙の甲に対する金銭債務（以下「期限前終

了日乙負担債務」という。）とを差引計算す

る。 

（２）・（３） （略） 

（４） 前号の規定による差引計算の結果、な

お期限前終了日乙負担債務がある場合には、

その金額をもってすべての清算委託取引の終

了に伴う乙の甲に対する債務（以下本条にお

いて「乙最終債務」という。）とし、乙最終

債務に係る債権を甲の乙に対する債権とす

る。 

（５） 第１号の規定による差引計算の結果、

期限前終了日甲負担債務がある場合には、そ
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の絶対値の金額及び前条の規定による委託当

初証拠金の返還債務の合計額をもってすべて

の本清算委託取引の終了に伴う甲の乙に対す

る債務（以下本条において「甲最終債務」と

いう。）とし、甲最終債務に係る債権を乙の

甲に対する債権とする。 

の絶対値の金額及び前条の規定による委託当

初証拠金の返還債務の合計額をもってすべて

の清算委託取引の終了に伴う甲の乙に対する

債務（以下本条において「甲最終債務」とい

う。）とし、甲最終債務に係る債権を乙の甲

に対する債権とする。 

  

（未決済約定の承継） （未決済約定の承継） 

第３４条 乙は、前条の規定により委託清算約定

が終了した場合には、業務方法書等の定める期

間内に限り、業務方法書等の定めに従い、承継

清算参加者を経由してクリアリング機構にクリ

アリング機構所定の承継申込書を交付し、当該

承継の申込みをクリアリング機構が承諾した場

合には、次に掲げる権利義務（以下総称して「未

決済約定」という。）を一括して承継清算参加

者に承継させることができる。 

 

 

 

 

 

 

（１） （略） 

（２） 甲及び乙の間の本清算委託取引に係る

権利義務（前条の規定により委託清算約定が

終了する直前のもの）と業務方法書等の定め

る条件が同一となる権利義務 

第３４条 乙は、前条第１項の規定により委託清

算約定が終了した場合には、業務方法書等の定

める期間内に限り、業務方法書等の定めに従い、

承継清算参加者（本項に規定する承継清算参加

者をいう。）を経由してクリアリング機構にク

リアリング機構所定の承継申込書を交付するこ

とにより、次に掲げる権利義務（以下総称して

「未決済約定」という。）を一括して他の清算

参加者（以下「承継清算参加者」という。）に

承継（業務方法書等の定めるところにより、ク

リアリング機構、承継清算参加者及び乙の間で

未決済約定を新たに発生させるとともに、それ

に伴う金銭の授受及び権利義務の処理を行うこ

とをいう。以下本節において同じ。）させるこ

とができる。 

（１） （略） 

（２） 甲及び乙の間の清算委託取引に係る権

利義務（前条の規定により委託清算約定が終

了する直前のもの）と業務方法書等の定める

条件が同一となる権利義務 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 承継清算参加者が未決済約定を承継した場

合、甲乙の間の本清算委託取引及び当該本清算

委託取引について授受された変動証拠金に係る

権利義務（甲の破綻等が認定された時点で弁済

期が到来している甲の債務を除く。）及び委託

当初証拠金に係る権利義務（第２項の規定によ

り承継清算参加者を代理人としてクリアリング

４ 承継清算参加者が未決済約定を承継した場

合、甲乙の間の清算委託取引及び当該清算委託

取引について授受された変動証拠金に係る権利

義務（甲の破綻等が認定された時点で弁済期が

到来している甲の債務を除く。）及び委託当初

証拠金に係る権利義務（第２項の規定により承

継清算参加者を代理人としてクリアリング機構
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機構に預託されたものとみなされる部分に限

る。）は、業務方法書等の定めるところにより、

将来に向かって消滅する。 

に預託されたものとみなされる部分に限る。）

は、業務方法書等の定めるところにより、将来

に向かって消滅する。 

  

（未決済約定の承継が行われなかった場合の本清

算委託取引の一括清算等） 

（未決済約定の承継が行われなかった場合の清算

委託取引の一括清算等） 

第３５条 第３３条の規定により委託清算約定が

終了した場合において、前条の規定による未決

済約定の承継が行われなかったときは、甲及び

乙は、次に定めるところにより、当該委託清算

約定の終了に伴う期限前終了手数料に相当する

額の金銭の授受を行うものとする。 

（１） 業務方法書等の定めるところにより算

出される甲を当事者とするすべての清算約定

に係る期限前終了手数料の額を基準とし、次

のａからｆに掲げる額の合計額（乙が業務方

法書第９４条第１項に規定する清算委託者で

ない場合には、ｂからｆまでに掲げる金額の

合計額）を、当該委託清算約定に係る期限前

終了手数料とする。 

ａ クリアリング機構が甲の破綻等を認定し

た日（以下本号及び次号において「甲破綻

認定日」という。）から乙が第３４条に規

定する未決済約定の承継を行うことができ

る期間の最終日として業務方法書等に規定

する日（以下本号において乙を含む清算委

託者に係る当該最終日を「承継可能期間最

終日」という。）の翌ＪＳＣＣ営業日まで

の各ＪＳＣＣ営業日において授受すべき委

託清算約定に係る変動証拠金等の額の合計

額 

ｂ 乙の承継可能期間最終日の翌々ＪＳＣＣ

営業日に授受すべき、甲を当事者とする清

算約定のうち甲又は業務方法書第９４条に

規定する清算約定の承継を行うことができ

ないことが乙の承継可能期間最終日の前Ｊ

第３５条 第３３条の規定により委託清算約定が

終了した場合において、前条の規定による未決

済約定の承継が行われなかったときは、甲及び

乙は、次に定めるところにより、当該委託清算

約定の終了に伴う期限前終了手数料に相当する

額の金銭の授受を行うものとする。 

（１） 業務方法書等の定めるところにより算

出される甲を当事者とするすべての清算約定

に係る期限前終了手数料の額を基準とし、委

託清算約定の想定元本その他の事情を勘案し

てクリアリング機構がその都度合理的に算出

する額を、当該委託清算約定に係る期限前終

了手数料とする。 
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ＳＣＣ営業日までに確定した清算委託者の

計算により成立していた清算約定（以下本

号において「ヘッジ対象清算約定」という。）

及び委託清算約定（乙以外に乙の承継可能

期間最終日と同日に承継可能期間最終日が

到来する甲を受託清算参加者とする清算委

託者がいる場合は、委託清算約定及び当該

各清算委託者の計算により成立していた清

算約定。以下本号において同じ。）に係る

変動証拠金等の額を、乙の承継可能期間最

終日において当該ヘッジ対象清算約定及び

委託清算約定についてそれぞれ算出される

リスク相当額（本項に規定するリスク相当

額をいう。）に応じて按分した額 

ｃ 乙の承継可能期間最終日の翌ＪＳＣＣ営

業日以降に、自らの計算により成立してい

た清算約定が新たにヘッジ対象清算約定に

含まれることとなった甲を受託清算参加者

とする他の清算委託者（以下本号において

「新規ヘッジ対象清算委託者」という。）

がない場合において、ヘッジ対象清算約定

及び委託清算約定について、乙の承継可能

期間最終日の３ＪＳＣＣ営業日後の日から

甲の破綻に係る破綻処理入札日（以下単に

「破綻処理入札日」という。）までの各Ｊ

ＳＣＣ営業日において授受すべき変動証拠

金等の額及び落札時支払金額から破綻処理

入札日の前ＪＳＣＣ営業日の正味現在価値

を控除した額の総額について、前ｂの規定

に準じて按分した額 

ｄ 乙の承継可能期間最終日の翌ＪＳＣＣ営

業日以降に新規ヘッジ対象清算委託者が存

在する場合において、当該新規ヘッジ対象

清算委託者（新規ヘッジ対象清算委託者が

複数いる場合は、当該各新規ヘッジ対象清

算委託者。以下このｄ及びｅにおいて同
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じ。）の承継可能期間最終日において、委

託清算約定はヘッジ対象清算約定に含まれ

るものとし、新規ヘッジ対象清算委託者の

承継可能期間最終日の翌々ＪＳＣＣ営業日

に授受すべき当該ヘッジ対象清算約定及び

当該新規ヘッジ対象清算委託者の計算によ

り成立していた清算約定に係る変動証拠金

等の額を、当該ヘッジ対象清算約定及び当

該新規ヘッジ対象清算委託者の計算により

成立していた清算約定について、それぞれ

算出されるリスク相当額に応じて按分し、

当該按分後の額を前ｂの規定に準じて按分

した額 

ｅ 前ｄが適用される場合において、新規ヘ

ッジ対象清算委託者の承継可能期間最終日

の翌ＪＳＣＣ営業日以降に新たな新規ヘッ

ジ対象清算委託者がないときは、ヘッジ対

象清算約定及び当該新規ヘッジ対象清算委

託者の計算により成立していた清算約定に

ついて、新規ヘッジ対象清算委託者の承継

可能期間最終日の３ＪＳＣＣ営業日後の日

から破綻処理入札日までの各ＪＳＣＣ営業

日において授受すべき変動証拠金等の額及

び落札時支払金額から破綻処理入札日の前

ＪＳＣＣ営業日の正味現在価値を控除した

額の総額について、前ｄの規定に準じて按

分した額 

ｆ 前ｄが適用される場合において、新規ヘ

ッジ対象清算委託者の承継可能期間最終日

の翌ＪＳＣＣ営業日以降に新たな新規ヘッ

ジ対象清算委託者が存在するときは、前ｄ

及びｅの規定に準じて算出した額の合計

額。更に新たな新規ヘッジ対象清算委託者

が存在する場合については、同様に算出し

た額の合計額を順次加える。 

（１）の２ 前号における「変動証拠金等の額」

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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及び「正味現在価値」は、委託清算約定を含

む甲を当事者とする清算約定が、甲破綻等認

定日に終了していないと仮定した場合におい

て、業務方法書等の定めるところによりクリ

アリング機構が算出する額とする。 

（１）の３ 第１号における「リスク相当額」

は、対象とする清算約定について、金利スワ

ップ取引清算業務に関する業務方法書の取扱

い別表２第１項第１号ａに規定する方法に準

じてクリアリング機構が算出する額をいう。 

（２）・（３） （略） 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

（２）・（３） （略） 

２ 第３３条の規定により委託清算約定が終了し

た場合において、前条の規定による未決済約定

の承継が行われなかったときは、甲及び乙は、

本契約に基づき相手方から預託を受けた変動証

拠金を直ちに相手方に返還するものとする。た

だし、第５項の規定により当該変動証拠金に係

る債権債務が清算される場合を除き、甲及び乙

は、第２６条第２項及び第３項の規定に基づき、

すべての委託清算約定の決済が完了するまでの

間、相手方に対し、当該変動証拠金の返還請求

権を行使することができない。 

２ 第３３条の規定により委託清算約定が終了し

た場合において、前条の規定による未決済約定

の承継が行われなかったときは、甲及び乙は、

相手方から預託を受けた変動証拠金を直ちに相

手方に返還するものとする。ただし、第５項の

規定により当該変動証拠金に係る債権債務が清

算される場合を除き、甲及び乙は、第２６条第

２項及び第３項の規定に基づき、すべての委託

清算約定の決済が完了するまでの間、相手方に

対し、当該変動証拠金の返還請求権を行使する

ことができない。 

３・４ （略） ３・４ （略） 

５ 第３３条の規定により委託清算約定が終了し

た場合において、前条の規定による未決済約定

の承継が行われなかったときは、当初損失確定

日において甲乙間に存在するすべての本契約に

基づく金銭債務（第１項の期限前終了手数料に

相当する額（以下「期限前終了手数料相当額」

という。）の支払債務、第２項の規定による変

動証拠金の返還債務、前２項の規定による委託

当初証拠金の返還債務、未払いの固定金額及び

変動金額の支払債務その他甲乙間の一切の金銭

債務を含む。以下「当初損失確定日現存債務」

という。）は、次に定めるところにより清算さ

れるものとする。 

５ 第３３条の規定により委託清算約定が終了し

た場合において、前条の規定による未決済約定

の承継が行われなかったときは、当初損失確定

日において甲乙間に存在するすべての本契約に

基づく金銭債務（第１項の期限前終了手数料に

相当する額（以下「期限前終了手数料相当額」

という。）の支払債務、第２項の規定による変

動証拠金の返還債務、前２項の規定による委託

当初証拠金の返還債務、未払いの固定金額及び

変動金額の支払債務その他甲乙間の一切の金銭

債務を含む。以下「当初損失確定日現存債務」

という。）は、次に定めるところにより清算さ

れるものとする。 
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（１）～（３） （略） 

（４） 前号の規定による差引計算の結果、当

初損失確定日乙負担債務がある場合には、そ

の金額をもってすべての本清算委託取引の終

了に伴う乙の甲に対する債務（以下本条にお

いて「乙最終債務」という。）とし、乙最終

債務に係る債権を甲の乙に対する債権とす

る。 

（５） 第１号の規定による差引計算の結果、

当初損失確定日甲負担債務がある場合には、

その金額及び前２項の規定による委託当初証

拠金の返還債務の合計額をもってすべての本

清算委託取引の終了に伴う甲の乙に対する債

務（以下本条において「甲最終債務」という。）

とし、甲最終債務に係る債権を乙の甲に対す

る債権とする。 

（１）～（３） （略） 

（４） 前号の規定による差引計算の結果、当

初損失確定日乙負担債務がある場合には、そ

の金額をもってすべての清算委託取引の終了

に伴う乙の甲に対する債務（以下本条におい

て「乙最終債務」という。）とし、乙最終債

務に係る債権を甲の乙に対する債権とする。 

 

（５） 第１号の規定による差引計算の結果、

当初損失確定日甲負担債務がある場合には、

その金額及び前２項の規定による委託当初証

拠金の返還債務の合計額をもってすべての清

算委託取引の終了に伴う甲の乙に対する債務

（以下本条において「甲最終債務」という。）

とし、甲最終債務に係る債権を乙の甲に対す

る債権とする。 

６・７ （略） ６・７ （略） 

  

（他の清算参加者の破綻等による未決済約定の承

継） 

（他の清算参加者の破綻等による未決済約定の承

継） 

第３６条 クリアリング機構が他の清算参加者

（乙との間で清算受託契約を締結している清算

参加者に限る。以下「破綻清算参加者」という。）

の破綻等を認定し、破綻清算参加者が乙の計算

において行っていた清算約定が終了した場合に

おいて、乙が甲に対して当該清算約定その他業

務方法書等の定める権利義務（以下総称して「破

綻清算参加者の未決済約定」という。）の承継

の申込みをし、甲がこれを承諾した場合には、

甲は、業務方法書等の定めるところにより、破

綻清算参加者の未決済約定を承継する。 

第３６条 クリアリング機構が他の清算参加者

（乙との間で清算受託契約を締結している清算

参加者に限る。以下「破綻清算参加者」という。）

の破綻等を認定し、破綻清算参加者が乙の計算

において行っていた清算約定が終了した場合に

おいて、乙が甲に対して当該清算約定その他業

務方法書等の定める権利義務（以下総称して「破

綻清算参加者の未決済約定」という。）の承継

（業務方法書等の定めるところにより、クリア

リング機構、甲及び乙の間で破綻清算参加者の

未決済約定を新たに発生させるとともに、それ

に伴う金銭の授受及び権利義務の処理を行うこ

とをいう。以下本条において同じ。）の申込み

をし、甲がこれを承諾した場合には、甲は、業

務方法書等の定めるところにより、破綻清算参

加者の未決済約定を承継する。 
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２ （略） ２ （略） 

３ 第１項の規定により甲が破綻清算参加者の未

決済約定を承継した場合、承継した破綻清算参

加者の未決済約定を本契約における委託清算約

定及び本清算委託取引とみなして、本契約の規

定を適用する。 

３ 第１項の規定により甲が破綻清算参加者の未

決済約定を承継した場合、承継した破綻清算参

加者の未決済約定を本契約における委託清算約

定及び清算委託取引とみなして、本契約の規定

を適用する。 

４ （略） ４ （略） 

  

（損失回避取引） （損失回避取引） 

第３７条 甲は、乙の取次ぎの委託に基づき、乙

の計算で、クリアリング機構との間で業務方法

書第９３条第１項の損失回避取引を行うことが

できる。ただし、乙が甲と同一の企業集団に含

まれない者である場合は、この限りでない。 

第３７条 甲は、乙の取次ぎの委託に基づき、乙

の計算で、クリアリング機構との間で業務方法

書第９３条第１項の損失回避取引を行うことが

できる。 

２ 前項の規定によりクリアリング機構及び甲の

間で損失回避取引が成立した場合、当該損失回

避取引は乙の甲に対する有価証券等清算取次ぎ

の委託により成立した委託清算約定と、当該損

失回避取引に係る甲と乙の間の法律関係は本項

の規定により委託清算約定とみなされる当該損

失回避取引に係る本清算委託取引と、それぞれ

みなして本契約の規定を適用する。 

２ 前項の規定によりクリアリング機構及び甲の

間で損失回避取引が成立した場合、当該損失回

避取引は乙の甲に対する有価証券等清算取次ぎ

の委託により成立した委託清算約定と、当該損

失回避取引に係る甲と乙の間の法律関係は本項

の規定により委託清算約定とみなされる当該損

失回避取引に係る清算委託取引と、それぞれみ

なして本契約の規定を適用する。 

  

（破綻処理入札） （破綻処理入札） 

第３８条 甲は、乙の取次ぎの委託に基づき、乙

の計算で、破綻処理入札に参加することができ

る。この場合において、甲が乙の計算で入札対

象取引を落札した場合には、クリアリング機構

及び甲の間において、乙の計算により当該落札

に係る入札対象取引が成立するものとする。た

だし、乙が甲と同一の企業集団に含まれない者

である場合は、この限りでない。 

第３８条 甲は、乙の取次ぎの委託に基づき、乙

の計算で、破綻処理入札に参加することができ

る。この場合において、甲が乙の計算で入札対

象取引を落札した場合には、クリアリング機構

及び甲の間において、乙の計算により当該落札

に係る入札対象取引が成立するものとする。 

２ 前項の規定によりクリアリング機構及び甲の

間で入札対象取引が成立した場合、当該入札対

象取引は乙の甲に対する有価証券等清算取次ぎ

の委託により成立した委託清算約定と、当該入

２ 前項の規定によりクリアリング機構及び甲の

間で入札対象取引が成立した場合、当該入札対

象取引は乙の甲に対する有価証券等清算取次ぎ

の委託により成立した委託清算約定と、当該入
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札対象取引に係る甲と乙の間の法律関係は本項

の規定により委託清算約定とみなされる当該入

札対象取引に係る本清算委託取引と、それぞれ

みなして本契約の規定を適用する。 

札対象取引に係る甲と乙の間の法律関係は本項

の規定により委託清算約定とみなされる当該入

札対象取引に係る清算委託取引と、それぞれみ

なして本契約の規定を適用する。 

  

（本契約の任意解約） （本契約の任意解約） 

第３９条 （略） 第３９条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 第１項及び第２項の規定による本契約の解約

までに成立した本清算委託取引に関しては、引

き続き本契約を適用する。 

４ 第１項及び第２項の規定による本契約の解約

までに成立した清算委託取引に関しては、引き

続き本契約を適用する。 

５ （略） ５ （略） 

  

（本契約の強制解約等） （本契約の強制解約等） 

第４０条 （略） 第４０条 （略） 

２ クリアリング機構が甲の破綻等を認定した場

合、本契約は、当該認定の時点におけるすべて

の本清算委託取引の清算が完了した時点をもっ

て、甲又は乙から別段の意思表示を要すること

なく、当然に終了する。 

２ クリアリング機構が甲の破綻等を認定した場

合、本契約は、当該認定の時点におけるすべて

の清算委託取引の清算が完了した時点をもっ

て、甲又は乙から別段の意思表示を要すること

なく、当然に終了する。 

３・４ （略） ３・４ （略） 

５ 第１項の規定により本契約が終了した場合に

おいて、その終了時点で本清算委託取引の清算

が完了していない場合には、当該本清算委託取

引及びその清算に関しては、引き続き本契約を

適用する。 

５ 第１項の規定により本契約が終了した場合に

おいて、その終了時点で清算委託取引の清算が

完了していない場合には、当該清算委託取引及

びその清算に関しては、引き続き本契約を適用

する。 

  

（報告） （報告） 

第４１条 乙は、甲が請求したときは、本清算委

託取引に関して必要な事項を甲に対して遅滞な

く報告しなければならない。 

第４１条 乙は、甲が請求したときは、清算委託

取引に関して必要な事項を甲に対して遅滞なく

報告しなければならない。 

２ （略） ２ （略） 

  

（定めのない事項） （定めのない事項） 

第５０条 本清算委託取引に関し、本契約に定め

のない事項については、前条の甲乙間の覚書そ

第５０条 清算委託取引に関し、本契約に定めの

ない事項については、前条の甲乙間の覚書その
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の他の合意書の定めによるほか、業務方法書等

に従うものとする。 

他の合意書の定めによるほか、業務方法書等に

従うものとする。 

  

（裁判管轄） （裁判管轄） 

第５３条 本契約又は本清算委託取引に関する訴

訟については、甲の本店又は〇〇支店の所在地

を管轄する裁判所を合意管轄裁判所とする。 

第５３条 本契約又は清算委託取引に関する訴訟

については、甲の本店又は〇〇支店の所在地を

管轄する裁判所を合意管轄裁判所とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲及び乙は、本契

約又は本清算委託取引に関する紛争に関し、専

属的合意管轄の合意又は仲裁合意をすることが

できる。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲及び乙は、本契

約又は清算委託取引に関する紛争に関し、専属

的合意管轄の合意又は仲裁合意をすることがで

きる。 
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金利スワップ取引清算業務に係る手数料に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（手数料の種類） （手数料の種類） 

第２条 業務方法書第１６条に規定する当社が定

める手数料は、基本料、清算手数料、任意解約

手数料、クライアント・クリアリング手数料、

口座開設手数料及びコラテラル手数料とする。 

第２条 業務方法書第１６条に規定する当社が定

める手数料は、基本料、清算手数料、デクリア

ー手数料及びコラテラル手数料とする。 

  

（基本料） （基本料） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前２項の規定にかかわらず、株主清算参加者

が一の計算年度（清算参加者が当該計算年度の

途中で株主清算参加者となり、又は株主清算参

加者でなくなった場合には、当該計算年度のう

ち当該清算参加者が株主清算参加者であった期

間）において負担する基本料、清算手数料（清

算約定（委託分）に係る清算手数料を除く。）

及び任意解約手数料（清算約定（委託分）に係

る任意解約手数料を除く。）の総額が自己取引

上限額に達したときは、当該株主清算参加者に

対し、当該計算年度における翌月以降の基本料

は課さないものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、株主清算参加者

が一の計算年度（清算参加者が当該計算年度の

途中で株主清算参加者となり、又は株主清算参

加者でなくなった場合には、当該計算年度のう

ち当該清算参加者が株主清算参加者であった期

間）において負担する基本料、清算手数料（清

算約定（委託分）に係る清算手数料を除く。）

及びデクリアー手数料（清算約定（委託分）に

係るデクリアー手数料を除く。）の総額が自己

取引上限額に達したときは、当該株主清算参加

者に対し、当該計算年度における翌月以降の基

本料は課さないものとする。 

  

（清算手数料） （清算手数料） 

第４条 （略） 第４条 （略） 

２ 各月の新規債務負担手数料及び債務負担済残

存取引手数料は、それぞれ、次の各号に掲げる

清算参加者の区分に応じ当該各号に定める金額

を自己取引口座及び委託取引口座（クライアン

ト・クリアリングに係る委託取引口座を除く。）

ごとに算出した金額の総額とする。 

２ 各月の新規債務負担手数料及び債務負担済残

存取引手数料は、それぞれ、次の各号に掲げる

清算参加者の区分に応じ当該各号に定める金額

を自己取引口座及び委託取引口座ごとに算出し

た金額の総額とする。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

３ 前項の規定にかかわらず、株主清算参加者が ３ 前項の規定にかかわらず、株主清算参加者が
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一の計算年度（清算参加者が当該計算年度の途

中で株主清算参加者となり、又は株主清算参加

者でなくなった場合には、当該計算年度のうち

当該清算参加者が株主清算参加者であった期

間）において負担する基本料、清算手数料（清

算約定（委託分）に係る清算手数料を除く。）

及び任意解約手数料（清算約定（委託分）に係

る任意解約手数料を除く。）の総額が自己取引

上限額に達したときは、当該株主清算参加者に

対し、当該計算年度において、自己取引上限額

を超えることとなる清算約定（自己分）に係る

清算手数料は課さないものとする。 

一の計算年度（清算参加者が当該計算年度の途

中で株主清算参加者となり、又は株主清算参加

者でなくなった場合には、当該計算年度のうち

当該清算参加者が株主清算参加者であった期

間）において負担する基本料、清算手数料（清

算約定（委託分）に係る清算手数料を除く。）

及びデクリアー手数料（清算約定（委託分）に

係るデクリアー手数料を除く。）の総額が自己

取引上限額に達したときは、当該株主清算参加

者に対し、当該計算年度において、自己取引上

限額を超えることとなる清算約定（自己分）に

係る清算手数料は課さないものとする。 

４ 第２項の規定にかかわらず、株主清算参加者

が一の計算年度（清算参加者が当該計算年度の

途中で株主清算参加者となり、又は株主清算参

加者でなくなった場合には、当該計算年度のう

ち当該清算参加者が株主清算参加者であった期

間）において負担する清算委託者ごとの清算手

数料（清算約定（委託分）（クライアント・ク

リアリングに係る清算約定を除く。以下本条に

おいて同じ。）に係る清算手数料に限る。）及

び任意解約手数料（清算約定（委託分）に係る

任意解約手数料に限る。）の総額が委託取引上

限額に達したときは、当該株主清算参加者に対

し、当該計算年度において、当該清算委託者に

つき、委託取引上限額を超えることとなる清算

約定（委託分）に係る清算手数料は課さないも

のとする。 

４ 第２項の規定にかかわらず、株主清算参加者

が一の計算年度（清算参加者が当該計算年度の

途中で株主清算参加者となり、又は株主清算参

加者でなくなった場合には、当該計算年度のう

ち当該清算参加者が株主清算参加者であった期

間）において負担する清算委託者ごとの清算手

数料（清算約定（委託分）に係る清算手数料に

限る。）及びデクリアー手数料（清算約定（委

託分）に係るデクリアー手数料に限る。）の総

額が委託取引上限額に達したときは、当該株主

清算参加者に対し、当該計算年度において、当

該清算委託者につき、委託取引上限額を超える

こととなる清算約定（委託分）に係る清算手数

料は課さないものとする。 

５ 前各項の規定は、業務方法書第５３条の２に

規定する一括コンプレッションを行う場合につ

いて準用する。 

（新設） 

  

（任意解約手数料） （デクリアー手数料） 

第５条 任意解約手数料は、業務方法書第５３条

の規定により任意解約を行った清算約定ごと

に、１件あたり１，０００円とする。 

第５条 デクリアー手数料は、業務方法書第５３

条の規定によりデクリアーを行った清算約定ご

とに、１件あたり１，０００円とする。 
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２ 前項の規定にかかわらず、株主清算参加者が

一の計算年度（清算参加者が当該計算年度の途

中で株主清算参加者となり、又は株主清算参加

者でなくなった場合には、当該計算年度のうち

当該清算参加者が株主清算参加者であった期

間）において負担する基本料、清算手数料（清

算約定（委託分）に係る清算手数料を除く。）

及び任意解約手数料（清算約定（委託分）に係

る任意解約手数料を除く。）の総額が自己取引

上限額に達したときは、当該株主清算参加者に

対し、当該計算年度において自己取引上限額を

超えることとなる清算約定（自己分）に係る任

意解約手数料は課さないものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、株主清算参加者が

一の計算年度（清算参加者が当該計算年度の途

中で株主清算参加者となり、又は株主清算参加

者でなくなった場合には、当該計算年度のうち

当該清算参加者が株主清算参加者であった期

間）において負担する基本料、清算手数料（清

算約定（委託分）に係る清算手数料を除く。）

及びデクリアー手数料（清算約定（委託分）に

係るデクリアー手数料を除く。）の総額が自己

取引上限額に達したときは、当該株主清算参加

者に対し、当該計算年度において自己取引上限

額を超えることとなる清算約定（自己分）に係

るデクリアー手数料は課さないものとする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、株主清算参加者

が一の計算年度（清算参加者が当該計算年度の

途中で株主清算参加者となり、又は株主清算参

加者でなくなった場合には、当該計算年度のう

ち当該清算参加者が株主清算参加者であった期

間）において負担する清算委託者ごとの清算手

数料（清算約定（委託分）（クライアント・ク

リアリングに係る清算約定を除く。以下本項に

おいて同じ。）に係る清算手数料に限る。）及

び任意解約手数料（清算約定（委託分）に係る

任意解約手数料に限る。）の総額が委託取引上

限額に達したときは、当該株主清算参加者に対

し、当該計算年度において、当該清算委託者に

つき、委託取引上限額を超えることとなる清算

約定（委託分）に係る任意解約手数料は課さな

いものとする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、株主清算参加者

が一の計算年度（清算参加者が当該計算年度の

途中で株主清算参加者となり、又は株主清算参

加者でなくなった場合には、当該計算年度のう

ち当該清算参加者が株主清算参加者であった期

間）において負担する清算委託者ごとの清算手

数料（清算約定（委託分）に係る清算手数料に

限る。）及びデクリアー手数料（清算約定（委

託分）に係るデクリアー手数料に限る。）の総

額が委託取引上限額に達したときは、当該株主

清算参加者に対し、当該計算年度において、当

該清算委託者につき、委託取引上限額を超える

こととなる清算約定（委託分）に係るデクリア

ー手数料は課さないものとする。 

４ 前各項の規定は、業務方法書第５３条の２に

規定する一括コンプレッションが成立した場合

について準用する。 

（新設） 

  

（クライアント・クリアリング手数料）  

第５条の２ クライアント・クリアリング手数料

は、クライアント・クリアリングに係る清算約

（新設） 
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定（委託分）に関する新規債務負担手数料及び

債務負担済残存取引手数料の二種類とする。 

２ 各月のクライアント・クリアリングに係る清

算約定（委託分）に関する新規債務負担手数料

は、当該各月に成立したクライアント・クリア

リングに係る清算約定の想定元本の合計額（以

下「新規取引想定元本合計額」という。）につ

いて、１億円あたり７２０円を乗じた金額とす

る。 

 

３ 各月のクライアント・クリアリングに係る清

算約定（委託分）に関する債務負担済残存取引

手数料は、当該各月末日の経過時点で残存する

クライアント・クリアリングに係る清算約定（委

託分）の想定元本の合計額（以下「残存取引想

定元本合計額」という。）について、１億円あ

たり２５円を乗じた金額とする。 

 

４ 前２項の規定において、新規取引想定元本合

計額又は残存取引想定元本合計額に１億円未満

の部分がある場合については、当該部分は切り

捨てた額を当該合計額とする。ただし、新規取

引想定元本合計額又は残存取引想定元本合計額

が１円以上１億円未満である場合は、当該合計

額を１億円とみなすものとする。 

 

５ 前各項の規定は、業務方法書第５３条の２に

規定する一括コンプレッションを行う場合につ

いて準用する。 

 

  

（口座開設手数料）  

第５条の３ 口座開設手数料は、当社がクライア

ント・クリアリングに係る委託取引口座を開設

するごとに、１口座あたり１０万円とする。 

（新設） 

  

（株主清算参加者の手数料に関する特則） （株主清算参加者の手数料に関する特則） 

第６条 株主清算参加者が一の計算年度（清算参

加者が当該計算年度の途中で株主清算参加者と

なり又は株主清算参加者でなくなった場合に

第６条 株主清算参加者が一の計算年度（清算参

加者が当該計算年度の途中で株主清算参加者と

なり又は株主清算参加者でなくなった場合に
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は、当該計算年度のうち当該清算参加者が株主

清算参加者であった期間）において負担する基

本料、清算手数料（清算約定（委託分）に係る

清算手数料を除く。）及び任意解約手数料（清

算約定（委託分）に係る任意解約手数料を除く。）

の総額の上限（以下「自己取引上限額」という。）

は、１億円とする。 

は、当該計算年度のうち当該清算参加者が株主

清算参加者であった期間）において負担する基

本料、清算手数料（清算約定（委託分）に係る

清算手数料を除く。）及びデクリアー手数料（清

算約定（委託分）に係るデクリアー手数料を除

く。）の総額の上限（以下「自己取引上限額」

という。）は、１億円とする。 

２ 株主清算参加者が一の計算年度（清算参加者

が当該計算年度の途中で株主清算参加者となり

又は株主清算参加者でなくなった場合には、当

該計算年度のうち当該清算参加者が株主清算参

加者であった期間）において負担する清算約定

（委託分）（クライアント・クリアリングに係

る清算約定を除く。）に係る清算手数料及び任

意解約手数料の上限（以下「委託取引上限額」

という。）は、清算委託者ごとに、４，０００

万円（当該計算年度の下半期に清算委託者とな

った者については、２，０００万円）を上限と

する。 

２ 株主清算参加者が一の計算年度（清算参加者

が当該計算年度の途中で株主清算参加者となり

又は株主清算参加者でなくなった場合には、当

該計算年度のうち当該清算参加者が株主清算参

加者であった期間）において負担する清算約定

（委託分）に係る清算手数料及びデクリアー手

数料の上限（以下「委託取引上限額」という。）

は、清算委託者ごとに、４，０００万円（当該

計算年度の下半期に清算委託者となった者につ

いては、２，０００万円）を上限とする。 

３～６ （略） ３～６ （略） 

  

（手数料の支払時期等） （手数料の支払時期等） 

第７条 清算参加者は、毎月分の基本料、清算手

数料、任意解約手数料、クライアント・クリア

リング手数料及び口座開設手数料の合計額を、

翌月２０日（同日が当社営業日でない場合には、

翌当社営業日）までに、消費税及び地方消費税

相当額を加算して当社に支払うものとする。 

第７条 清算参加者は、毎月分の基本料、清算手

数料及びデクリアー手数料の合計額を、翌月２

０日（同日が当社営業日でない場合には、翌当

社営業日）までに、消費税及び地方消費税相当

額を加算して当社に支払うものとする。 

  

  

付  則 

 この改正規定は、平成２６年２月２４日から施

行する。 
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金利スワップ清算基金所要額に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（金利スワップ清算基金所要額） （金利スワップ清算基金所要額） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

  

付  則 

 この改正規定は、平成２６年２月２４日から施

行する。 

 

 

  

別表 金利スワップ清算基金所要額の算出に関す

る表 

別表 金利スワップ清算基金所要額の算出に関す

る表 

１ （略） １ （略） 

２ 前項に規定するストレス時想定損失負担額

は、対応する金利スワップ清算基金算出日にお

ける担保超過リスク額が上位である清算参加者

２社（当該清算参加者を含む企業集団に含まれ

る他の清算参加者を含む。）の担保超過リスク

額の合計額を、当該金利スワップ清算基金算出

日における当該各清算参加者の自己取引口座及

び委託取引口座に係る当初証拠金所要額（業務

方法書第２９条の規定により当初証拠金所要額

の引上げ措置を受けている清算参加者について

は、当該引上げ措置を行う前の当初証拠金所要

額）に応じて按分した額とする。なお、本項に

おいて「担保超過リスク額」とは、当該各清算

参加者の金利スワップ清算基金算出日における

午後４時の時点における自己取引口座及び各委

託取引口座に係る清算約定（業務方法書第５３

条に規定する任意解約の申込みがなされた清算

約定を除く。）に係るストレス時リスク相当額

（金利スワップ取引に係るフォワード・カーブ

及びディスカウント・カーブの極端な変動によ

２ 前項に規定するストレス時想定損失負担額

は、対応する金利スワップ清算基金算出日にお

ける担保超過リスク額が上位である清算参加者

２社（当該清算参加者を含む企業集団に含まれ

る他の清算参加者を含む。）の担保超過リスク

額の合計額を、当該金利スワップ清算基金算出

日における当該各清算参加者の当初証拠金所要

額（業務方法書第２９条の規定により当初証拠

金所要額の引上げ措置を受けている清算参加者

については、当該引上げ措置を行う前の当初証

拠金所要額）に応じて按分した額とする。なお、

本項において「担保超過リスク額」とは、当該

各清算参加者の清算参加者口座ごとの金利スワ

ップ清算基金算出日における午後４時の時点に

おける清算約定（当該時点までに債務負担の申

込みがなされた適格金利スワップ取引を含む。）

に係るストレス時リスク相当額（金利スワップ

取引に係るフォワード・カーブ及びディスカウ

ント・カーブの極端な変動により、当該清算約

定から当該清算参加者に生じ得る損失に相当す
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り、当該清算約定から当該清算参加者に生じ得

る損失に相当する額をいい、当社が通知により

定める方法により算出するものをいう。）から

当該清算参加者の当該当社営業日の当該自己取

引口座及び委託取引口座に係る当初証拠金所要

額を差し引いた額（当該額が負数となる場合は、

０とする。）を、すべての当該清算参加者につ

いて合算した額をいう。 

る額をいい、当社が通知により定める方法によ

り算出するものをいう。）から当該清算参加者

の当該当社営業日の当該清算参加者口座に係る

当初証拠金所要額を差し引いた額（当該額が負

数となる場合は、０とする。）を、すべての当

該清算参加者口座について合算した額をいう。 
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金利スワップ取引清算業務に関する清算参加者の破綻処理に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（定義） （定義） 

第２条 本規則において使用する用語は、本規則

に別段の定めがある場合を除き、業務方法書に

おいて使用する用語の例によるほか、次の各号

に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

第２条 本規則において使用する用語は、本規則

に別段の定めがある場合を除き、業務方法書に

おいて使用する用語の例によるほか、次の各号

に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

（１） （略） 

（２） 削除 

 

 

（３）・（４） （略） 

（１） （略） 

（２） 「変動証拠金等」とは、業務方法書第

１０６条第１項に規定する変動証拠金等をい

う。 

（３）・（４） （略） 

  

（清算約定（委託分）の承継） （清算約定（委託分）の承継） 

第８条 業務方法書第９４条第１項に規定する当

社が規則で定める期間は、破綻認定日から破綻

認定日の翌々当社営業日の午後２時までとす

る。 

第８条 業務方法書第９４条第１項に規定する当

社が規則で定める期間は、金利スワップ取引の

状況、当社に生じ得る損失の可能性その他の事

情を勘案して実務上可能な限り破綻認定日に近

い日までの期間とし、その具体的期間は、金利

スワップ破綻管理委員会の助言に基づき、当社

がその都度定める。 

２ 前項の規定にかかわらず、当社は、前項に規

定する期間について、承継を希望している清算

委託者及び受託清算参加者が金利スワップ取引

清算業務に関する業務方法書の取扱い第２６条

の２第２項各号に定める内容の体制整備を行っ

ている場合には、金利スワップ破綻管理委員会

の助言に基づき、金利スワップ取引の状況、当

社に生じ得る損失の可能性その他の事情を勘案

したうえで、最大で破綻認定日の６当社営業日

後まで延長することができるものとする。この

場合において、当社は毎当社営業日、当該延長

の可否について判断する。 

２ 当社は、前項の規定により期間を定めた場合

には、直ちにその旨を清算参加者に通知し、か

つ公表する。 
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３ 業務方法書第９４条第１項に規定する当社が

定める清算委託者は、受託清算参加者と同一の

企業集団に含まれない清算委託者及び受託清算

参加者と同一の企業集団に含まれる清算委託者

のうち、受託清算参加者について破綻等が認定

された場合に自身の清算約定（委託分）及び清

算委託取引に係る権利義務の承継を希望する旨

を当社に届け出た者をいう。 

（新設） 

４ 業務方法書第９４条第５項に規定する承継時

支払金額、未払債務及び変動証拠金は、次に定

めるところにより算出し授受するものとする。 

（１） 当社、承継清算参加者及び清算委託者

は、対象清算約定（業務方法書第９４条第５

項に規定する対象清算約定をいう。以下同

じ。）について破綻認定日までに清算委託者

が破綻清算参加者に預託した変動証拠金の差

引累計額（変動証拠金の総支払額から総受取

額を控除した額をいう。以下本条及び第１７

条において同じ。）と同額の承継時支払金額

を授受するものとする。この場合において、

当該差引累計額が正数の場合には当社から承

継清算参加者及び承継清算参加者から清算委

託者に承継時支払金額を支払い、差引累計額

が負数の場合には清算委託者から承継清算参

加者及び承継清算参加者から当社に承継時支

払金額を支払う。 

（２） 未払債務は、対象清算約定が破綻認定

日に終了していないと仮定した場合におい

て、破綻認定日（破綻認定日が支払日であっ

て、同日に固定金額、変動金額、及びアップ

フロントフィー及び任意解約手数料の授受が

完了している場合には、その翌当社営業日）

から承継日までに授受されるべき固定金額、

変動金額及びアップフロントフィーの合計額

とする。 

（３） 変動証拠金の額は、業務方法書第９４

（新設） 
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条第６項第２号の規定により成立したものと

みなされた清算約定（委託分）が新たな清算

約定として対象清算約定の終了時に成立した

と仮定した場合において、当該時点から承継

日までに授受されるべき変動証拠金の額とす

る。 

５ （略） ３ （略） 

６ 当社、承継清算参加者及び清算委託者は、業

務方法書第９４条第６項の規定により承継時支

払金額、未払債務及び変動証拠金を差引計算し

た残額について、承継日に授受を行う（承継時

支払金額、未払債務及び変動証拠金については、

業務方法書第９４条第５項の規定により当社に

預託又は交付されたものを除く。）。 

４ 当社、承継清算参加者及び清算委託者は、次

に定めるところにより、業務方法書第９４条第

４項第３号の規定による承継時支払金額、未払

債務（破綻清算参加者の破綻等が認定された時

点で当社及び破綻清算参加者の間の弁済期が到

来している債務を除く。以下本条において同

じ。）及び変動証拠金の授受を行う。 

（削る） （１） 承継時支払金額は、対象清算約定（委

託分）（業務方法書第９４条第４項柱書きに

規定する対象清算約定（委託分）をいう。以

下本条において同じ。）について破綻認定日

までに清算委託者が破綻清算参加者に預託し

た変動証拠金の差引累計額（変動証拠金の総

支払額から総受取額を控除した額をいう。以

下本条及び第１７条において同じ。）と同額

とし、差引累計額が正数の場合には当社から

承継清算参加者及び承継清算参加者から清算

委託者に承継時支払金額を支払い、差引累計

額が負数の場合には清算委託者から承継清算

参加者及び承継清算参加者から当社に承継時

支払金額を支払う。 

（２） 未払債務は、対象清算約定（委託分）

が破綻認定日に終了していないと仮定した場

合において、破綻認定日（破綻認定日が支払

日であって、同日に固定金額、変動金額、ア

ップフロントフィー及び任意解約手数料の授

受が完了している場合には、その翌当社営業

日）から承継日までに授受されるべき固定金

額、変動金額及びアップフロントフィーの合
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計額とする。 

（３） 変動証拠金の額は、業務方法書第９４

条第４項第２号の規定により成立したものと

みなされた清算約定（委託分）が新たな清算

約定として対象清算約定（委託分）の終了時

に成立したと仮定した場合において、当該時

点から承継日の翌当社営業日までに授受され

るべき変動証拠金の額とする。 

（４） 当社及び承継清算参加者並びに承継清

算参加者及び清算委託者は、前３号の承継時

支払金額、未払債務及び変動証拠金を差引計

算した残額を、承継日の翌当社営業日に授受

する。この場合において、清算委託者が非居

住者である場合は、承継清算参加者及び清算

委託者は、承継日の翌々当社営業日までに当

該残額を授受する。 

７ 業務方法書第９４条第４項第６号に規定する

対象清算約定の期限前終了手数料は、当該対象

清算約定について破綻認定日までに当社が破綻

清算参加者に預託した変動証拠金の差引累計額

と同額とし、差引累計額が正数の場合には破綻

清算参加者から当社に期限前終了手数料を支払

い、差引累計額が負数の場合には当社から破綻

清算参加者に期限前終了手数料を支払う。この

場合において、当社及び破綻清算参加者の間で

当該対象清算約定について授受された変動証拠

金は、その期限前終了手数料に係る債務の弁済

に当然に充当されるものとし、現実に変動証拠

金の返還及び期限前終了手数料の授受は行わな

いものとする。 

５ 業務方法書第９４条第４項第６号に規定する

対象清算約定（委託分）の期限前終了手数料は、

当該対象清算約定（委託分）について破綻認定

日までに当社が破綻清算参加者に預託した変動

証拠金の差引累計額と同額とし、差引累計額が

正数の場合には破綻清算参加者から当社に期限

前終了手数料を支払い、差引累計額が負数の場

合には当社から破綻清算参加者に期限前終了手

数料を支払う。この場合において、当社及び破

綻清算参加者の間で当該対象清算約定（委託分）

について授受された変動証拠金は、その期限前

終了手数料に係る債務の弁済に当然に充当され

るものとし、現実に変動証拠金の返還及び期限

前終了手数料の授受は行わないものとする。 

  

（すべての清算約定の強制終了） （すべての清算約定の強制終了） 

第１７条 （略） 第１７条 （略） 

２ 当社及び清算参加者は、前項の各清算約定に

ついて、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各

号に定めるところにより、当該各清算約定に係

２ 当社及び清算参加者は、前項の各清算約定に

ついて、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各

号に定めるところにより、当該各清算委託取引
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る期限前終了金額を支払い、又は当該各清算約

定について預託を受けた変動証拠金を返還す

る。 

に係る期限前終了金額を支払い、又は当該各清

算委託取引について預託を受けた変動証拠金を

返還する。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

３ （略） ３ （略） 

  

第５章 特別清算料担保金 第５章 特別清算料担保金 

  

（第三階層特別清算料担保金の預託義務） （第三階層特別清算料担保金の預託義務） 

第２３条 各清算参加者は、他の清算参加者につ

いて破綻等が認定された場合には、次の各号に

掲げる場合に応じて、当該各号に定める日時ま

でに、当該各号に定める金額（ただし、各清算

参加者が第三階層特別清算料担保金として当社

に預託すべき金額の累計額は、同一の破綻処理

単位期間につき、当該各清算参加者の当該破綻

処理単位期間の開始日の前当社営業日における

金利スワップ清算基金所要額を上限とする。）

を、第三階層特別清算料担保金として当社に預

託しなければならない。 

第２３条 各清算参加者は、他の清算参加者につ

いて破綻等が認定された場合には、次の各号に

掲げる場合に応じて、当該各号に定める日時ま

でに、当該各号に定める金額（ただし、各清算

参加者が第三階層特別清算料担保金として当社

に預託すべき金額の累計額は、同一の破綻処理

単位期間につき、当該各清算参加者の当該破綻

処理単位期間の開始日の前当社営業日における

金利スワップ清算基金所要額を上限とする。）

を、第三階層特別清算料担保金として当社に預

託しなければならない。 

（１） 破綻処理清算約定等に係る損失相当額

（破綻処理清算約定の反対清算約定及び業務

方法書第９３条第２項の規定により清算約定

とみなされた損失回避取引について、破綻認

定日（破綻清算参加者が破綻処理清算約定に

ついて当該破綻認定日に履行すべき債務の履

行を完了している場合は、当該破綻認定日の

翌当社営業日）以降の各当社営業日において

当社が清算参加者に支払うべき変動証拠金等

の総額から当社が当該清算参加者から受け取

るべき変動証拠金等の総額を控除した額が正

数である場合の当該額をいう。以下同じ。）

が、固定的損失補填財源の合計額を超過して

いる場合において、その超過額のうち当該各

清算参加者が第三階層特別清算料として負担

することとなる額（同一の破綻処理単位期間

（１） 破綻処理清算約定等に係る損失相当額

（破綻処理清算約定の反対清算約定及び業務

方法書第９３条第２項の規定により清算約定

とみなされた損失回避取引について、破綻認

定日（破綻清算参加者が破綻処理清算約定に

ついて当該破綻認定日に履行すべき債務の履

行を完了している場合は、当該破綻認定日の

翌当社営業日）以降の各当社営業日において

当社が清算参加者に支払うべき変動証拠金等

の総額から当社が当該清算参加者から受け取

るべき変動証拠金等の総額を控除した額が正

数である場合の当該額をいう。以下同じ。）

が、固定的損失補填財源の合計額を超過して

いる場合において、その超過額のうち当該各

清算参加者が第三階層特別清算料として負担

することとなる額（同一の破綻処理単位期間
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において認定された他の破綻等がある場合に

は、当該損失相当額をその時点で破綻処理入

札が実施されたと仮定した場合に当社に生じ

得る破綻処理損失とみなした場合に、第２１

条の規定により当該各清算参加者が第三階層

特別清算料として負担することとなる額とす

る。）が、当該各清算参加者が当社に現に預

託している清算約定（自己分）に係る当初証

拠金及び破綻時証拠金の合計額を超過したと

き 

ａ 日時 当該超過した日の翌当社営業日の

午前１１時 

ｂ （略） 

（２） （略） 

（３） 第１２条第４項の場合において、各清

算参加者が負担することとなる第三階層特別

清算料として当社が同項第２号の規定により

当該各清算参加者に通知した金額が、当該各

清算参加者が当社に現に預託している第三階

層特別清算料担保金の合計額を超過したとき 

ａ 日時 当該通知の行われた破綻処理入札

実施日の翌当社営業日の午前１１時 

ｂ （略） 

において認定された他の破綻等がある場合に

は、当該損失相当額をその時点で破綻処理入

札が実施されたと仮定した場合に当社に生じ

得る破綻処理損失とみなした場合に、第２１

条の規定により当該各清算参加者が第三階層

特別清算料として負担することとなる額とす

る。）が、当該各清算参加者が当社に現に預

託している清算約定（自己分）に係る当初証

拠金及び破綻時証拠金の合計額を超過したと

き 

ａ 日時 当該超過した日の翌当社営業日の

正午 

ｂ （略） 

（２） （略） 

（３） 第１２条第４項の場合において、各清

算参加者が負担することとなる第三階層特別

清算料として当社が同項第２号の規定により

当該各清算参加者に通知した金額が、当該各

清算参加者が当社に現に預託している第三階

層特別清算料担保金の合計額を超過したとき 

ａ 日時 当該通知の行われた破綻処理入札

実施日の翌当社営業日の正午 

ｂ （略） 

  

（第四階層特別清算料担保金の預託義務） （第四階層特別清算料担保金の預託義務） 

第２４条 各清算参加者は、他の清算参加者につ

いて破綻等が認定された場合には、次の各号に

掲げる場合に応じて、当該各号に定める日時ま

でに、当該各号に定める金額を、第四階層特別

清算料担保金として当社に預託しなければなら

ない。 

第２４条 各清算参加者は、他の清算参加者につ

いて破綻等が認定された場合には、次の各号に

掲げる場合に応じて、当該各号に定める日時ま

でに、当該各号に定める金額を、第四階層特別

清算料担保金として当社に預託しなければなら

ない。 

（１） 破綻処理清算約定等に係る損失相当額

が、固定的損失補填財源の合計額を超過して

いる場合において、その超過額のうち当該各

清算参加者が第三階層特別清算料及び第四階

層特別清算料として負担することとなる額の

（１） 破綻処理清算約定等に係る損失相当額

が、固定的損失補填財源の合計額を超過して

いる場合において、その超過額のうち当該各

清算参加者が第三階層特別清算料及び第四階

層特別清算料として負担することとなる額の
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合計額（当該損失相当額をその時点で破綻処

理入札が実施された場合に当社に生じ得る破

綻処理損失とみなした場合において、第２１

条及び第２２条の規定により当該各清算参加

者が第三階層特別清算料及び第四階層特別清

算料として負担することとなる額の合計額を

いう。）が、当該各清算参加者が当社に現に

預託している清算約定（自己分）に係る当初

証拠金、破綻時証拠金及び第三階層特別清算

料担保金及び第四階層特別清算料担保金の合

計額を超過したとき 

ａ 日時 当該超過した日の翌当社営業日の

午前１１時 

ｂ （略） 

（２） （略） 

（３） 第１２条第４項の場合において、各清

算参加者が負担することとなる第三階層特別

清算料及び第四階層特別清算料として当社が

同項第２号の規定により当該各清算参加者に

通知した金額の合計額が、当該各清算参加者

が当社に現に預託している第三階層特別清算

料担保金及び第四階層特別清算料担保金の合

計額を超過したとき 

ａ 日時 当該通知の行われた破綻処理入札

実施日の翌当社営業日の午前１１時 

ｂ （略） 

合計額（当該損失相当額をその時点で破綻処

理入札が実施された場合に当社に生じ得る破

綻処理損失とみなした場合において、第２１

条及び第２２条の規定により当該各清算参加

者が第三階層特別清算料及び第四階層特別清

算料として負担することとなる額の合計額を

いう。）が、当該各清算参加者が当社に現に

預託している清算約定（自己分）に係る当初

証拠金、破綻時証拠金及び第三階層特別清算

料担保金及び第四階層特別清算料担保金の合

計額を超過したとき 

ａ 日時 当該超過した日の翌当社営業日の

正午 

ｂ （略） 

（２） （略） 

（３） 第１２条第４項の場合において、各清

算参加者が負担することとなる第三階層特別

清算料及び第四階層特別清算料として当社が

同項第２号の規定により当該各清算参加者に

通知した金額の合計額が、当該各清算参加者

が当社に現に預託している第三階層特別清算

料担保金及び第四階層特別清算料担保金の合

計額を超過したとき 

ａ 日時 当該通知の行われた破綻処理入札

実施日の翌当社営業日の正午 

ｂ （略） 

  

  

 

 

付  則 

 この改正規定は、平成２６年２月２４日から施

行する。 
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ＣＤＳ清算業務に関する業務方法書の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（定義） （定義） 

第２条 本業務方法書等において使用する用語

は、金融商品取引法（昭和２３年法律第２５号）

及びＩＳＤＡクレジットデリバティブ定義集に

おいて使用される用語の例によるほか、次の各

号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

（１） （略） 

（１）の２ 「委託取引口座」とは、第５９条

第２項に規定する委託取引口座をいう。 

（２）～（１０） （略） 

（１０）の２ 「決済金額」とは、清算約定に

関し、当社及び清算参加者の間で授受される

金銭（ＣＤＳ清算基金、当初証拠金、変動証

拠金及び変動証拠金に係る利息として授受さ

れる金銭を含まない。）の額（当該金銭のう

ち第８０条第２項の規定により差引計算され

るものについては、その差引計算後の額）を

いう。 

（１１）～（１７） （略） 

（１７）の２ 「自己取引口座」とは、第５９

条第２項に規定する自己取引口座をいう。 

（１８）～（２６） （略） 

（２６）の２ 「清算取次口座」とは、第６０

条第１項に規定する清算取次口座をいう。 

（２７）～（５３） （略） 

（５３）の２ 「変動証拠金等」とは、変動証

拠金、変動証拠金に係る利息、固定金額、変

動支払及び任意解約手数料をいう。 

（５４）～（６６） （略） 

２・３ （略） 

第２条 本業務方法書等において使用する用語

は、金融商品取引法（昭和２３年法律第２５号）

及びＩＳＤＡクレジットデリバティブ定義集に

おいて使用される用語の例によるほか、次の各

号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

（１） （略） 

（新設） 

 

（２）～（１０） （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

（１１）～（１７） （略） 

（新設） 

 

（１８）～（２６） （略） 

（新設） 

 

（２７）～（５３） （略） 

 （新設） 

 

 

（５４）～（６６） （略） 

２・３ （略） 
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（ＣＤＳ清算資格の要件） （ＣＤＳ清算資格の要件） 

第９条 承認審査は、取得申請者に関する次に掲

げる事項その他当社によるＣＤＳ清算業務の適

切な遂行を確保する観点から必要と認める事項

について、当社が通知又は公示により審査上の

観点及び確認事項として定めるところにより行

うものとする。 

（１）～（３） （略） 

第９条 承認審査は、取得申請者に関する次に掲

げる事項その他当社によるＣＤＳ清算業務の適

切な遂行を確保する観点から必要と認める事項

について行うものとする。 

 

（１）～（３） （略） 

２ （略） ２ （略） 

  

（ＣＤＳ清算資格の喪失） （ＣＤＳ清算資格の喪失） 

第２３条 清算参加者が前条第１項の規定により

ＣＤＳ清算資格の喪失の申請をした場合、当該

清算参加者は、その申請の日の翌日から起算し

て３０日目の日の当社が定める時点又は当該清

算参加者を当事者とする清算約定で未決済のも

ののすべて（当社が定めるものを除く。以下本

項において同じ。）が解消された時点のいずれ

か遅い時点（当該申請が破綻処理単位期間中に

行われた場合又は当該申請の日から当該清算参

加者についてＣＤＳ清算資格の喪失の効力が生

じるまでの間に破綻処理単位期間が開始した場

合には、破綻処理単位期間が終了する日の当社

が定める時点又は当該清算参加者を当事者とす

る清算約定で未決済のもののすべてが解消され

た時点のいずれか遅い時点）において、ＣＤＳ

清算資格を喪失する。 

第２３条 清算参加者が前条第１項の規定により

ＣＤＳ清算資格の喪失の申請をした場合、当該

清算参加者は、その申請の日の翌日から起算し

て３０日目の日の当社が定める時点又は当該清

算参加者を当事者とするすべての清算約定が解

消された時点のいずれか遅い時点（当該申請が

破綻処理単位期間中に行われた場合又は当該申

請の日から当該清算参加者についてＣＤＳ清算

資格の喪失の効力が生じるまでの間に破綻処理

単位期間が開始した場合には、破綻処理単位期

間が終了する日の当社が定める時点又は当該清

算参加者を当事者とするすべての清算約定が解

消された時点のいずれか遅い時点）において、

ＣＤＳ清算資格を喪失する。 

２ （略） ２ （略） 

  

（ＣＤＳ清算資格の喪失申請者の合併等の場合の

特例） 

（ＣＤＳ清算資格の喪失申請者の合併等の場合の

特例） 

第２４条 当社は、ＣＤＳ清算資格の喪失申請者

がＣＤＳ清算資格の喪失と同時に、ＣＤＳ清算

資格を取得する者又はＣＤＳ清算資格を有する

者に合併され、分割により事業を承継させ又は

事業を譲渡する等の場合で、当該清算参加者の

第２４条 当社は、ＣＤＳ清算資格の喪失申請者

がＣＤＳ清算資格の喪失と同時に、ＣＤＳ清算

資格を取得する者又はＣＤＳ清算資格を有する

者に合併され、分割により事業を承継させ又は

事業を譲渡する等の場合で、当該清算参加者の
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清算約定で未決済のもののすべてを解消させる

必要がないと当社が認めるとき（受託清算参加

者にあっては、当該受託清算参加者が締結して

いる清算受託契約のすべてを解約させる必要が

ないと当社が認めるときを含む。）は、前条第

１項の規定にかかわらず、当該喪失申請者は、

当社がその都度定める時点において、ＣＤＳ清

算資格を喪失する。 

清算約定のすべてを解消させる必要がないと当

社が認めるとき（受託清算参加者にあっては、

当該受託清算参加者が締結している清算受託契

約のすべてを解約させる必要がないと当社が認

めるときを含む。）は、前条第１項の規定にか

かわらず、当該喪失申請者は、当社がその都度

定める時点において、ＣＤＳ清算資格を喪失す

る。 

  

（ＣＤＳ清算資格を喪失した場合における清算約

定の取扱い） 

（ＣＤＳ清算資格を喪失した場合における清算約

定の取扱い） 

第３８条 清算参加者は、ＣＤＳ清算資格を取り

消された場合には、当社がその都度定める期間

内に、当該清算参加者の清算約定で未決済のも

ののすべて（当社が定めるものを除く。）を解

消しなければならない。 

２ 前項の場合において、清算参加者が前項に規

定する期間内に清算約定で未決済のもののすべ

てを解消することができないときは、当該清算

約定は、第１０章第２節の規定（第９７条から

第９９条までの規定を除く。）に準じて処理さ

れるものとする。この場合において、必要な事

項は当社がその都度定める。 

３ （略） 

第３８条 清算参加者は、ＣＤＳ清算資格を取り

消された場合には、当社がその都度定める期間

内に、当該清算参加者のすべての清算約定（当

社が定めるものを除く。）を解消しなければな

らない。 

２ 前項の場合において、清算参加者が前項に規

定する期間内にすべての清算約定を解消するこ

とができないときは、当該清算約定は、第１０

章第２節の規定（第９７条から第９９条までの

規定を除く。）に準じて処理されるものとする。

この場合において、必要な事項は当社がその都

度定める。 

３ （略） 

  

（清算約定の区分管理） （清算約定の区分管理） 

第４６条 （略） 

２ 受託清算参加者は、清算約定（委託分）を、

清算取次口座ごとに区分して管理しなければな

らない。 

第４６条 （略） 

２ 受託清算参加者は、清算約定（委託分）を、

清算委託者ごとに区分して管理しなければなら

ない。 

  

（清算約定の任意解約） （清算約定の任意解約） 

第５３条 （略） 第５３条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 任意解約手数料の支払方である清算参加者

は、当該任意解約手数料を、当社が第１項の規

５ 任意解約手数料の支払方である清算参加者

は、当該任意解約手数料を、当社が第１項の規
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定による清算約定の任意解約の申入れ及び当該

清算約定の反対清算約定の任意解約の申入れを

受けた日の３営業日後の日の午前１１時まで

に、当社に支払わなければならない。 

定による清算約定の任意解約の申入れ及び当該

清算約定の反対清算約定の任意解約の申入れを

受けた日の３営業日後の日の午後１時までに、

当社に支払わなければならない。 

６ 当社は、任意解約手数料の支払方である場合

には、当該任意解約手数料を、当社が第１項の

規定による清算約定の任意解約の申入れ及び当

該清算約定の反対清算約定の任意解約の申入れ

を受けた日の３営業日後の日の午後１時３０分

以降遅滞なく、当社が任意解約する清算約定の

当事者である清算参加者に支払う。 

６ 当社は、任意解約手数料の支払方である場合

には、当該任意解約手数料を、当社が第１項の

規定による清算約定の任意解約の申入れ及び当

該清算約定の反対清算約定の任意解約の申入れ

を受けた日の３営業日後の日の午後２時４５分

以降遅滞なく、当社が任意解約する清算約定の

当事者である清算参加者に支払う。 

７ （略） ７ （略） 

  

（清算参加者口座） （清算参加者口座） 

第５９条 （略） 第５９条 （略） 

２ 清算参加者口座は、清算参加者の自己の計算

による清算約定を記録する口座（以下「自己取

引口座」という。）と清算委託者の計算による

清算約定を清算受託契約ごとに記録する口座

（以下「委託取引口座」という。）に区分する。

この場合、複数の清算委託者又は同一の清算委

託者を当事者とする複数の清算受託契約につい

て同一の委託取引口座を設定することはできな

い。 

２ 清算参加者口座は、清算参加者の自己の計算

による清算約定を記録する口座（以下「自己取

引口座」という。）と清算委託者の計算による

清算約定を清算委託者ごとに記録する口座（以

下「委託取引口座」という。）に区分する。 

３ 当社は、清算参加者の請求があった場合には、

当該清算参加者のために自己取引口座又は複数

の委託取引口座を開設することができる。 

３ 当社は、清算参加者の請求があった場合には、

当該清算参加者のために複数の自己取引口座又

は委託取引口座を開設することができる。 

４～６ （略） ４～６ （略） 

７ 各清算約定並びにこれに係る当初証拠金及び

変動証拠金に係る当社と清算参加者の間の債権

債務及び当社と清算委託者の間の債権債務は、

自己取引口座及び委託取引口座ごとに生じるも

のとする。 

（新設） 

  

（清算取次口座） （清算取次口座） 

第６０条 受託清算参加者は、清算委託者との間 第６０条 受託清算参加者は、清算委託者ごとに、
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で締結された清算受託契約ごとに、各清算委託

者を当事者とする清算委託取引の内容、当該清

算委託取引に係る当初証拠金、委託当初証拠金、

変動証拠金、清算約定（委託分）のクレジット

イベント決済時に授受する金銭等その他当該各

清算受託契約並びに本業務方法書等に基づいて

清算委託者との間で授受される金銭等を管理す

るための口座（以下「清算取次口座」という。）

を開設する。 

各清算委託者を当事者とする清算委託取引の内

容、当該清算委託取引に係る当初証拠金、委託

当初証拠金、変動証拠金、清算約定（委託分）

のクレジットイベント決済時に授受する金銭等

その他清算受託契約並びに本業務方法書等に基

づいて清算委託者との間で授受される金銭等を

管理するための口座（以下「清算取次口座」と

いう。）を開設する。 

２ （略） ２ （略） 

３ 各清算委託取引並びにこれに係る当初証拠金

及び変動証拠金に係る受託清算参加者と清算委

託者の間の債権債務は、清算取次口座ごとに生

じるものとする。 

（新設） 

  

（清算参加者の当初証拠金所要額） （清算参加者の当初証拠金所要額） 

第６４条 （略） 第６４条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 清算約定（委託分）に係る各委託取引口座の

当初証拠金所要額は、当該各委託取引口座につ

いて算出した額（区分口座が設定されている委

託取引口座にあっては、各区分口座について算

出した額の合計額）とする。 

３ 清算約定（委託分）に係る当初証拠金所要額

は、各委託取引口座について算出した額（区分

口座が設定されている委託取引口座にあって

は、各区分口座について算出した額の合計額）

の合計額とする。 

４ （略） ４ （略） 

  

（当初証拠金の預託時限） （当初証拠金の預託時限） 

第６６条 清算参加者及び清算委託者は、当初証

拠金として当社に預託した金銭及び代用有価証

券の代用価格の合計額(以下「当初証拠金預託

額」という。）が、当社に預託すべき自己取引

口座又は委託取引口座ごとの当初証拠金所要額

に不足する場合には、その不足が生じた日の翌

当社営業日午前１１時までに、その不足額を当

社に預託しなければならない。 

第６６条 清算参加者及び清算委託者は、当初証

拠金として当社に預託した金銭及び代用有価証

券の代用価格の合計額が、当社に預託すべき当

初証拠金所要額に不足する場合には、その不足

が生じた日の翌当社営業日（当該清算委託者が

非居住者である場合には、当該不足が生じた日

の翌々当社営業日）正午までに、その不足額を

当社に預託しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、清算委託者が非居

住者である場合には、当該清算委託者は、不足

（新設） 
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が生じた日の翌々当社営業日の午前１１時まで

に当該不足額を当社に預託するものとする。 

  

（清算委託者による当初証拠金の預託） （清算委託者による当初証拠金の預託） 

第６８条 （略） 第６８条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 受託清算参加者は、清算委託者から当初証拠

金として交付を受けた金銭及び代用有価証券に

ついて、清算取次口座ごとに帳簿を作成及び記

帳するなどの区分管理を行わなければならな

い。 

３ 受託清算参加者は、清算委託者から当初証拠

金として交付を受けた金銭及び代用有価証券に

ついて、清算委託者ごとに帳簿を作成及び記帳

するなどの区分管理を行わなければならない。 

４ 清算委託者が受託清算参加者に対し当初証拠

金として交付した金銭及び代用有価証券の代用

価格の合計額が、当該清算委託者が当社に預託

すべき当初証拠金所要額を下回っている場合、

当該受託清算参加者は、その不足額以上の金銭

又は代用有価証券を、第６６条第１項に規定す

る日時までに、自己の負担で当社に預託しなけ

ればならない。 

４ 清算委託者が受託清算参加者に対し当初証拠

金として交付した金銭及び代用有価証券の代用

価格の合計額が、当該清算委託者が当社に預託

すべき当初証拠金所要額を下回っている場合、

当該受託清算参加者は、その不足額以上の金銭

又は代用有価証券を、自己の負担で当社に預託

しなければならない。 

５ （略） ５ （略） 

  

（差換預託） （差換預託） 

第６９条 （略） 第６９条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前項の場合において、受託清算参加者は、清

算委託者から委託当初証拠金として預託を受け

た金銭及び代用有価証券について清算取次口座

ごとに帳簿を作成及び記帳するなどの区分管理

しなければならない。 

３ 前項の場合において、受託清算参加者は、清

算委託者から委託当初証拠金として預託を受け

た金銭及び代用有価証券について、清算委託者

ごとに帳簿を作成及び記帳するなどの区分管理

しなければならない。 

  

  

（当初証拠金の区分及び管理方法） （当初証拠金の区分及び管理方法） 

第７１条 清算参加者は、当社に対して当初証拠

金として金銭又は代用有価証券を交付する場合

には、当該金銭又は代用有価証券を、次に掲げ

る当初証拠金に区分して預託するものとする。 

第７１条 清算参加者は、当社に対して当初証拠

金として金銭又は代用有価証券を交付する場合

には、当該金銭又は代用有価証券を、次に掲げ

る当初証拠金に区分して預託するものとする。 
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（１） （略） 

（２） 各清算委託者の清算約定（委託分）に

係る当初証拠金のうち清算委託者の代理人と

して預託するもの 

（３） 各清算委託者の清算約定（委託分）に

係る当初証拠金のうち差換当初証拠金として

預託するもの 

（１） （略） 

（２） 清算約定（委託分）に係る当初証拠金

のうち清算委託者の代理人として預託するも

の 

（３） 清算約定（委託分）に係る当初証拠金

のうち差換当初証拠金として預託するもの 

２ （略） ２ （略） 

３ 第１項第３号に掲げる差換当初証拠金につい

ては、清算参加者は、委託当初証拠金の額（代

用有価証券の場合にはその代用価格の合計額）

を、毎当社営業日、当社に報告を行うものとし、

当社は当該額と差換当初証拠金の差額を区分し

て管理するものとする。 

（新設） 

  

（当初証拠金の返還請求権） （当初証拠金の返還請求権） 

第７２条 清算参加者及び清算委託者は、次の各

号に掲げる当初証拠金の区分に応じ、当該各号

に定めるところにより当社に対する当初証拠金

の返還請求権を有する。 

（１） 清算約定（委託分）に係る当初証拠金 

ａ 清算委託者は、当該清算委託者が当社に預

託した清算約定（委託分）（当該清算委託者

が受託清算参加者との間で締結した清算受

託契約に基づく有価証券等清算取次ぎの委

託により成立するものに限る。以下本号にお

いて同じ。）に係る当初証拠金の額及び当該

清算委託者が当該清算約定（委託分）に関し

て当社に預託した差換当初証拠金の額の合

計額から、当該清算委託者が清算委託取引に

関して当該受託清算参加者に対して負担す

る未履行債務（当該清算参加者の破綻等その

他の事由による当該清算約定（委託分）の処

理に伴って生じる債務のうち未履行である

ものを含む。以下本号において同じ。）を控

除した額の範囲内で、当該清算委託者が当社

第７２条 清算参加者及び清算委託者は、次の各

号に掲げる当初証拠金の区分に応じ、当該各号

に定めるところにより当社に対する当初証拠金

の返還請求権を有する。 

（１） 清算約定（委託分）に係る当初証拠金 

ａ 清算委託者は、当該清算委託者が当社に預

託した当初証拠金の額及び当該清算委託者

が清算受託契約を締結している受託清算参

加者が当社に預託した差換当初証拠金の額

のうち清算委託者が当該受託清算参加者に

預託した委託当初証拠金の額（当該受託清算

参加者が当社に預託した差換当初証拠金の

額が当該受託清算参加者と清算受託契約を

締結しているすべての清算委託者が当該受

託清算参加者に預託した委託当初証拠金の

合計額に満たない場合には、各清算委託者が

当該受託清算参加者に預託した委託当初証

拠金の額に応じて按分した額）の合計額か

ら、当該清算委託者が清算委託取引に関して

当該受託清算参加者に対して負担する未履
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に預託した当該清算約定（委託分）に係る当

初証拠金の額及び当該受託清算参加者が当

該清算約定（委託分）に関して当社に預託し

た差換当初証拠金の額のうち当該清算委託

者が当該受託清算参加者に預託した清算委

託取引（当該清算受託契約に基づく有価証券

等清算取次ぎの委託により成立するものに

限る。）に係る委託当初証拠金の額の合計額

から、当該清算委託者が当該清算委託取引に

関して当該受託清算参加者に対して負担す

る未履行債務（当該清算委託取引の終了に伴

って生じる債務のうち未履行であるものを

含む。）を控除した額に相当する部分につい

て、当初証拠金の返還請求権を有する。 

ｂ 清算参加者は、当該清算参加者と清算受託

契約を締結している前ａに規定する清算委

託者が当社に預託した清算約定（委託分）に

係る当初証拠金及び当該清算参加者が当該

清算約定（委託分）に関して当社に預託した

差換当初証拠金の合計額から、当該清算参加

者が当該清算約定（委託分）に関して当社に

対して負担する未履行債務の額及び当該清

算委託者が当初証拠金の返還請求権を有す

る額の合計額を控除した額に相当する部分

について、当初証拠金の返還請求権を有す

る。 

 

（２） （略） 

行債務（当該清算委託取引の終了に伴って生

じる債務のうち未履行であるものを含む。）

の額を控除した額に相当する部分について、

当初証拠金の返還請求権を有する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ 清参加者は、当該清算参加者と清算受託契

約を締結している清算委託者が当社に預託

した当初証拠金及び当該清算参加者が清算

約定（委託分）に関して当社に預託した差換

当初証拠金の合計額から、当該清算参加者が

清算約定（委託分）に関して当社に対して負

担する未履行債務（当該清算参加者の破綻等

その他の事由による清算約定（委託分）の処

理に伴って生じる債務のうち未履行である

ものを含む。）の額及び前ａに規定する清算

委託者が当初証拠金の返還請求権を有する

額の合計額を控除した額に相当する部分に

ついて、当初証拠金の返還請求権を有する。 

（２） （略） 

２～５ （略） ２～５ （略） 

  

（変動証拠金所要額） （変動証拠金所要額） 

第７４条 （略） 第７４条 （略） 

２ 当社は、清算約定（委託分）の変動証拠金所

要額を、当社が定める方法により委託取引口座

ごとに算出し、その金額を当該清算委託者と清

算受託契約を締結している受託清算参加者に通

２ 当社は、清算約定（委託分）の変動証拠金所

要額を、当社が定める方法により清算委託者ご

とに算出し、その金額を当該清算委託者と清算

受託契約を締結している受託清算参加者に通知
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知する。 する。 

  

（変動証拠金の預託時限） （変動証拠金の預託時限） 

第７７条 清算参加者は、変動証拠金の授受にお

いて支払方となる場合には、当該変動証拠金の

算出日の翌当社営業日の午前１１時までに、変

動証拠金所要額に相当する金銭を当社に預託し

なければならない。 

第７７条 清算参加者は、変動証拠金の授受にお

いて支払方となる場合には、当該変動証拠金の

算出日の翌当社営業日の午後１時までに、変動

証拠金所要額に相当する金銭を当社に預託しな

ければならない。 

２ 当社は、変動証拠金の授受において受領方と

なる清算参加者に対し、当該変動証拠金の算出

日の翌当社営業日の午後１時３０分以降遅滞な

く、変動証拠金所要額に相当する金銭を当該清

算参加者に預託する。 

２ 当社は、変動証拠金の授受において受領方と

なる清算参加者に対し、当該変動証拠金の算出

日の翌当社営業日の午後２時４５分以降遅滞な

く、変動証拠金所要額に相当する金銭を当該清

算参加者に預託する。 

  

（変動証拠金に係る利息の取扱い） （変動証拠金に係る利息の取扱い） 

第７８条 （略） 第７８条 （略） 

２ 清算参加者は、変動証拠金に係る利息を、毎

月第３当社営業日の午前１１時までに、当社に

支払わなければならない。 

２ 清算参加者は、変動証拠金に係る利息を、毎

月第３当社営業日の午後１時までに、当社に支

払わなければならない。 

３ 当社は、毎月第３当社営業日の午後１時３０

分以降遅滞なく、変動証拠金に係る利息を清算

参加者に支払う。 

３ 当社は、毎月第３当社営業日の午後２時４５

分以降遅滞なく、変動証拠金に係る利息を清算

参加者に支払う。 

  

（資金決済の方法） （資金決済の方法） 

第８０条 （略） 第８０条 （略） 

２ 当社は、清算参加者との間で授受する金銭を、

当社が定めるところにより、自己取引口座及び

委託取引口座ごとに、差引計算して授受するこ

とができる。 

２ 当社は、清算参加者との間で授受する金銭を、

当社が定める種類ごとに、差引計算して授受す

ることができる。 

  

（当初証拠金及び決済金額等の差引計算）  

第８０条の２ 前条第２項の規定により差引計算

した結果、清算参加者が当社に対して決済金額

及び変動証拠金（本条及び次条において「決済

金額等」という。）を支払うこととなる場合に

は、当該決済金額等の支払い及び第６６条に規

（新設） 
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定する当初証拠金の預託については、自己取引

口座及び委託取引口座ごとに、次に掲げる計算

式の順序に従って差引計算するものとし、それ

ぞれ算出された額が負の数になる場合には、清

算参加者は当社に対し当該額を預託するものと

する。ただし、第１号に係る預託については、

現金により預託しなければならない。 

（１） （前当社営業日末時点における当初証

拠金預託額のうち現金による預託額）－（同

時点において清算参加者が支払うこととなる

決済金額等） 

（２） （前当社営業日末時点における当初証

拠金預託額－充当現金預託額（前号による差

引計算の結果、清算参加者が支払うこととな

る決済金額等に充当された当初証拠金預託額

のうち現金による預託額をいう。））－（同

時点における当初証拠金所要額） 

２ 前条第２項の規定により差引計算した結果、

清算参加者が当社から決済金額等を受領するこ

ととなる場合には、当該決済金額等の支払い及

び第６６条に規定する当初証拠金の預託につい

ては、自己取引口座及び委託取引口座ごとに、

次に掲げる計算式に従って差引計算するものと

し、算出された額が負の数になる場合には、清

算参加者は当社に対し当該額を預託するものと

する。 

（前当社営業日末時点における当初証拠金預託

額＋同時点において清算参加者が受領するこ

ととなる決済金額等）－（前当社営業日末時

点における当初証拠金所要額） 

（新設） 

  

（返戻の申請及び当初証拠金のみなし預託）  

第８０条の３ 前条の差引計算の結果、決済金額

等を受領することとなる清算参加者は、当社に

対し、自己取引口座及び委託取引口座ごとに受

領する金銭の額を明らかにしたうえで申請を行

（新設） 
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うことにより、当該金銭を受領するものとする。 

２ 前項の申請がなされなかった場合、自己取引

口座又は委託取引口座ごとに算出された決済金

額等は、当該口座に係る当初証拠金として預託

されたものとみなす。 

（新設） 

  

（清算預託金の管理及び運用） （清算預託金の管理及び運用） 

第８８条 当社は、前条の清算預託金の全額を、

清算預託金を預託した清算参加者又は清算委託

者のために、当社が定める方法により分別して

管理するものとする。 

第８８条 当社は、前条の清算預託金を、清算預

託金を預託した清算参加者のために、自己の固

有の財産と口座を区分する等の方法により分別

して保管するものとし、当該清算参加者ごとに、

ＣＤＳ清算基金、当初証拠金、第三階層特別清

算料担保金及び破綻時証拠金の種類に区分して

帳簿により管理するものとする。 

  

（清算約定（委託分）等の承継） （清算約定（委託分）等の承継） 

第９５条 清算委託者（清算受託契約に規定する

期限の利益喪失事由が発生していない者に限

る。以下、本条において同じ。）は、第９２条

の規定により当該清算委託者の計算により成立

した清算約定（委託分）が終了した場合には、

当社が規則で定める期間内に限り、承継清算参

加者（本項に規定する承継清算参加者をいう。）

を経由して当社に当社所定の承継申込書を交付

することにより、当該清算約定（委託分）に対

応する次に掲げる権利義務を一括して破綻清算

参加者以外の清算参加者（当該清算委託者と清

算受託契約を締結している清算参加者に限る。

以下「承継清算参加者」という。）に承継（本

条の定めるところにより、当社、承継清算参加

者及び清算委託者の間で当該権利義務を新たに

発生させるとともに、それに伴う金銭の授受及

び権利義務の処理を行うことをいう。以下同

じ。）させることができる。 

（１）・（２） （略） 

第９５条 清算委託者は、第９２条の規定により

当該清算委託者の計算により成立した清算約定

（委託分）が終了した場合には、当社が規則で

定める期間内に限り、承継清算参加者（本項に

規定する承継清算参加者をいう。）を経由して

当社に当社所定の承継申込書を交付することに

より、当該清算約定（委託分）に対応する次に

掲げる権利義務を一括して破綻清算参加者以外

の清算参加者（当該清算委託者と清算受託契約

を締結している清算参加者に限る。以下「承継

清算参加者」という。）に承継（本条の定める

ところにより、当社、承継清算参加者及び清算

委託者の間で当該権利義務を新たに発生させる

とともに、それに伴う金銭の授受及び権利義務

の処理を行うことをいう。以下同じ。）させる

ことができる。 

 

 

（１）・（２） （略） 
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２～６ （略） ２～６ （略） 

  

（ＣＤＳ決済保証準備金等による損失の補填） （ＣＤＳ決済保証準備金等による損失の補填） 

第１０４条 前条の規定による算出の結果、当社

の破綻清算参加者に対する債権が生じ得る場合

には、当社は、当初損失確定日において、当該

債権の額に対応する当社の損失（当社が規則で

定めるものを除く。）及び破綻清算参加者の破

綻処理（当該破綻清算参加者の破綻等に伴う破

綻処理入札の実施その他の必要な処理をいう。

以下同じ。）について当初損失確定日までに当

社に生じたその他の損失（当社が規則で定める

ものに限る。）（以下「破綻処理損失」という。）

を、次の各号に掲げる順序に従い、当該各号に

掲げる方法により補填する。 

（１） （略） 

（２） 当該破綻清算参加者以外の各清算参加者

が当社に預託したＣＤＳ清算基金（当該破綻清

算参加者の第二階層清算参加者負担限度額（同

一の破綻処理単位期間において認定された他

の破綻等について生じた当社の損失を補填す

るために、本条の規定により当該各清算参加者

が当社に預託したＣＤＳ清算基金から取り崩

された額があるときは、当該額を控除した残額

とする。以下本条において同じ。）を上限とす

る。）及び第二階層ＣＤＳ決済保証準備金の取

崩し。 

第１０４条 前条の規定による算出の結果、当社

の破綻清算参加者に対する債権が生じ得る場合

には、当社は、当初損失確定日において、当該

債権の額に対応する当社の損失（当社が規則で

定めるものを除く。）及び破綻清算参加者の破

綻処理（当該破綻清算参加者の破綻等に伴う破

綻処理入札の実施その他の必要な処理をいう。

以下同じ。）について当初損失確定日までに当

社に生じたその他の損失（当社が規則で定める

ものに限る。）（以下「破綻処理損失」という。）

を、次の各号に掲げる順序に従い、当該各号に

掲げる方法により補填する。 

（１） （略） 

（２） 当該破綻清算参加者以外の各清算参加者

が当社に預託したＣＤＳ清算基金（当該破綻清

算参加者の第二階層清算参加者負担限度額（同

一の破綻処理単位期間において認定された他

の破綻等について生じた当社の損失を補填す

るために、本条の規定により当該各清算参加者

が当社に預託したＣＤＳ清算基金から取り崩

された額があるときは、当該額を控除した残額

とする。以下本条において同じ。）を上限とす

る。）及びＣＤＳ第二階層決済保証準備金の取

崩し。 

２・３（略） ２・３ （略）  

  

（第四階層特別清算料による損失の補填） （第四階層特別清算料による損失の補填） 

第１０６条 破綻処理損失について、前条に定め

るところによってもなお補填することができな

い損失がある場合には、破綻認定日における破

綻清算参加者以外の清算参加者のうち、破綻認

定日から当初損失確定日までのすべての清算約

定（破綻認定日後に成立した清算約定及び当初

第１０６条 破綻処理損失について、前条に定め

るところによってもなお補填することができな

い損失がある場合には、破綻認定日における破

綻清算参加者以外の清算参加者のうち、破綻認

定日から当初損失確定日までのすべての清算約

定（破綻認定日後に成立した清算約定及び当初
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損失確定日までに任意解約その他の事由により

終了した清算約定を含む。以下同じ。）に係る

変動証拠金等の受け取るべき額の総額が支払う

べき額の総額を上回る者（以下本条において「第

四階層特別清算料負担参加者」という。）は、

当社が規則で定めるところにより、第四階層特

別清算料を当社に支払う義務を負う。この場合

において、当社は、第四階層特別清算料負担参

加者から支払いを受けた第四階層特別清算料を

もって、当該損失を補填する。 

損失確定日までに任意解約その他の事由により

終了した清算約定を含む。以下同じ。）に係る

変動証拠金等（変動証拠金、変動証拠金に係る

利息、固定金額、変動支払及び任意解約手数料

をいう。以下同じ。）の受け取るべき額の総額

が支払うべき額の総額を上回る者（以下本条に

おいて「第四階層特別清算料負担参加者」とい

う。）は、当社が規則で定めるところにより、

第四階層特別清算料を当社に支払う義務を負

う。この場合において、当社は、第四階層特別

清算料負担参加者から支払いを受けた第四階層

特別清算料をもって、当該損失を補填する。 

２ （略） ２ （略） 

  

（破綻時証拠金の預託） （破綻時証拠金の預託） 

第１０７条の２ （略） 第１０７条の２ （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 清算参加者は、破綻時証拠金として当社に預

託した金銭及び代用有価証券の代用価格の合計

額が、当社に預託すべき破綻時証拠金所要額に

不足する場合には、その不足が生じた日の翌当

社営業日の午前１１時までに、その不足額を当

社に預託しなければならない。 

５ 清算参加者は、破綻時証拠金として当社に預

託した金銭及び代用有価証券の代用価格の合計

額が、当社に預託すべき破綻時証拠金所要額に

不足する場合には、その不足が生じた日の翌当

社営業日の正午までに、その不足額を当社に預

託しなければならない。 

６・７ （略） ６・７ （略） 

  

 （複数の破綻処理入札が同日に実施される場合に

おけるＣＤＳ清算基金の追加預託） 

第１０８条 削除 第１０８条 清算参加者は、複数の破綻処理入札

が同日に実施される場合には、同日の正午まで

に、ＣＤＳ清算基金所要額に同日に実施される

破綻処理入札の数を乗じた額に満つるまでの金

銭又は代用有価証券を、追加のＣＤＳ清算基金

として当社に預託しなければならない。 

  

（最終損失確定時の調整） （最終損失確定時の調整） 

第１１０条 第１０２条第２項の規定による当社 第１１０条 第１０２条第２項の規定による当社
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の破綻清算参加者に対する債権の額が確定した

場合において、当該債権の額が破綻処理損失の

額を上回るときは、当社は、当該債権の額が確

定した日において、その超過額に対応する当社

の損失を、次の各号に掲げる順序に従い、当該

各号に掲げる方法により補填する。 

（１） 第一階層ＣＤＳ決済保証準備金の取崩

し 

（２） 当該破綻清算参加者以外の各清算参加

者が当社に預託したＣＤＳ清算基金（本項柱

書の破綻清算参加者に係る破綻認定日の属す

る破綻処理単位期間の開始日の前当社営業日

における当該各清算参加者のＣＤＳ清算基金

所要額から第１０４条の規定により取り崩さ

れた額を控除した残額を上限とする。）及び

第二階層ＣＤＳ決済保証準備金の取崩し 

（３）・（４）（略） 

の破綻清算参加者に対する債権の額が確定した

場合において、当該債権の額が破綻処理損失の

額を上回るときは、当社は、当該債権の額が確

定した日において、その超過額に対応する当社

の損失を、次の各号に掲げる順序に従い、当該

各号に掲げる方法により補填する。 

（１） 第一階層決済保証準備金の取崩し 

 

（２） 当該破綻清算参加者以外の各清算参加

者が当社に預託したＣＤＳ清算基金（当該破

綻清算参加者に係る破綻認定日における当該

各清算参加者のＣＤＳ清算基金所要額から第

１０４条の規定により取り崩された額を控除

した残額を上限とする。）及び第二階層決済

保証準備金の取崩し 

 

（３）・（４） （略） 

２ （略） ２ （略） 

  

付  則  

 この改正規定は、平成２６年２月２４日から

施行する。 
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ＣＤＳ清算業務に関する業務方法書の取扱いの一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（金銭の授受の方法） （金銭の授受の方法） 

第２２条 業務方法書第１７条第１項、第６７

条又は第１０７条第１項第１号の規定により

金銭の授受を行う場合は、日本銀行金融ネッ

トワークシステムを利用して、当社名義の日

本銀行当座勘定と当該清算参加者名義の日本

銀行当座勘定の間の振替により行うものとす

る。 

第２２条 業務方法書第１７条第１項、第６７条

又は第１０７条第１項第１号の規定により金銭

の授受を行う場合は、次に定めるところにより

行うものとする。 

（１） 金銭を支払う清算参加者は、当社が通

知又は公示により指定する銀行のうちから清

算参加者が選定した銀行に設けられた当社名

義の口座に振り込むものとする。 

（２） 金銭を受領する清算参加者は、清算参

加者が選定した銀行に口座を設け、当該口座

において受領するものとする。 

  

（清算約定の内容等） （清算約定の内容等） 

第３７条 （略） 第３７条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 固定金額の支払いは、次に定めるところによ

り行う。 

 （１） 清算約定の買い手である清算参加者

は、午前１１時までに固定金額に相当する金

銭を当社に支払わなければならない。 

 （２） 当社は、午後１時３０分以降遅滞な

く、固定金額に相当する金銭を清算約定の売

り手である清算参加者に支払う。 

４ 固定金額の支払いは、次に定めるところによ

り行う。 

 （１） 清算約定の買い手である清算参加者

は、午後１時までに固定金額に相当する金銭

を当社に支払わなければならない。 

 （２） 当社は、午後２時４５分以降遅滞な

く、固定金額に相当する金銭を清算約定の売

り手である清算参加者に支払う。 

  

（資金決済の方法） （資金決済の方法） 

第５２条 （略） 第５２条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 業務方法書第８０条第２項に規定する差引計

算は、次の各号に掲げる金銭ごとに、当該金銭

の総受取額と総支払額の差引計算とする。 

（１） 第１項第２号に掲げる金銭 

３ 業務方法書第８０条第２項に規定する当社が

定める種類は、次に定めるとおりとする。 

（１） 変動証拠金及び第四階層特別清算料担保

金 



 
 

2 

（２） 第１項各号に掲げる金銭から、前号に

掲げる金銭を除いた金銭 

（２） 任意解約手数料 

（３） 変動証拠金に係る利息 

（４） 固定金額 

（５） クレジットイベント決済代金及びクレジ

ットイベント決済時における固定金額 

（６） 損失回避取引に係るイニシャルペイメン

ト金額 

  

（清算預託金の管理） （清算預託金の管理） 

第５２条の２ 業務方法書第８８条に規定する当

社が定める方法は、次の各号に掲げる清算預託

金（清算委託者が預託した当初証拠金を除く。）

の資産区分に応じて、当該各号に定める方法と

する。 

（１） 金銭 

次に掲げる方法により当社の固有資産、他

の清算業務に係る預かり資産及び清算委託者

の当初証拠金とは分別して保管し、清算参加

者ごとに、清算預託金の種類（ＣＤＳ清算基

金、当初証拠金、第三階層特別清算料担保金

及び破綻時証拠金の種類をいう。以下本条に

おいて同じ。）に区分して帳簿により管理す

る。 

ａ・ｂ （略） 

（２） （略） 

（３） 財務省証券 

次に掲げる方法により当社の固有財産、他

の清算業務に係る預かり資産及び清算委託者

の当初証拠金とは分別して保管し、清算参加

者ごとに、清算預託金の種類に区分して帳簿

により管理する。 

ａ・ｂ （略） 

第５２条の２ 業務方法書第８８条に規定する当

社が定める方法は、次の各号に掲げる清算預託

金の資産区分に応じて、当該各号に定める方法

とする。 

 

（１） 金銭 

次に掲げる方法により当社の固有資産及び

他の清算業務に係る預かり資産とは分別して

保管し、清算参加者ごとに、清算預託金の種

類（ＣＤＳ清算基金、当初証拠金、第三階層

特別清算料担保金及び破綻時証拠金の種類を

いう。以下本条において同じ。）に区分して

帳簿により管理する。 

 

ａ・ｂ （略） 

（２） （略） 

（３） 財務省証券 

次に掲げる方法により当社の固有財産とは

分別して保管し、清算参加者ごとに、清算預

託金の種類に区分して帳簿により管理する。 

 

 

ａ・ｂ （略） 

２ 清算委託者の当初証拠金に係る業務方法書第

８８条に規定する当社が定める方法は、次の各

号に掲げる清算委託者の当初証拠金の資産区分

に応じて、当該各号に定める方法とする。 

（新設） 
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（１） 金銭 

次に掲げる方法により当社の固有資産、他

の清算業務に係る預かり資産及び清算参加者

が預託した清算預託金とは分別して保管し、

清算委託者ごとに区分して帳簿により管理す

る。 

ａ 当社名義の決済性預金口座への預金 

ｂ 信託業務を営む銀行への金銭信託 

（２） 国債証券 

次に掲げる方法により当社の固有財産とは

分別して保管し、清算委託者ごとに区分して

帳簿により管理する。 

ａ 日本銀行の国債振替決済制度において日

本銀行に開設された当社名義の分別管理口

への記録 

ｂ 信託業務を営む銀行への信託 

（３） 財務省証券 

次に掲げる方法により当社の固有財産、他

の清算業務に係る預かり資産及び清算参加者

が預託した清算預託金とは分別して保管し、

清算委託者ごとに区分して帳簿により管理す

る。 

ａ アメリカ合衆国ニューヨーク州ニューヨ

ーク市に所在する銀行に開設された当社名

義の口座への記録 

ｂ 信託業務を営む銀行への信託 

  

（入札決済における金銭の支払時期等） （入札決済における金銭の支払時期等） 

第５５条 入札決済における入札決済金額に相当

する金銭の授受は、次に定めるところにより行

う。 

（１） 当該入札決済に係る清算約定の売り手

である清算参加者は、当該清算約定に適用あ

る入札決済日の午前１１時までに入札決済金

額に相当する金銭を当社に支払わなければな

らない。 

第５５条 入札決済における入札決済金額に相当

する金銭の授受は、次に定めるところにより行

う。 

（１） 当該入札決済に係る清算約定の売り手

である清算参加者は、当該清算約定に適用あ

る入札決済日の午後１時までに入札決済金額

に相当する金銭を当社に支払わなければなら

ない。 
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（２） 当社は、前項の入札決済日の午後１時

３０分以降遅滞なく、入札決済金額に相当す

る金銭を当該入札決済に係る清算約定の買い

手である清算参加者に支払う。 

（２） 当社は、前項の入札決済日の午後２時

４５分以降遅滞なく、入札決済金額に相当す

る金銭を当該入札決済に係る清算約定の買い

手である清算参加者に支払う。 

  

（事務の委任） （事務の委任） 

第５８条 業務方法書第１１８条第１項に規定す

る当社が定める事務は、業務方法書第７５条第

１項及び第２項の規定による清算値段の算出に

係る事務とする。 

第５８条 業務方法書第１１８条第１項に規定す

る当社が定める事務は、清算値段の算出に係る

事務とする。 

２ （略） ２ （略） 

  

様式第３号 清算受託契約の様式 様式第３号 清算受託契約の様式 

  

ＣＤＳ清算受託契約書 ＣＤＳ清算受託契約書 

  

（定義） （定義） 

第２条 本契約において使用する用語は、金融商

品取引法（昭和２３年法律第２５号）及び業務

方法書等において使用される用語の例によるほ

か、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

（１） 「委託清算約定」とは、本契約に基づ

く乙の有価証券等清算取次ぎの委託に基づ

き、甲とクリアリング機構の間に成立する清

算約定をいう。 

（２） （略） 

（３） 「期限前終了金額」とは、第３４条の

規定によりすべての本清算委託取引が終了し

た場合に甲乙間で授受すべき金銭をいう。 

（４）～（７） （略） 

（８） 「本清算委託取引」とは、本契約に基

づく個別の有価証券等清算取次ぎの委託によ

り成立する甲乙間の法律関係であって、当該

委託により成立する委託清算約定と同一の経

済的効果を有するものをいう。 

第２条 本契約において使用する用語は、金融商

品取引法（昭和２３年法律第２５号）及び業務

方法書等において使用される用語の例によるほ

か、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

（１） 「委託清算約定」とは、乙の有価証券

等清算取次ぎの委託に基づき、甲とクリアリ

ング機構の間に成立する清算約定をいう。 

 

（２） （略） 

（３） 「期限前終了金額」とは、第３４条の

規定によりすべての委託清算約定が終了した

場合に甲乙間で授受すべき金銭をいう。 

（４）～（７） （略） 

（新設） 
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（固定金額の授受） （固定金額の授受） 

第８条 乙は、甲が委託清算約定について固定金

額をクリアリング機構に交付すべき場合には、

当該固定金額に相当する金銭を、クリアリング

機構への交付時限（乙が非居住者である場合は、

翌々ＪＳＣＣ営業日における当該時限）までの

甲が定める時限までに、甲が定める方法により

甲に交付する。 

第８条 乙は、甲が委託清算約定について固定金

額をクリアリング機構に交付すべき場合には、

当該固定金額に相当する金銭を、クリアリング

機構への交付時限までの甲が定める時限まで

に、甲が定める方法により甲に交付する。 

２ （略） ２ （略） 

  

（清算取次口座） （清算取次口座） 

第９条 甲は、本清算委託取引の内容、本清算委

託取引に係る当初証拠金、委託当初証拠金、変

動証拠金、委託清算約定のクレジットイベント

決済時に授受する金銭等その他本契約並びに業

務方法書等に基づいて乙との間で授受される金

銭等を管理するための口座（以下「本清算取次

口座」という。）を開設する。 

第９条 甲は、清算委託取引の内容、清算委託取

引に係る当初証拠金、委託当初証拠金、変動証

拠金、委託清算約定のクレジットイベント決済

時に授受する金銭等その他本契約並びに業務方

法書等に基づいて乙との間で授受される金銭等

を管理するための口座（以下「清算取次口座」

という。）を開設する。 

２ 甲は、乙の請求があった場合には、乙のため

に開設した本清算取次口座を複数に区分する口

座を開設することができる。 

２ 甲は、乙の請求があった場合には、乙のため

に開設した清算取次口座を複数に区分する口座

を開設することができる。 

  

（当初証拠金の預託義務） （当初証拠金の預託義務） 

第１１条 （略） 第１１条 （略） 

２ 委託清算約定に係る当初証拠金所要額は、業

務方法書等の定めるところにより、クリアリン

グ機構が算出するものとし、甲は当該所要額を

乙に対して通知するものとする。 

２ 委託清算約定に係る当初証拠金所要額は、業

務方法書等の定めるところにより、クリアリン

グ機構が算出するものとする。 

３ （略） ３ （略） 

  

（当初証拠金の預託方法等） （当初証拠金の預託方法等） 

第１２条 （略） 第１２条 （略） 
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２ （略） 

３ 乙は、各ＪＳＣＣ営業日において、委託清算

約定に係る当初証拠金（以下単に「当初証拠金」

という。）としてクリアリング機構に預託した

金銭及び代用有価証券の額並びに本清算委託取

引に係る委託当初証拠金（以下単に「委託当初

証拠金」という。）として甲に預託した金銭及

び代用有価証券の額の合計額（以下「当初証拠

金等預託額」という。）が預託必要額に不足す

る場合には、その不足が生じた日の翌ＪＳＣＣ

営業日（乙が非居住者である場合は、当該不足

額が発生した日の翌々ＪＳＣＣ営業日）のクリ

アリング機構への預託時限までの甲が指定する

日時までに、その不足額を甲に交付するものと

する。 

２ （略） 

３ 乙は、各ＪＳＣＣ営業日において、当初証拠

金としてクリアリング機構に預託した金銭及び

代用有価証券の額並びに委託当初証拠金として

甲に預託した金銭及び代用有価証券の額の合計

額が預託必要額に不足する場合には、その不足

が生じた日の翌ＪＳＣＣ営業日（乙が非居住者

である場合は、当該不足額が発生した日から起

算して３ＪＳＣＣ営業日目）までの甲が指定す

る日時までに、その不足額を甲に交付するもの

とする。 

４ （略） ４ （略） 

  

（差換預託） （差換預託） 

第１３条 前２条の規定にかかわらず、甲は、あ

らかじめ乙の書面による同意を得て、乙から交

付を受けた金銭又は代用有価証券を委託当初証

拠金として保管することができる。 

第１３条 前２条の規定にかかわらず、甲は、あ

らかじめ乙の書面による同意を得て、乙から交

付を受けた金銭又は有価証券を委託当初証拠金

として保管することができる。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

  

（当初証拠金の返還請求権） （当初証拠金の返還請求権） 

第１４条 クリアリング機構に対する当初証拠金

の返還請求権は、次の各号に掲げる者が、当該

各号に定める金額に相当する部分について有す

るものとする。 

（１） 乙 

乙がクリアリング機構に預託した当初証拠

金の額及び甲が委託清算約定に関してクリア

リング機構に預託した差換当初証拠金の合計

額（以下「当初証拠金預託総計額」という。）

から甲が委託清算約定に関してクリアリング

機構に対して負担する未履行債務（甲の破綻

第１４条 クリアリング機構に対する当初証拠金

に関する返還請求権は、次の各号に掲げる者が、

当該各号に定める金額に相当する部分について

有するものとする。 

（１） 乙 

乙がクリアリング機構に預託した当初証拠

金の額及び甲がクリアリング機構に預託した

差換当初証拠金の額のうち乙が甲に預託した

委託当初証拠金の額を限度として業務方法書

等で定める額の合計額から、乙が清算委託取

引に関して甲に対して負担する未履行債務
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等その他の事由による当該委託清算約定の処

理に伴って生じる債務のうち未履行であるも

のを含む。以下本項において同じ。）の額を

控除した額の範囲内で、乙がクリアリング機

構に預託した当初証拠金の額及び甲が委託清

算約定に関してクリアリング機構に預託した

差換当初証拠金の額のうち乙が甲に預託した

委託当初証拠金の額の合計額から、乙が本清

算委託取引に関して甲に対して負担する未履

行債務（当該本清算委託取引の終了に伴って

生じる債務のうち未履行であるものを含む。）

の額又は未払いの期限前終了金額を控除した

額 

（２） 甲 

当初証拠金預託総計額から、甲が委託清算

約定に関してクリアリング機構に対して負担

する未履行債務の額及び第１号の額の合計額

を控除した額 

（当該清算委託取引の終了に伴って生じる債

務のうち未履行であるものを含む。）の額又

は未払いの期限前終了金額を控除した額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 甲 

乙がクリアリング機構に預託した当初証拠

金の額及び甲がクリアリング機構に預託した

差換当初証拠金の額の合計額から、甲が委託

清算約定に関してクリアリング機構に対して

負担する未履行債務（甲の破綻等その他の事

由による委託清算約定の処理に伴って生じる

債務のうち未履行であるものを含む。）の額

及び第１号の額の合計額を控除した額 

２～６ （略） ２～６ （略） 

  

（変動証拠金） （変動証拠金） 

第１７条 （略） 第１７条 （略） 

２ 委託清算約定に係る変動証拠金所要額は、業

務方法書等の定めるところにより、クリアリン

グ機構が算出するものとし、甲は当該所要額を

乙に対して通知するものとする。 

（新設） 

  

（変動証拠金の授受） （変動証拠金の授受） 

第１８条 乙は、甲が委託清算約定に係る変動証

拠金をクリアリング機構に交付すべき場合に

は、当該変動証拠金に相当する金銭を、当該変

動証拠金の算出日の翌ＪＳＣＣ営業日（乙が非

第１８条 乙は、甲が委託清算約定に係る変動証

拠金をクリアリング機構に交付すべき場合に

は、当該変動証拠金に相当する金銭を、当該変

動証拠金の算出日の翌ＪＳＣＣ営業日（乙が非
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居住者である場合は、翌々ＪＳＣＣ営業日）の

クリアリング機構への交付時限までの甲が定め

る時限までに、甲が定める方法により甲に交付

する。 

居住者である場合は、変動証拠金算出日から起

算して３ＪＳＣＣ営業日目）のクリアリング機

構への交付時限までの甲が定める時限までに、

甲が定める方法により甲に交付する。 

２ （略） ２ （略） 

  

（変動証拠金に係る利息の授受） （変動証拠金に係る利息の授受） 

第１９条 （略） 第１９条 （略） 

２ 乙は、甲が変動証拠金に係る利息をクリアリ

ング機構に交付すべき場合には、当該利息に相

当する金銭を、クリアリング機構への交付時限

までの甲が定める時限（乙が非居住者である場

合は、翌々ＪＳＣＣ営業日における当該時限）

までに、甲が定める方法により甲に交付する。 

２ 乙は、甲が変動証拠金に係る利息をクリアリ

ング機構に交付すべき場合には、当該利息に相

当する金銭を、クリアリング機構への交付時限

までの甲が定める時限までに、甲が定める方法

により甲に交付する。 

 

３ （略） ３ （略） 

  

（変動証拠金の返還請求権） （変動証拠金の返還請求権） 

第２０条 甲及び乙は、本契約及び業務方法書等

の定めるところにより授受及び返還を行う場合

を除くほか、相手方に対し、本清算委託取引に

係る変動証拠金の返還を請求することができな

い。 

第２０条 甲及び乙は、本契約及び業務方法書等

の定めるところにより授受及び返還を行う場合

を除くほか、相手方に対し、変動証拠金の返還

を請求することができない。 

  

（期限の利益喪失事由が発生している場合等の証

拠金の返還請求権の取扱い） 

（期限の利益喪失事由が発生している場合等の証

拠金の返還請求権の取扱い） 

第２３条 乙は、次に掲げる場合には、すべての

本清算委託取引の決済が完了するまでの間、ク

リアリング機構及び甲に対し、本契約に基づい

て預託又は交付した証拠金（以下単に「証拠金」

という。）の返還請求権を行使することができ

ない。 

（１） （略） 

（２） 第３４条の規定によりすべての本清算

委託取引が終了した場合 

第２３条 乙は、次に掲げる場合には、すべての

清算委託取引の決済が完了するまでの間、クリ

アリング機構及び甲に対し、証拠金の返還請求

権を行使することができない。 

 

 

（１） （略） 

（２） 第３４条の規定によりすべての清算委

託取引が終了した場合 

２・３ （略） ２・３ （略） 
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（決済金額等に相当する金銭の決済の方法）  

第２３条の２ 甲及び乙は、決済金額等に相当す

る金銭の総受取額と総支払額を差引計算して授

受することができる。 

（新設） 

  

（当初証拠金及び決済金額等の差引計算）  

第２３条の３ 前条の規定により差引計算した結

果、乙が甲に対し決済金額等に相当する金銭を

支払うこととなる場合には、当該金銭の支払い

及び第１１条に規定する当初証拠金の預託につ

いては、次に掲げる計算式の順序に従って差引

計算するものとし、それぞれ算出された額が負

の数になる場合には、乙は甲に対し当該額を預

託するものとする。ただし、第１号に係る預託

については、金銭により預託しなければならな

い。 

（１） （前ＪＳＣＣ営業日末時点における当

初証拠金等預託額のうち金銭による預託額）

－（同時点において乙が甲に支払うこととな

る決済金額等に相当する金銭の額） 

（２） （前ＪＳＣＣ営業日末時点における当

初証拠金等預託額－充当金銭預託額（前号に

よる差引計算の結果、乙が甲に支払うことと

なる決済金額等に相当する金銭に充当された

当初証拠金等預託額のうち金銭による預託額

をいう。））－（同時点における当初証拠金

預託必要額） 

（新設） 

２ 前条の規定により差引計算した結果、乙が甲

から決済金額等に相当する金銭を受領すること

となる場合には、当該金銭の支払い及び第１１

条に規定する当初証拠金の預託については、次

に掲げる計算式に従って差引計算するものと

し、算出された額が負の数になる場合には、乙

は甲に対し当該額を預託するものとする。 

（前ＪＳＣＣ営業日末時点における当初証拠金

等預託額＋同時点において乙が甲から受領す
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ることとなる決済金額等に相当する金銭の

額）－（前ＪＳＣＣ営業日末時点における当

初証拠金預託必要額） 

  

（返戻の申請及び当初証拠金のみなし預託）  

第２３条の４ 前条の差引計算の結果、乙が決済

金額等に相当する金銭を受領することとなる場

合には、甲に対し、受領する金銭の額を明らか

にしたうえで申請を行うことにより、当該金銭

を受領するものとする。 

（新設） 

２ 前項の申請がなされなかった場合、乙が受領

することとなる決済金額等に相当する金銭は、

当初証拠金として預託されたものとみなす。 

 

  

（委託清算約定の終了に伴う本清算委託取引の決

済） 

（委託清算約定の終了に伴う清算委託取引の決

済） 

第２５条 甲及び乙は、前条の規定による任意解

約により委託清算約定が終了した場合には、当

該委託清算約定に係る本清算委託取引の決済を

行う。 

第２５条 甲及び乙は、前条の規定による任意解

約により委託清算約定が終了した場合には、当

該委託清算約定に係る清算委託取引の決済を行

う。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

  
（本清算委託取引の他の清算委託者への移管） （清算委託取引の他の清算委託者への移管） 

第２６条 乙は、業務方法書等の定めに従い、本

清算委託取引を他の清算委託者（以下「移管先

清算委託者」という。）に移管（本清算委託取

引を業務方法書の定めるところにより将来に向

かって消滅させると同時に、移管先清算委託者

及び甲の間に当該本清算委託取引と同一内容の

新たな法律関係を成立させることをいう。以下

同じ。）することができる。 

第２６条 乙は、業務方法書等の定めに従い、清

算委託取引を他の清算委託者（以下「移管先清

算委託者」という。）に移管（清算委託取引を

業務方法書の定めるところにより将来に向かっ

て消滅させると同時に、移管先清算委託者及び

甲の間に清算委託取引と同一内容の新たな法律

関係を成立させることをいう。以下同じ。）す

ることができる。 

２ （略） ２ （略） 

（業務方法書等の参照） （業務方法書等の参照） 

第３２条 前３条に規定するほか、委託清算約定

（ＣＤＳ清算業務に関する業務方法書の取扱い

第３２条 前３条に規定するほか、委託清算約定

（ＣＤＳ清算業務に関する業務方法書の取扱い
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別表３の規定により成立したものをみなされる

決済目的参加者取引等を含む。）に係るクレジ

ットイベント決済並びにクレジットイベント決

済に伴う当該委託清算約定及びその本清算委託

取引の処理については、業務方法書等の規定及

び当該委託清算約定の内容に従う。 

別表３の規定により成立したものをみなされる

決済目的参加者取引等を含む。）に係るクレジ

ットイベント決済並びにクレジットイベント決

済に伴う当該委託清算約定及びその清算委託取

引の処理については、業務方法書等の規定及び

当該委託清算約定の内容に従う。 

  

（期限の利益喪失事由が発生した場合における本

清算委託取引の終了） 

（期限の利益喪失事由が発生した場合における清

算委託取引の終了） 

第３４条 甲は、乙について期限の利益喪失事由

が発生し、継続している場合には、本清算委託

取引の期限前終了日（本条の定めるところによ

りすべての本清算委託取引が委託清算約定の予

定終了日の到来又はクレジットイベント決済に

よらずに終了する日をいう。以下同じ。）を指

定することができる。期限前終了日の指定は、

該当する期限の利益喪失事由を記載した２０日

以内の事前通知を乙に送付することにより、そ

の効力を生じるものとする。ただし、甲乙間に

おいて、期限の利益喪失事由の全部又は一部に

ついて、あらかじめ一定の日を期限前終了日と

して指定する旨の別段の合意がある場合には、

当該合意に従う。 

第３４条 甲は、乙について期限の利益喪失事由

が発生し、継続している場合には、清算委託取

引の期限前終了日（本条の定めるところにより

すべての清算委託取引が委託清算約定の予定終

了日の到来又はクレジットイベント決済によら

ずに終了する日をいう。以下同じ。）を指定す

ることができる。期限前終了日の指定は、該当

する期限の利益喪失事由を記載した２０日以内

の事前通知を乙に送付することにより、その効

力を生じるものとする。ただし、甲乙間におい

て、期限の利益喪失事由の全部又は一部につい

て、あらかじめ一定の日を期限前終了日として

指定する旨の別段の合意がある場合には、当該

合意に従う。 

２ 期限前終了日時点におけるすべての本清算委

託取引は、甲又は乙から別段の意思表示を要す

ることなく、期限前終了日において当然に終了

する。 

２ 期限前終了日時点におけるすべての清算委託

取引は、甲又は乙から別段の意思表示を要する

ことなく、期限前終了日において当然に終了す

る。 

３ 前２項の規定にかかわらず、乙について前条

第１項第３号ｄに掲げる期限の利益喪失事由が

発生した場合、すべての本清算委託取引は、甲

又は乙から別段の意思表示を要することなく、

当該期限の利益喪失事由が発生する直前におい

て当然に終了するものとし、その終了の日を期

限前終了日とする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、乙について前条

第１項第３号ｄに掲げる期限の利益喪失事由が

発生した場合、すべての清算委託取引は、甲又

は乙から別段の意思表示を要することなく、当

該期限の利益喪失事由が発生する直前において

当然に終了するものとし、その終了の日を期限

前終了日とする。 

４ 甲又は乙は、前２項の規定により本清算委託

取引が終了する場合には、あらかじめ、又はそ

４ 甲又は乙は、前２項の規定により清算委託取

引が終了する場合には、あらかじめ、又はその



 
 

12 

の終了後遅滞なく、クリアリング機構に対し届

出を行うものとする。 

終了後遅滞なく、クリアリング機構に対し届出

を行うものとする。 

５ 第２項又は第３項の規定によりすべての本清

算委託取引が終了した場合、当該各本清算委託

取引に係る委託清算約定は、甲の自己の計算に

よる清算約定としてクリアリング機構との間で

存続するものとする。 

５ 第２項又は第３項の規定によりすべての清算

委託取引が終了した場合、当該各清算委託取引

に係る委託清算約定は、甲の自己の計算による

清算約定としてクリアリング機構との間で存続

するものとする。 

６ 第２項又は第３項の規定によりすべての本清

算委託取引が終了した場合、甲及び乙は、当該

各本清算委託取引に係る委託清算約定の期限前

終了日における清算値段に基づく期限前終了金

額を授受するものとする。この場合において、

当該各本清算委託取引に係る期限前終了金額

は、当該各本清算委託取引に係る委託清算約定

について期限前終了日の翌ＪＳＣＣ営業日まで

に甲からクリアリング機構に預託すべき変動証

拠金の差引累計額（変動証拠金の総支払額から

総受取額を控除した額をいう。以下同じ。）に

相当する額とし、差引累計額が正数の場合には

乙から甲に期限前終了金額を支払い、差引累計

額が負数の場合には甲から乙に期限前終了金額

を支払う。 

６ 第２項又は第３項の規定によりすべての清算

委託取引が終了した場合、甲及び乙は、当該各

清算委託取引に係る委託清算約定の期限前終了

日における清算値段に基づく期限前終了金額を

授受するものとする。この場合において、当該

各清算委託取引に係る期限前終了金額は、当該

各清算委託取引に係る委託清算約定について期

限前終了日の翌ＪＳＣＣ営業日までに甲からク

リアリング機構に預託すべき変動証拠金の差引

累計額（変動証拠金の総支払額から総受取額を

控除した額をいう。以下同じ。）に相当する額

とし、差引累計額が正数の場合には乙から甲に

期限前終了金額を支払い、差引累計額が負数の

場合には甲から乙に期限前終了金額を支払う。 

７ 甲及び乙が前条第３項の規定により同条第１

項第３号ｄに掲げる事由を変更する旨の合意を

した場合、第３項の規定は次のとおり読み替え

られるものとする。 

「前２項の規定にかかわらず、甲は、乙について

前条第１項第３号ｄに掲げる期限の利益喪失事

由が発生し、継続している場合には、当該事由

の発生日から２０日間（以下本項において「期

限前終了日指定期間」という。）に限り、本清

算委託取引の期限前終了日を指定することがで

きる。この場合の期限前終了日の指定方法及び

その効力は前２項の規定に従う。甲が期限前終

了日指定期間内に期限前終了日の指定を行わな

かった場合、すべての本清算委託取引は、甲又

７ 甲及び乙が前条第３項の規定により同条第１

項第３号ｄに掲げる事由を変更する旨の合意を

した場合、第３項の規定は次のとおり読み替え

られるものとする。 

「前２項の規定にかかわらず、甲は、乙について

前条第１項第３号ｄに掲げる期限の利益喪失事

由が発生し、継続している場合には、当該事由

の発生日から２０日間（以下本項において「期

限前終了日指定期間」という。）に限り、清算

委託取引の期限前終了日を指定することができ

る。この場合の期限前終了日の指定方法及びそ

の効力は前２項の規定に従う。甲が期限前終了

日指定期間内に期限前終了日の指定を行わなか

った場合、すべての清算委託取引は、甲又は乙
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は乙から別段の意思表示を要することなく、当

該期限前終了日指定期間の満了時において当然

に終了する。」 

から別段の意思表示を要することなく、当該期

限前終了日指定期間の満了時において当然に終

了する。」 

  

（本清算委託取引終了時における委託当初証拠金

等の返還） 

（清算委託取引終了時における委託当初証拠金等

の返還） 

第３５条 前条第２項又は第３項の規定によりす

べての本清算委託取引が終了した場合、甲は、

乙から預託を受けた委託当初証拠金を直ちに乙

に返還するものとする。ただし、次条の規定に

より当該委託当初証拠金に係る債権債務が清算

される場合を除き、乙は、第２３条第１項の規

定に基づき、すべての本清算委託取引の決済が

完了するまでの間、甲に対し、当該委託当初証

拠金の返還を請求することができない。 

第３５条 前条第２項又は第３項の規定によりす

べての清算委託取引が終了した場合、甲は、乙

から預託を受けた委託当初証拠金を直ちに乙に

返還するものとする。ただし、次条の規定によ

り当該委託当初証拠金に係る債権債務が清算さ

れる場合を除き、乙は、第２３条第１項の規定

に基づき、すべての清算委託取引の決済が完了

するまでの間、甲に対し、当該委託当初証拠金

の返還を請求することができない。 

２ （略） ２ （略） 

３ 前条第２項又は第３項の規定によりすべての

本清算委託取引が終了した場合、甲及び乙は、

本契約に基づき相手方から預託を受けた変動証

拠金を直ちに相手方に返還するものとする。た

だし、次条の規定により当該変動証拠金に係る

債権債務が清算される場合を除き、乙は、第２

３条第１項の規定に基づき、すべての本清算委

託取引の決済が完了するまでの間、甲に対し、

当該変動証拠金の返還を請求することができな

い。 

３ 前条第２項又は第３項の規定によりすべての

清算委託取引が終了した場合、甲及び乙は、相

手方から預託を受けた変動証拠金を直ちに相手

方に返還するものとする。ただし、次条の規定

により当該変動証拠金に係る債権債務が清算さ

れる場合を除き、乙は、第２３条第１項の規定

に基づき、すべての清算委託取引の決済が完了

するまでの間、甲に対し、当該変動証拠金の返

還を請求することができない。 

  

（本清算委託取引終了時における債権債務の一括

清算） 

（清算委託取引終了時における債権債務の一括清

算） 

第３６条 第３４条第２項又は第３項の規定によ

りすべての本清算委託取引が終了した場合、期

限前終了日において甲乙間に存在するすべての

本契約に基づく金銭債務（第３４条第６項の規

定による本清算委託取引の終了に伴う期限前終

了金額の支払債務、前条の規定による委託当初

証拠金及び変動証拠金の返還債務、未払いの固

第３６条 第３４条第２項又は第３項の規定によ

りすべての清算委託取引が終了した場合、期限

前終了日において甲乙間に存在するすべての本

契約に基づく金銭債務（第３４条第６項の規定

による清算委託取引の終了に伴う期限前終了金

額の支払債務、前条の規定による委託当初証拠

金及び変動証拠金の返還債務、未払いの固定金
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定金額の支払債務その他甲乙間の一切の金銭債

務を含む。）は、次に定めるところにより清算

されるものとする。 

（１） 第３４条第２項又は第３項の規定によ

り終了したすべての本清算委託取引について

甲から乙に支払うべき期限前終了金額の総

額、甲から乙に返還すべき変動証拠金の総額

その他期限前終了日において存在する甲の乙

に対する金銭債務（前条の規定による委託当

初証拠金の返還債務を除き、以下「期限前終

了日甲負担債務」という。）と、当該本清算

委託取引について乙から甲に支払うべき期限

前終了金額の総額、乙から甲に返還すべき変

動証拠金の総額その他期限前終了日において

存在する乙の甲に対する金銭債務（以下「期

限前終了日乙負担債務」という。）とを差引

計算する。 

（２）～（５） （略） 

額の支払債務その他甲乙間の一切の金銭債務を

含む。）は、次に定めるところにより清算され

るものとする。 

（１） 第３４条第２項又は第３項の規定によ

り終了したすべての清算委託取引について甲

から乙に支払うべき期限前終了金額の総額、

甲から乙に返還すべき変動証拠金の総額その

他期限前終了日において存在する甲の乙に対

する金銭債務（前条の規定による委託当初証

拠金の返還債務を除き、以下「期限前終了日

甲負担債務」という。）と、当該清算委託取

引について乙から甲に支払うべき期限前終了

金額の総額、乙から甲に返還すべき変動証拠

金の総額その他期限前終了日において存在す

る乙の甲に対する金銭債務（以下「期限前終

了日乙負担債務」という。）とを差引計算す

る。 

（２）～（５） （略） 

  

（未決済約定の承継） （未決済約定の承継） 

第３８条 乙は、前条の規定により委託清算約定

が終了した場合には、業務方法書等の定める期

間内に限り、業務方法書等の定めに従い、承継

清算参加者（本項に規定する承継清算参加者を

いう。）を経由してクリアリング機構にクリア

リング機構所定の承継申込書を交付することに

より、次に掲げる権利義務（以下総称して「未

決済約定」という。）を一括して他の清算参加

者（以下「承継清算参加者」という。）に承継

（業務方法書等の定めるところにより、クリア

リング機構、承継清算参加者及び乙の間で未決

済約定を新たに発生させるとともに、それに伴

う金銭の授受及び権利義務の処理を行うことを

いう。以下本節において同じ。）させることが

できる。 

（１） （略） 

第３８条 乙は、前条第１項の規定により委託清

算約定が終了した場合には、業務方法書等の定

める期間内に限り、業務方法書等の定めに従い、

承継清算参加者（本項に規定する承継清算参加

者をいう。）を経由してクリアリング機構にク

リアリング機構所定の承継申込書を交付するこ

とにより、次に掲げる権利義務（以下総称して

「未決済約定」という。）を一括して他の清算

参加者（以下「承継清算参加者」という。）に

承継（業務方法書等の定めるところにより、ク

リアリング機構、承継清算参加者及び乙の間で

未決済約定を新たに発生させるとともに、それ

に伴う金銭の授受及び権利義務の処理を行うこ

とをいう。以下本節において同じ。）させるこ

とができる。 

（１） （略） 
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（２） 甲及び乙の間の本清算委託取引に係る

権利義務（前条の規定により委託清算約定が

終了する直前のもの）と業務方法書等の定め

る条件が同一となる権利義務 

（２） 甲及び乙の間の清算委託取引に係る権

利義務（前条の規定により委託清算約定が終

了する直前のもの）と業務方法書等の定める

条件が同一となる権利義務 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 承継清算参加者が未決済約定を承継した場

合、甲乙の間の本清算委託取引及び当該本清算

委託取引について授受された変動証拠金に係る

権利義務（甲の破綻等が認定された時点で弁済

期が到来している甲の債務を除く。）及び委託

当初証拠金に係る権利義務（第２項の規定によ

り承継清算参加者を代理人としてクリアリング

機構に預託されたものとみなされる部分に限

る。）は、業務方法書等の定めるところにより、

将来に向かって消滅する。 

４ 承継清算参加者が未決済約定を承継した場

合、甲乙の間の清算委託取引及び当該清算委託

取引について授受された変動証拠金に係る権利

義務（甲の破綻等が認定された時点で弁済期が

到来している甲の債務を除く。）及び委託当初

証拠金に係る権利義務（第２項の規定により承

継清算参加者を代理人としてクリアリング機構

に預託されたものとみなされる部分に限る。）

は、業務方法書等の定めるところにより、将来

に向かって消滅する。 

  

（未決済約定の承継が行われなかった場合の本清

算委託取引の一括清算等） 

（未決済約定の承継が行われなかった場合の清算

委託取引の一括清算等） 

第３９条 （略） 第３９条 （略） 

２ 第３７条の規定により委託清算約定が終了し

た場合において、前条の規定による未決済約定

の承継が行われなかったときは、甲及び乙は、

本契約に基づき相手方から預託を受けた変動証

拠金を直ちに相手方に返還するものとする。た

だし、第５項の規定により当該変動証拠金に係

る債権債務が清算される場合を除き、甲及び乙

は、第２３条第２項及び第３項の規定に基づき、

すべての委託清算約定の決済が完了するまでの

間、相手方に対し、当該変動証拠金の返還請求

権を行使することができない。 

２ 第３７条の規定により委託清算約定が終了し

た場合において、前条の規定による未決済約定

の承継が行われなかったときは、甲及び乙は、

相手方から預託を受けた変動証拠金を直ちに相

手方に返還するものとする。ただし、第５項の

規定により当該変動証拠金に係る債権債務が清

算される場合を除き、甲及び乙は、第２３条第

２項及び第３項の規定に基づき、すべての委託

清算約定の決済が完了するまでの間、相手方に

対し、当該変動証拠金の返還請求権を行使する

ことができない。 

３・４ （略） ３・４ （略） 

５ 第３７条の規定により委託清算約定が終了し

た場合において、前条の規定による未決済約定

の承継が行われなかったときは、当初損失確定

日において甲乙間に存在するすべての本契約に

基づく金銭債務（第１項の期限前終了手数料に

５ 第３７条の規定により委託清算約定が終了し

た場合において、前条の規定による未決済約定

の承継が行われなかったときは、当初損失確定

日において甲乙間に存在するすべての本契約に

基づく金銭債務（第１項の期限前終了手数料に
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相当する額（以下「期限前終了手数料相当額」

という。）の支払債務、第２項の規定による変

動証拠金の返還債務、前２項の規定による委託

当初証拠金の返還債務、未払いの固定金額の支

払債務その他甲乙間の一切の金銭債務を含む。

以下「当初損失確定日現存債務」という。）は、

次に定めるところにより清算されるものとす

る。 

（１）～（３） （略） 

（４） 前号の規定による差引計算の結果、当

初損失確定日乙負担債務がある場合には、そ

の金額をもってすべての本清算委託取引の終

了に伴う乙の甲に対する債務（以下本条にお

いて「乙最終債務」という。）とし、乙最終

債務に係る債権を甲の乙に対する債権とす

る。 

（５） 第１号の規定による差引計算の結果、

当初損失確定日甲負担債務がある場合には、

その金額及び前２項の規定による委託当初証

拠金の返還債務の合計額をもってすべての本

清算委託取引の終了に伴う甲の乙に対する債

務（以下本条において「甲最終債務」という。）

とし、甲最終債務に係る債権を乙の甲に対す

る債権とする。 

相当する額（以下「期限前終了手数料相当額」

という。）の支払債務、第２項の規定による変

動証拠金の返還債務、前２項の規定による委託

当初証拠金の返還債務、未払いの固定金額の支

払債務その他甲乙間の一切の金銭債務を含む。

以下「当初損失確定日現存債務」という。）は、

次に定めるところにより清算されるものとす

る。 

（１）～（３） （略） 

（４） 前号の規定による差引計算の結果、当

初損失確定日乙負担債務がある場合には、そ

の金額をもってすべての清算委託取引の終了

に伴う乙の甲に対する債務（以下本条におい

て「乙最終債務」という。）とし、乙最終債

務に係る債権を甲の乙に対する債権とする。 

 

（５） 第１号の規定による差引計算の結果、

当初損失確定日甲負担債務がある場合には、

その金額及び前２項の規定による委託当初証

拠金の返還債務の合計額をもってすべての清

算委託取引の終了に伴う甲の乙に対する債務

（以下本条において「甲最終債務」という。）

とし、甲最終債務に係る債権を乙の甲に対す

る債権とする。 

６・７ （略） ６・７ （略） 

  

（損失回避取引） （損失回避取引） 

第４１条 （略） 第４１条 （略） 

２ 前項の規定によりクリアリング機構及び甲の

間で損失回避取引が成立した場合、当該損失回

避取引は乙の甲に対する有価証券等清算取次ぎ

の委託により成立した委託清算約定と、当該損

失回避取引に係る甲と乙の間の法律関係は本項

の規定により委託清算約定とみなされる当該損

失回避取引に係る本清算委託取引と、それぞれ

みなして本契約の規定を適用する。 

２ 前項の規定によりクリアリング機構及び甲の

間で損失回避取引が成立した場合、当該損失回

避取引は乙の甲に対する有価証券等清算取次ぎ

の委託により成立した委託清算約定と、当該損

失回避取引に係る甲と乙の間の法律関係は本項

の規定により委託清算約定とみなされる当該損

失回避取引に係る清算委託取引と、それぞれみ

なして本契約の規定を適用する。 
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（本契約の強制解約等） （本契約の強制解約等） 

第４４条 （略） 第４４条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 第１項の規定により本契約が終了した場合に

おいて、その終了時点で本清算委託取引の清算

が完了していない場合には、当該本清算委託取

引及びその清算に関しては、引き続き本契約を

適用する。 

５ 第１項の規定により本契約が終了した場合に

おいて、その終了時点で清算委託取引の清算が

完了していない場合には、当該清算委託取引及

びその清算に関しては、引き続き本契約を適用

する。 

  

（報告） （報告） 

第４５条 乙は、甲が請求したときは、本清算委

託取引に関して必要な事項を甲に対して遅滞な

く報告しなければならない。 

第４５条 乙は、甲が請求したときは、清算委託

取引に関して必要な事項を甲に対して遅滞なく

報告しなければならない。 

２ （略） ２ （略） 

  

（定めのない事項） （定めのない事項） 

第５４条 本清算委託取引に関し、本契約に定め

のない事項については、前条の甲乙間の覚書そ

の他の合意書の定めによるほか、業務方法書等

に従うものとする。 

第５４条 清算委託取引に関し、本契約に定めの

ない事項については、前条の甲乙間の覚書その

他の合意書の定めによるほか、業務方法書等に

従うものとする。 

  

（裁判管轄） （裁判管轄） 

第５７条 本契約又は本清算委託取引に関する訴

訟については、甲の本店又は〇〇支店の所在地

を管轄する裁判所を合意管轄裁判所とする。 

第５７条 本契約又は清算委託取引に関する訴訟

については、甲の本店又は〇〇支店の所在地を

管轄する裁判所を合意管轄裁判所とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲及び乙は、本契

約又は本清算委託取引に関する紛争に関し、専

属的合意管轄の合意又は仲裁合意をすることが

できる。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲及び乙は、本契

約又は清算委託取引に関する紛争に関し、専属

的合意管轄の合意又は仲裁合意をすることがで

きる。 

  

（注１）第４３条第２項中「○ＪＳＣＣ営業日」

の部分については、甲と乙の合意により、任意

の数を定めることができる。 

（注１）第４３条第２項中「○ＪＳＣＣ営業日」

の部分については、甲と乙の合意により、任意

の数を定めることができる。 

（注２）第４７条（同条第２項第４号を除く。）

については、甲と乙の合意により任意の内容に

（新設） 
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変更することができる。 

（注３）第５７条第１項中「○○支店」の部分に

ついては、これを削除し、又は甲と乙の合意に

より任意の支店名を定めることができる。また、

同条については、甲と乙の合意により、第１項

及び第２項を任意の内容に変更することができ

る。 

（注２）第５７条第１項中「○○支店」の部分に

ついては、これを削除し、又は甲と乙の合意に

より任意の支店名を定めることができる。また、

同条については、甲と乙の合意により、第１項

及び第２項を任意の内容に変更することができ

る。 

（注４）本則の規定中「甲乙間の合意」又は「甲

乙間に別段の合意がある場合」との文言のある

箇所については、第５３条の規定により別途覚

書を締結する方法のほか、本契約への規定又は

別紙を参照する等の方法により本契約中に当該

合意の内容を定めることができる。 

（注３）本則の規定中「甲乙間の合意」又は「甲

乙間に別段の合意がある場合」との文言のある

箇所については、第５３条の規定により別途覚

書を締結する方法のほか、本契約への規定又は

別紙を参照する等の方法により本契約中に当該

合意の内容を定めることができる。 

  

付  則  

この改正規定は、平成２６年２月２４日から施

行する。 
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ＣＤＳ清算基金所要額に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

別表 ＣＤＳ清算基金所要額の算出に関する表 別表 ＣＤＳ清算基金所要額の算出に関する表 

  

各清算参加者に係るＣＤＳ清算基金所要額は、

ＣＤＳ清算基金算出日（債務負担処理期間（ＣＤ

Ｓ清算業務に関する業務方法書の取扱い第３５条

第２項に規定する債務負担処理期間をいう。以下

同じ。）における第３当社営業日（当社が通知に

より別に定める場合を除く。）をいう。以下同じ。）

において、次のａに定めるＣＤＳ清算基金基礎基

準額とｂに定めるストレス時想定損失負担額のう

ちいずれか大きい額（これらの額がいずれも１億

円を下回る場合には１億円）とし、当該額を当該

ＣＤＳ清算基金算出日からその直後の清算基金算

出日の前日まで適用する。 

 

ａ （略） 

ｂ ストレス時想定損失負担額は、対応するＣ

ＤＳ清算基金算出日の１か月前の応当日（応

当日が存在しない場合又は休業日に当たる場

合には、その直前の当社営業日）から当該Ｃ

ＤＳ清算基金算出日までの期間に属する各当

社営業日における担保超過リスク額が上位で

ある清算参加者２社（当該清算参加者を含む

企業集団に含まれる他の清算参加者を含む。）

の担保超過リスク額の合計額の平均額を、当

該ＣＤＳ清算基金算出日における当該各清算

参加者の当初証拠金所要額（業務方法書第２

９条の規定により当初証拠金所要額の引上げ

措置を受けている清算参加者については、当

該引上げ措置を行う前の当初証拠金所要額）

に応じて按分した額とする。なお、このｂに

おいて「担保超過リスク額」とは、当該各清

各清算参加者に係るＣＤＳ清算基金所要額は、

ＣＤＳ清算基金算出日（債務負担処理期間（ＣＤ

Ｓ清算業務に関する業務方法書の取扱い第３５条

第２項に規定する債務負担処理期間をいう。以下

同じ。）における第３当社営業日（当社が通知に

より別に定める場合を除く。）をいう。以下同じ。）

において、次のａに定めるＣＤＳ清算基金基礎基

準額とｂに定めるストレス時想定損失負担額のう

ちいずれか大きい額（これらの額がいずれも１億

円を下回る場合には１億円）とし、当該額を当該

ＣＤＳ清算基金算出日からその直後の清算基金算

出日の前日まで適用する。 

 

ａ （略） 

ｂ ストレス時想定損失負担額は、対応するＣ

ＤＳ清算基金算出日の１か月前の応当日（応

当日が存在しない場合又は休業日に当たる場

合には、その直前の当社営業日）から当該Ｃ

ＤＳ清算基金算出日までの期間に属する各当

社営業日における担保超過リスク額が上位で

ある清算参加者２社（当該清算参加者を含む

企業集団に含まれる他の清算参加者を含む。）

の担保超過リスク額の合計額の平均額を、当

該ＣＤＳ清算基金算出日における当該各清算

参加者の当初証拠金所要額（業務方法書第２

９条の規定により当初証拠金所要額の引上げ

措置を受けている清算参加者については、当

該引上げ措置を行う前の当初証拠金所要額）

に応じて按分した額とする。なお、このｂに

おいて「担保超過リスク額」とは、当該各清
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算参加者の当該期間に属する各当社営業日に

おける自己取引口座及び各委託取引口座（当

社が業務方法書第５９条第６項の規定により

区分口座を設定している場合には、区分口座）

ごとの清算約定に係るストレス時リスク相当

額（ＣＤＳ取引に係る価格の極端な変動によ

り、当該清算約定から当該清算参加者に生じ

得る損失に相当する額をいい、当社が通知に

より定める方法により算出するものをいう。）

から当該清算参加者の当該当社営業日の当該

自己取引口座及び各委託取引口座に係る当初

証拠金所要額を差し引いた額（当該額が負数

となる場合は、０とする。）を、すべての当

該自己取引口座及び各委託取引口座について

合算した額をいう。 

算参加者の当該期間に属する各当社営業日に

おける清算参加者口座（当社が業務方法書第

５９条第４項の規定により区分口座を設定し

ている場合には、区分口座）ごとの清算約定

に係るストレス時リスク相当額（ＣＤＳ取引

に係る価格の極端な変動により、当該清算約

定から当該清算参加者に生じ得る損失に相当

する額をいい、当社が通知により定める方法

により算出するものをいう。）から当該清算

参加者の当該当社営業日の当該清算参加者口

座に係る当初証拠金所要額を差し引いた額

（当該額が負数となる場合は、０とする。）

を、すべての当該清算参加者口座について合

算した額をいう。 

  

付  則  

この改正規定は、平成２６年２月２４日から施

行する。 
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ＣＤＳ清算業務に関する清算参加者の破綻処理に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

  

（定義） （定義） 

第２条 本規則において使用する用語は、本規則

に別段の定めがある場合を除き、業務方法書に

おいて使用する用語の例によるほか、次の各号

に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

第２条 本規則において使用する用語は、本規則

に別段の定めがある場合を除き、業務方法書に

おいて使用する用語の例によるほか、次の各号

に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

（１） （略） 

（２） 「固定的損失補填財源」とは、第一階

層ＣＤＳ決済保証準備金、第二階層ＣＤＳ決

済保証準備金及び破綻清算参加者以外の各

清算参加者が当社に預託したＣＤＳ清算基

金（当該破綻清算参加者に係る破綻認定日に

おける当該各清算参加者のＣＤＳ清算基金

所要額を上限とする。）をいう。 

（３） （略） 

（４） 削除 

 

 

（５）～（１２） （略） 

（１） （略） 

（２） 「固定的損失補填財源」とは、第一階

層決済保証準備金、第二階層決済保証準備金

及び破綻清算参加者以外の各清算参加者が

当社に預託したＣＤＳ清算基金（当該破綻清

算参加者に係る破綻認定日における当該各

清算参加者のＣＤＳ清算基金所要額を上限

とする。）をいう。 

（３） （略） 

（４） 「変動証拠金等」とは、業務方法書第

１０６条第１項に規定する変動証拠金等を

いう。 

（５）～（１２） （略） 

  

（第一階層ＣＤＳ決済保証準備金の積立て等） （第一階層決済保証準備金の積立て等） 

第３条 当社は、ＣＤＳ清算業務の開始に際し、

２０億円を、第一階層ＣＤＳ決済保証準備金と

して積み立てる。 

第３条 当社は、ＣＤＳ清算業務の開始に際し、

２０億円を、第一階層決済保証準備金として積

み立てる。 

２ 当社は、各事業年度の終了後、ＣＤＳ清算業

務に係る利益のうち当社がその都度定める額

を、第一階層ＣＤＳ決済保証準備金として積み

立てる。 

２ 当社は、各事業年度の終了後、ＣＤＳ清算業

務に係る利益のうち当社がその都度定める額

を、第一階層決済保証準備金として積み立て

る。 

３ 本業務方法書等の定めるところにより第一

階層ＣＤＳ決済保証準備金の全部又は一部が

取り崩された場合には、その取り崩された額を

３ 本業務方法書等の定めるところにより第一

階層決済保証準備金の全部又は一部が取り崩

された場合には、その取り崩された額を第一階
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第一階層ＣＤＳ決済保証準備金の額から減じ

る。 

層決済保証準備金の額から減じる。 

 

  

（第二階層ＣＤＳ決済保証準備金の積立て等） （第二階層決済保証準備金の積立て等） 

第４条 当社は、ＣＤＳ清算業務の開始に際し、

２０億円を、第二階層ＣＤＳ決済保証準備金と

して積み立てる。 

第４条 当社は、ＣＤＳ清算業務の開始に際し、

２０億円を、第二階層決済保証準備金として積

み立てる。 

２ 本業務方法書等の定めるところにより第二

階層ＣＤＳ決済保証準備金の全部又は一部が

取り崩された場合には、その取り崩された額を

第二階層ＣＤＳ決済保証準備金の額から減じ

る。 

２ 本業務方法書等の定めるところにより第二

階層決済保証準備金の全部又は一部が取り崩

された場合には、その取り崩された額を第二階

層決済保証準備金の額から減じる。 

  

（破綻等の個別処理の原則） （破綻等の個別処理の原則） 

第５条 複数の清算参加者について破綻等が認

定された場合における期限前終了手数料の算

出、業務方法書第９５条の規定による同条第１

項に規定する承継、損失回避取引の実施、破綻

処理入札の実施、業務方法書第９７条の規定に

よる協議の実施及び同条第２項の合意の成立

又は協議が不調となった場合におけるすべて

の清算約定の強制終了、清算参加者が当社に支

払うべき特別清算料の額の算出及びその支払

い、清算参加者が当社に預託すべき特別清算料

担保金の額の算出及びその預託、破綻処理損失

の算出及びその補填（当該補填のためにする第

一階層ＣＤＳ決済保証準備金、第二階層ＣＤＳ

決済保証準備金及びＣＤＳ清算基金の取崩し

を含む。）、当社の破綻清算参加者に対する債

権の額が確定した場合の調整その他破綻等の

認定に関連する事項並びにこれらの事項に係

る本業務方法書等の規定の適用については、本

業務方法書等に別段の定めがある場合を除き、

破綻清算参加者ごとに個別に行うものとする。 

第５条 複数の清算参加者について破綻等が認

定された場合における期限前終了手数料の算

出、業務方法書第９５条の規定による同条第１

項に規定する承継、損失回避取引の実施、破綻

処理入札の実施、業務方法書第９７条の規定に

よる協議の実施及び同条第２項の合意の成立

又は協議が不調となった場合におけるすべて

の清算約定の強制終了、清算参加者が当社に支

払うべき特別清算料の額の算出及びその支払

い、清算参加者が当社に預託すべき特別清算料

担保金の額の算出及びその預託、破綻処理損失

の算出及びその補填（当該補填のためにする第

一階層決済保証準備金、第二階層決済保証準備

金及びＣＤＳ清算基金の取崩しを含む。）、当

社の破綻清算参加者に対する債権の額が確定

した場合の調整その他破綻等の認定に関連す

る事項並びにこれらの事項に係る本業務方法

書等の規定の適用については、本業務方法書等

に別段の定めがある場合を除き、破綻清算参加

者ごとに個別に行うものとする。 
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（すべての清算約定の強制終了） （すべての清算約定の強制終了） 

第２２条 （略） 第２２条 （略） 

２ 当社及び清算参加者は、前項の各清算約定に

ついて、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各

号に定めるところにより、当該各清算約定に係

る期限前終了金額を支払い、又は当該各清算約

定について預託を受けた変動証拠金を返還す

る。 

２ 当社及び清算参加者は、前項の各清算約定に

ついて、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各

号に定めるところにより、当該各清算委託取引

に係る期限前終了金額を支払い、又は当該各清

算委託取引について預託を受けた変動証拠金

を返還する。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

３ （略）  ３ （略） 

  

（第三階層特別清算料担保金の預託義務） （第三階層特別清算料担保金の預託義務） 

第２９条 清算参加者は、他の清算参加者につい

て破綻等が認定された場合には、次の各号に掲

げる場合に応じて、当該各号に定める日時まで

に、当該各号に定める金額（ただし、各清算参

加者が第三階層特別清算料担保金として当社

に預託すべき金額の累計額は、同一の破綻処理

単位期間につき、当該各清算参加者の当該破綻

処理単位期間の開始日の前当社営業日におけ

るＣＤＳ清算基金所要額を上限とする。）を、

第三階層特別清算料担保金として当社に預託

しなければならない。 

第２９条 清算参加者は、他の清算参加者につい

て破綻等が認定された場合には、次の各号に掲

げる場合に応じて、当該各号に定める日時まで

に、当該各号に定める金額（ただし、各清算参

加者が第三階層特別清算料担保金として当社

に預託すべき金額の累計額は、同一の破綻処理

単位期間につき、当該各清算参加者の当該破綻

処理単位期間の開始日の前当社営業日におけ

るＣＤＳ清算基金所要額を上限とする。）を、

第三階層特別清算料担保金として当社に預託

しなければならない。 

（１） 破綻処理清算約定等に係る損失相当額

（破綻処理清算約定の反対清算約定及び業

務方法書第９４条第２項の規定により清算

約定とみなされた損失回避取引について、破

綻認定日（破綻清算参加者が破綻処理清算約

定について当該破綻認定日に履行すべき債

務の履行を完了している場合は、当該破綻認

定日の翌当社営業日）以降の各当社営業日に

おいて当社が清算参加者に支払うべき変動

証拠金等の総額から当社が当該清算参加者

から受け取るべき変動証拠金等の総額を控

除した額が正数である場合の当該額をいう。

以下同じ。）が、固定的損失補填財源の合計

（１） 破綻処理清算約定等に係る損失相当額

（破綻処理清算約定の反対清算約定及び業

務方法書第９４条第２項の規定により清算

約定とみなされた損失回避取引について、破

綻認定日（破綻清算参加者が破綻処理清算約

定について当該破綻認定日に履行すべき債

務の履行を完了している場合は、当該破綻認

定日の翌当社営業日）以降の各当社営業日に

おいて当社が清算参加者に支払うべき変動

証拠金等の総額から当社が当該清算参加者

から受け取るべき変動証拠金等の総額を控

除した額が正数である場合の当該額をいう。

以下同じ。）が、固定的損失補填財源の合計
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額を超過している場合において、その超過額

のうち当該各清算参加者が第三階層特別清

算料として負担することとなる額が、当該各

清算参加者が当社に現に預託している清算

約定（自己分）に係る当初証拠金及び破綻時

証拠金の合計額を超過したとき 

ａ 日時 当該超過した日の翌当社営業日

の午前１１時 

ｂ （略） 

（２）・（３） （略） 

（４） 第１５条第４項、第１７条第４項及び

第１７条の２第５項の場合において、各清算

参加者が負担することとなる第三階層特別

清算料として当社が第１５条第４項第２号、

第１７条第４項第２号及び第１７条の２第

５項第２号の規定により当該各清算参加者

に通知した金額が、当該各清算参加者が当社

に現に預託している第三階層特別清算料担

保金の合計額を超過したとき 

ａ 日時 当該通知の行われた日の翌当社

営業日の午前１１時 

ｂ （略） 

額を超過している場合において、その超過額

のうち当該各清算参加者が第三階層特別清

算料として負担することとなる額が、当該各

清算参加者が当社に現に預託している清算

約定（自己分）に係る当初証拠金及び破綻時

証拠金の合計額を超過したとき 

ａ 日時 当該超過した日の翌当社営業日

の正午 

ｂ （略） 

（２）・（３） （略） 

（４） 第１５条第４項、第１７条第４項及び

第１７条の２第５項の場合において、各清算

参加者が負担することとなる第三階層特別

清算料として当社が第１５条第４項第２号、

第１７条第４項第２号及び第１７条の２第

５項第２号の規定により当該各清算参加者

に通知した金額が、当該各清算参加者が当社

に現に預託している第三階層特別清算料担

保金の合計額を超過したとき 

ａ 日時 当該通知の行われた日の翌当社

営業日の正午 

ｂ （略） 

  

（第四階層特別清算料担保金の預託義務） （第四階層特別清算料担保金の預託義務） 

第３０条 各清算参加者は、他の清算参加者につ

いて破綻等が認定された場合には、次の各号に

掲げる場合に応じて、当該各号に定める日時ま

でに、当該各号に定める金額を、第四階層特別

清算料担保金として当社に預託しなければな

らない。 

第３０条 各清算参加者は、他の清算参加者につ

いて破綻等が認定された場合には、次の各号に

掲げる場合に応じて、当該各号に定める日時ま

でに、当該各号に定める金額を、第四階層特別

清算料担保金として当社に預託しなければな

らない。 

（１） 破綻処理清算約定等に係る損失相当額

が、固定的損失補填財源の合計額を超過して

いる場合において、その超過額のうち当該各

清算参加者が第三階層特別清算料及び第四

階層特別清算料として負担することとなる

額の合計額（当該損失相当額をその時点で破

（１） 破綻処理清算約定等に係る損失相当額

が、固定的損失補填財源の合計額を超過して

いる場合において、その超過額のうち当該各

清算参加者が第三階層特別清算料及び第四

階層特別清算料として負担することとなる

額の合計額（当該損失相当額をその時点で破



 
 

5 

綻処理入札が実施された場合に当社に生じ

得る破綻処理損失とみなした場合において、

第２７条及び第２８条の規定により当該各

清算参加者が第三階層特別清算料及び第四

階層特別清算料として負担することとなる

額の合計額をいう。）が、当該各清算参加者

が当社に現に預託している清算約定（自己

分）に係る当初証拠金、破綻時証拠金及び第

三階層特別清算料担保金及び第四階層特別

清算料担保金の合計額を超過したとき 

ａ 日時 当該超過した日の翌当社営業日

の午前１１時 

ｂ （略） 

（２）・（３） （略） 

（４） 第１５条第４項、第１７条第４項及び

第１７条の２第５項の場合において、各清算

参加者が負担することとなる第三階層特別

清算料及び第四階層特別清算料として当社

が第１５条第４項第２号、第１７条第４項第

２号及び第１７条の２第５項第２号の規定

により当該各清算参加者に通知した金額の

合計額が、当該各清算参加者が当社に現に預

託している第三階層特別清算料担保金及び

第四階層特別清算料担保金の合計額を超過

したとき 

ａ 日時 当該通知の行われた日の翌当社

営業日の午前１１時 

ｂ （略） 

綻処理入札が実施された場合に当社に生じ

得る破綻処理損失とみなした場合において、

第２７条及び第２８条の規定により当該各

清算参加者が第三階層特別清算料及び第四

階層特別清算料として負担することとなる

額の合計額をいう。）が、当該各清算参加者

が当社に現に預託している清算約定（自己

分）に係る当初証拠金、破綻時証拠金及び第

三階層特別清算料担保金及び第四階層特別

清算料担保金の合計額を超過したとき 

ａ 日時 当該超過した日の翌当社営業日

の正午 

ｂ （略） 

（２）・（３） （略） 

（４） 第１５条第４項、第１７条第４項及び

第１７条の２第５項の場合において、各清算

参加者が負担することとなる第三階層特別

清算料及び第四階層特別清算料として当社

が第１５条第４項第２号、第１７条第４項第

２号及び第１７条の２第５項第２号の規定

により当該各清算参加者に通知した金額の

合計額が、当該各清算参加者が当社に現に預

託している第三階層特別清算料担保金及び

第四階層特別清算料担保金の合計額を超過

したとき 

ａ 日時 当該通知の行われた日の翌当社

営業日の正午 

ｂ （略） 

  

（回収金等の分配を受ける清算参加者が存在し

ない場合の取扱い） 

（回収金等の分配を受ける清算参加者が存在し

ない場合の取扱い） 

第３５条 当社は、業務方法書第１１１条第１項

各号の額の分配を受ける清算参加者が存在し

ない場合には、次の各号に掲げる順序に従い、

当該各号の定めるところにより当該額からそ

の回収等に要した諸費用を控除した残額を処

第３５条 当社は、業務方法書第１１１条第１項

各号の額の分配を受ける清算参加者が存在し

ない場合には、次の各号に掲げる順序に従い、

当該各号の定めるところにより当該額からそ

の回収等に要した諸費用を控除した残額を処
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理するものとする。 理するものとする。 

（１） 当社は、当該残額を、金２０億円に満

つるまで、第二階層ＣＤＳ決済保証準備金と

して積み立てる。 

（２） 当社は、前号の積立て後の残額を、第

一階層ＣＤＳ決済保証準備金として積み立

てる。 

（１） 当社は、当該残額を、金２０億円に満

つるまで、第二階層決済保証準備金として積

み立てる。 

（２） 当社は、前号の積立て後の残額を、第

一階層決済保証準備金として積み立てる。 

 

付  則 

 この改正規定は、平成２６年２月２４日から施

行する。 

 

 

 

 


